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第1章 平成3年 情報通信の現況

世 界に冠た る経済大国 とな った我が国には、戦後冷戦体制の終結、国

際的 な地域統 合 と国家の分裂 、開発 と環境保全に関する地球的規模 ての

問題 の深刻化 など大 きな変化 を遂 げっっあ る国際社 会の中で、その経済

力に見合 った大 きな役割が期待 されてい る。 また、国内的 には国際化、

高齢化、情報化、価値観の 多様化等の一 層の進展が予測 され る中、産業、

経済の面 だけで な く国民生活の面で も、真に「豊か さを実感 できる社会」

の実現が強 く求め られている。 国民生活、産業 、経済 を支 える社会基盤

として大 きな役割 を果た してきた情報通信に対 して も、高度化、 多様化

等、我が国が豊か な生活大 国 となってい くためのよ り一層の寄与が期待

されてい る。

一方、平成3年 の我が国経済は、拡大 テンポが緩やかに滅速 しつつあ

り、やや過熱 ぎみであ った高い成長か ら、インフレな き持続可能 な成長

経路に移行す る過程にあ る。 この ような杜会経済情勢において も、情報

通信に対す るニー ズは堅調 であ り、平成3年 における情報通信サー ビス

及 び情報通信経 済は順調 に推移 してい る。

本章では、「情報通信サー ビスの動 向」、「情報通信 経済の動向」及び「情

報化の動 向」か ら、進展 しつつ ある平成3年 の情報通信 の現況 を概観す

るこ ととす る。
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第1節 情報通信サービスの動向

1国 内通信サ ービスの動向

3年 における国 内通信サー ビスは、2年 に引 き続いて着実 に進展 して

いる。電気通信分野 ではISDN、 高速デ ジタル専 用線 、移動通信 な ど

のサー ビスの伸 びが 目立 ってお り、放送分 野では衛 星放 送、ハ イビジョ

ン、都市型CATVな どにみ られ るよ うに 多メディア ・多チ ャンネル化

が進展 しつつあ り、郵便において も、郵便物数 の増加 等の着実 な進展が

続 いている(第1-1-1図 参照)。

ここでは、このよ うな国内通信サー ビスの動 向について概観 す る。

(1)高 度化 ・多様化が進 む国内電気通信サー ビス

3年 度の国内電気通信 サー ビスの うち電話サー ビスにおいては、長距

離系新 第一種電気通信事業 者(付 注1参 照)のID登 録実数囲 及 び通話

回数の大 きな伸 びが続いてい るほか、NTTの 加入者線 交換機 のデジタ

ル化 も進展 してお り、高度 な付加サー ビスの提供、 多様 な料金等 を実現

す る基礎が整 いつつ ある。

移動通信 サー ビスの分野 においては、無線 呼 出 しサ ー ビス及 び 自動

車 ・携帯電話サー ビスの契約数が引 き続 き大 きな伸 びを示 している。 こ

のサー ビスでは腕時計型の無線呼出 し機器、小型化 ・軽量化 の進 んだ携

帯電話機 等の多様 な機器が提供 された り、通信料金の値下 げが実施 され

るなど、企業におけ る利用 だけに とどまらず広 い範囲で需要 を喚起 しつ

(注)長 距離系新第一種電気通信事 業者の電話サー ビスを利用するときには、ID

(Identification:発 信 者識別)番 号を新事業者の網に送出す る必要か ある。I

D登 録実数 とは、NTTの 加 入電話契約回線の うち、長距離系新事業者の利用

契約回線であって、ID番 号送出機能 を受 けている契約回線数 〔各社に またか

る重複分 を除いた実数)の ことである。
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(注>1.高 速 デ ジタル 回線 数 は昭 和60年 度 末、 衛 星 放送 受 信世 帯 数 は昭 和62年 度 末 、

ISDN回 線 数 は昭 和63年 度 末 を100と した 。

2.ISDN回 線数 は基 本 イン タフ ェー ス(INSネ ッ ト64)の 回線 数 で あ る。

っ ある。 また、4年3月 には、9社 目の自動車電話新事業 者が事業許可

を受けて いる。

専用サー ビスにおいては、企業におけ る高度化 ・高速化 する情報通信

二_ズ に支 えられて高速デ ジタル専用線サー ビスが高い伸 び率 を維持 し

ている。また、長 距離系新事業者3社 及び地域系新事 業者7社 は専用サー

ビスの値下げ を実施 した。

高速 ・高品質のデジタル公衆網 であるISDNサ ー ビスは・NTTの

加 入者線交換機 のデ ジタル化 の進展 に も伴ってサー ビス提供地域 ・契約

回線数 ともに大幅 な伸 び を示 してい る。
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衛星通信サー ビスの分野においては、企業内映像情報伝送等の衛星通

信の特性 を生か したニー ズが増大 しつつ あ り、3年4月 には3社 目の衛

星系新事業者が事業許可 を受けた。 また、4年2月 には スーパーバー ド

Bが 打ち上げ られたほか、4年 度以降において も新 たな通信衛星の打 ち

上 げ計画が進行 中であ る。

この ように高度化 ・多様 化す る電気通信サー ビスの中か ら、利 用者 は

ニー ズに応 じてサー ビス、事 業者 を選択す ることが可能 とな ってい る。

通信料金について も、昭和60年 の電気通信事業法の施行 によって電気通

信事業におけ る独 占を廃止 し、事業者間の競争 を導入 した結果 、各社の

経営努力、技術革新等 とあい まって、低 廉化が進展 して きてい る。 さら

に、加 入電話 及び携帯電話サー ビスの通 話料 金において、選択制 の料金

が4年4月 か ら実施 され るな ど、通信料 金におけ る多様化 も進展 しつつ

ある。

ア 電話サー ビス

(ア)契 約数及びサー ビス提供地域

(NTTの 動向)

NTTの 加 入電話等契約数 は、3年9月 末現在5,560万 契約であ り、対

前年同期 比3.6%増 となっている(第1-1-2図 参照)。

加 入電話等のサー ビスの うち一般加 入電話契約について、事務用、住

宅用別にみ ると、3年9月 末現在、事務用 は1,739万 契約(対 前年 同期比

3.8%増)、 住宅用 は3,783万 契約(同3.6%増)で あ った。伸 び率 は、 そ

れぞれ前年同期 比で1.2ポ イン1・、0.2ポ イン ト低下 してい る。特 に事務

用の伸 び率 は、 ファクシ ミリの普 及等 に伴 う加 入電話の新設 によ り昭和

61年 度以 降住宅用 を上 回ってきてい るが、景気の減速等 の影響 を受け、

伸び率 の低下幅が住宅用 よ りも大 きい。 また、就業者1人 当た りの事務

用契約数 は、0.28契 約(前 年 同期は0.27契 約)で あ り、1世 帯 当た りの
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第1-1-2図 事務用 ・住宅用一般加入電話契約数の推移

万
契
約

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

事
務
用

住
宅
用

5657585960616263兀23 .9年度末

NTT資 料 に よ り作 成

住宅用契約 数は0.90契 約(同0.89契 約)で あった㈲。

(新第一種電気通信事業者の動向)

長距離系新 第一種電気通信事業者(第 二電電㈱、 日本テ レコム㈱ 及び

日本高速通信㈱)3社 の市外電話サー ビス契約数(ID登 録数の3社 単

糸屯集計)は 、3年9月 末現在、1,268万 契約(対 前年同期 比44.6%増)、

ID登 録実数 は812万 回線(同52.6%増)で あ り、 ともに大 きな伸びが続

いてお り、NTTの 加 入電話契約数 に占め るID登 録実数の割合 は対前

年同期比4.7ポ イン ト増の14,7%と なった。

(注)こ こでは、それぞれ 「労働力調査年報」(総 務庁)に よる2年 平均の就業者

数及び 「住民基本台帳に基づ く全国人口・世帯数表」(自 治省)に よる3年3月

末の世帯数 を用いている。前年同期の数値 は各々元年平均、2年3月 末の数値

による。
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新事業 者が市外電話サー ビス を提供 してい る地域(一 部地域の場合 を

含 む。)を各社別 にみ ると、3年 度末現在、第二電電㈱ は45都 道府県(対

前年度末 比5県 増)、 日本 テレ コム㈱ は45都 道府 県(同1県 増)、 日本高

速通信㈱ は20都 府県(同 増減 な し)で あ った(第1-1-3図 参照)。

一方、地域系新 第一種電気通信事業者 の うち、唯一加入電話サー ビス

を提供 している東京通信 ネッ トワー ク㈱(電 話サー ビス開始は昭和63年

5月)の サー ビス提供地域は、東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、栃木、

第1-1-3図 長距離系新第一種電気通信事業者の電話サービス提供地域

(3年 度末現在)

/

〆 口3社 かサーヒ スを提供 している地域

口2社 かサー ヒスを提供 している地域

口1社 もサー ヒスを提供 していない地 域

郵政省資料により作成

(注)1.(,,)内 の数字は各都道府県内に設置されているPOIの 数 であり、左から

それぞれ第二電電㈱、日本テレコム㈱、日本高速通信㈱の値である。なお、「0」

はサービス提供地域であってPOIが 設置されていない県であり、「一」はサービス

提供地域でないものを表わす。

2.県 域の一部地域の場合を含む。
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群 馬 、 山梨 及 び静 岡 の9都 県の 一 部 の地 域 で あ る。 加 入電 話 契 約数 は、

3年9月 末 現 在5,206契 約(対 前年 同期 比62.3%増)で あ っ た。

(イ)ト ラ ピ ック状況

2年 度 に お け るダ イヤ ル総 通 話 回数 及 び ダ イヤ ル総 通 話 時 間(NTT、

第 二 電 電㈱ 、 日本 テ レ コム㈱ 、 日本 高 速通 信 ㈱ 及 び 東 京通 信 ネ ッ トワー

ク㈱ の5社 合 計)は 、 それ ぞれ750.6億 回(対 前 年度 比2.5%増)、34億6

千 万 時 間(同4.1%増)で あ った。 通 話 回数 に比 べ て通 話 時 間 の伸 び率 が

大 き く、1回 当 た りの 平均 通話 時 間 は 前年 度 よ りも3秒 長 い2分46秒 で

あ っ た。 また 、1日 当 た りの電 話 利 用状 況 を計 算 す る と、 国 民1人 当 た

り約1,7回 、4.6分 間 で あ り、1加 入 契約 当 た りで み る と約3.8回 、10.4分

間 で あ っ た(注)。

一 方
、 ダ イヤ ル総 通 話 回数 をNTTと 新 事 業 者(4社 の 合 計)別 にみ

る と、NTTは726.1億 回(ダ イヤ ル総 通 話 回数 に 占め るシ ェア96.7%)、

対 前 年 度 比1。1%の 微 増 で あ る の に 対 し て、新 事 業 者 は24.5億 回(同

3.3%)、 同79.4%の 大 幅 増 で あ っ た。 新事 業 者 の 通 話 回数 の 大 幅 な増 加

は 主 に 県間 通 話 に よる もの であ り、 ダ イヤ ル総 通話 回数 の18.1%を 占め

る県間 通 話 に つ い てみ る と、NTTは114,6億 回 、 対前 年 度 比2.0%の 減

少 で あ るの に 対 して 、新事 業者 は2L6億 回 、同74.2%の 大 幅 な増 加 で あ っ

た。これ に伴 い、新 事 業 者 の 県 間通 話 に おけ る シ ェア は前 年 度 の9.6%か

ら6.3ポ イ ン ト上 昇 して15.9%と な っ た(第1-1-4図 参 照)。

(距 離 段 階 別 通 話 回 数)

ダ イヤ ル総 通 話 回数 を3分 間10円 の 区 域 内 通話 、100km以 内 及 び100km

超 に 分 け て み る と、 区域 内 通 話 が500.3億 回(ダ イヤ ル 総 通 話 回 数 の

66.6%)、100km以 内 の 通話 が187.6億 回(同25.0%)、100kmを 超 え る通 話

〔注}こ れ らは、発信のみの数値を計算してお り、着信の数値 を含めるとそれぞれ

の2倍 の値 となる。
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が62.7億 回(同8.3%)で あ り、 距離が近いほ ど通話 回数 は多い(第1-

1-5図 参照)。

また、市外通話の構成比をNTTと 新事 業者別 にみ ると、NTTは100

km以 内の通話が78,6%(対 年度 比1.4ポ イン ト増)、100kmを 超え る通話 が

第1-1-4図 NTT、 新事業者の県間通話回数におけるシェア

ダイヤル総通話回数750.6億 回 〔732.0億回〕
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(注)〔 〕 内 は前 年 度 の数 値 で あ る。

第1-1-5図 電話サービス 距離段階別通話回数(2年 度)
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21.4%(同1.4ポ イン ト減)で あ り、100km以 内の通話の構 成比が大 きい

のに対 して、新事 業者の構成比はそれぞれ41 .4%(同3.0ポ イン ト増)、

58.6%(同3.0ポ イン ト減)で あ り100kmを 超 える長距離通話 の割合 が大

きい。

(通話時間別通話回数)

ダイヤル総通話 回数 を通話時間別 にみ ると、1分 以内に完 了す る短時

間の通話が382.2億 回で最 も多 く、全体 の50.9%を 占めてお り、通話時間

が長 いほ ど通話 回数 は少な くなっている。NTT 、新事業者 のそれぞれ

におけ る構成比 をみ ると、この傾向はほぼ同様 であるが、前年度 と比べ

ると、NTTに お いては1分 以内の通話の構成比(対 前年度比0.9ポ イン

ト増の51.2%)だ けが拡 大 してお り、新事業者においては10分 超の通話

の構成比(同1.0ポ イン ト増 の4.3%)及 び1分 以内の通話の構成比(同

0.7ポ イン ト増の42.8%)が それ ぞれ拡 大 してい る(第1-1-6図 参

照)。

第1-1-6図 電話サービス 通話時間別通話回数(2年 度)
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(時間帯別通話回数)'

ダイヤ ル総通話 回数 を1日 の時 間帯別 にみ ると、9時 か ら10時 の1時

間におけ る通話 回数 が71.5億 回で最 も多 く、全体 の9.5%を 占めてい る。

NTT、 新事業者 のそれ ぞれにおけ る構成比 をみ ると、両者 とも昼 間(8

時 か ら19時 まで)の 占め る割合が高い領 向にあ る。 この時間帯の 占め る

割合 はNTTが77.8%(前 年度は78.0%)、 新事業者が90.2%(同91.7%)

であ り、新事業者において この傾 向は強 く、新事業者の通話 は事 業所等

に よる利用 の割合がNTTの 通 話 よ りも更 に大 きいこ とが うかが われ

る。 また、前年度 との比較 では、NTTに おいては深夜早朝(23時 か ら

翌朝8時 まで)の 通 話回数 が9.1%増 加 したこ とによ り、 この時間帯の構

第1-1-7図 電脂サービス 時間帯別通 話回数(2年 度)
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成比が0.4ポ イン ト上昇 して5.7%に なった。新事業者は、昼間以外の通

話回数の伸 び率が大 きか った ため、夜間(19時 か ら23時 まで)の 時間帯

におけ る通話 回数の構成比 は82%(対 前年度比1.2ポ イン ト増)、 深夜早

朝(23時 か ら翌朝8時 まで)が1.6%(同0.3ポ イン ト増)と なった(第

1-1-7図 参照)。

(ウ)電 話サー ビスの多様化の状況

利用者の高度化 ・多様化す るニー ズに対応 し、電話サー ビスにおけ る

新 しいサービスの実用化が進め られて きてお り、3年 度においては、契

約者が あ らか じめ決め てお いた暗証番 号等 を用 いて どこか らで もメッ

セー ジの録音 ・再生 ・消去が可能 なメッセー ジインサー ビスが実用化 さ

れ た。 なお、昭和60年 度以 降のサー ビスの多様化の状況 については、第

1-1-8表 の とお りである。

(エ)加 入者線交換機端子数

3年9月 末現在のNTTの 加入者線交換機の総端 子数 は、6,010万 端子

第1-1-8表 電 話サー ビスの多様化

年 度 60 61 62 63 元 2 3

サ

ー

ヒ
ス

の

多
様

化

,●9■

ダ電 フ電三

イ話 リ話者
ヤ会lI通
ル議 ダパ話

イサ イケサ
ン1ヤ ノ1

サ ビル トビ

1ス サ網 ス

ヒ1間
ス ヒ接

ス続

● ● 陰

伝 自航
言動 空

ダ ク機

イ レ電
ヤ ジ話
ル ノサ

サ トI

l通 ビ
ヒ話 ス
スサ

1
ビ
ヌ、

o

新 高 改
事 度 良

業 で 型

者ん ノ
とわi
の は リ

相 ん ン
互サ キ

接1ン

続 ビ グ
サ スサ

lI

ビ ヒ
ス ス

オ東

難

欝ス黍

轟1
の化

● ●

』#ダテ

タ イ レ

イヤ ホ
ヤ ル ン
ル(}カ

サ サ1

ロ ド
ビ ビに
ス ス よ

る

通
話

料

金
支 サ

払1
ビ
フ、

Oo,

キ ダ フ
ヤ イ リ
ソヤ1

チ ル ダ

ホQ2イ
ンの ヤ

等 ブ ル
パ ロ通

ソ ツ話

ケ キ料

1ン の
ジ グ 大

割 サ ロ
引1割

サ ビ 引 サ

1ス1
ビ ビ
ス ス

09

傭

ア毒

懲
弄線
1魂

顎
書
餅㍗



一12一 第1'章 平成3年情報通信の現況

であ り、前年 同期 比で5 .1%増 加 した。 その うちID送 出可能端 子数 は

5,118万 端子、総端子数に 占め る比率は85 ,2%で あ り、前年 同期の73.3%

か ら11.9ポ イン ト上昇 した。 また、 高度 な付加 サー ビスや料 金の 多様化

を実現す るための基礎 とな るデジタル交換機 の端子数は2,550万 端 子、同

42.5%で あ り、前年同期 か ら10 .0ポ イン ト上昇 した。

一方、新事業者 であ る東京通信ネ ッ トワー ク㈱の加 入者線交換機 の総

端子数は、3年9月 末現在1万3,209端 子(対 前年 同期 比44 .9%増)で あっ

た・すべ てがデ ジタル交換機 であ り、ID送 出可能端 子であ る。

イ ファクシ ミリ通信網サー ビス

NTTの ファ クシ ミリ通信網サー ビスの契約数 は、3年 .9月 末現在45

万6,901契 約(対 前年 同期 比12.8%増)で あった。昭和56年9月 にサー ビ

スを開始 して以来、契約数 は順調に増加 してい る(第1-1-9図 参照)。

万
契
約

第1-1-9図
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3年 においては、ISDNに 収容 されているG4機 か ら高速でファク

シ ミリ通信網へ 送信が可能にな ったほか、再 コール回数 を自由指定 でき

るようになるな どの新機能が追加 され、サー ビス内容 も充実 して きてい

る。

ウ 移動通信 サー ビス

(ア)無 線呼出 しサー ビス

3年9月 末現在 におけ る無線呼 出しサー ビスの総 契約数(NTTと 新

第一種電気通信事業者36社 の合計)は 、555万3,110契 約、対前年 同期比

18.5%増 であった く第1-1-10図 参照)。

新事業者 については、2年 度 中に全国において参入 を果 たしてお り(36

社がサー ビス開始済)、契約数 は3年9月 末現在186万3,708契 約、対前年

同期 比29.3%増 であった。 一方、NTTの 契約数 は同368万9,402契 約 、

同13.6%増 であった。総契約数 におけ る新事業者のシェアは、3年9月

末現在33.6%で あ り、前年 同期 よ りも2.9ポ イン ト上昇 している。

無線呼 出しサー ビスについては、全 国でNTTと 新事業者のサー ビス

第1-1-10図 無 線呼出 し契約数及び新事業者のシェアの推移
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1娠 套

隠
匹 ・ 嚇

・転

腕時計型無線呼出し機器

を選択 できるほか、一部の地域 では、他 県で も使用 できるいわゆ る広域

呼出 しサー ビスがNTTと 新事 業者の両者でそれぞれ提供 されてい る。

また、呼出 し専用の ほか、 よ り高機能 な表示 式のサー ビス もあ り、腕時

計型、 カー ド型等の 多様 な ものが提供 されてい る。

(イ)自 動車 ・携帯電話サー ビス

3年9月 末現在 の 自動車 ・携帯電話サー ビスの総契約 数(NTTと 新

第一種電気通信事業者8社 の合計)は109万700契 約 、対前年同期 比61.5%

増であった。 自動車 ・携帯電話サー ビスの契約数 は、新 事業者の参入が

本格化 した元年 度以降、急激に増加 してお り、その傾向は続 いている(第

1-1-11図 参照)。

新事業者については、3年 度末現在、8社 が41都 道府県(県 域の一部

地域の場合 を含 む。)でサー ビス を提供 してお り、前年度末に比べ て8県

増加 した。 また、4年3月 には沖縄セルラー電話㈱ が新 たに第一種電気

通信事業者 として事 業許可 を受け てお り、4年 度に沖縄県で 自動車 ・携
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第1-1一11図 自動車電話契約数及び新事業者のシェアの推移
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(注)自 動 車 ・携 帯電 話 サ ー ビ ス契約 数 の合 計 であ る。

帯電話サー ビスを開始す る予定である。

新事業者の契約数 は、3年9月 末現在42万3,196契 約 であ り、前年 同期

比104.6%増 と倍増 している。その うち、携帯 電話サー ビスが37万3,034

契約 と88.1%を 占め、 自動車電話 よりも携帯電話が主流 となって いる。

一方、NTTの 契約数 は、3年9月 末現在66万7,504契 約で あ り、前年

同期比42.4%増 であった。この うち、携帯電話サー ビスは36万2,911契 約

(従来 は 自動 車電話の区分 であ った ものの一部 を3年 度 か ら携帯電話 に

計上 してい る。)であ り、NTTに おいて も携帯電話が過半数 を占めてい

る。.

また、総契約数 に占め る新事業者の シェアは38.8%で あ り、前年同期

比で8.2ポ イン ト上昇 してい る。特 に、携帯電話の シェアでは、NTTを

上 回る50,6%と なっている。

3年 度に も、小型化 ・軽量化 された電話機 が相次いで提供 され るなど、

機器 の面での進展がみ られ、契約数が急増 した反面、今後の周波数不足
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が懸念 されてお り、基地局 の増設等が相次 いで実施 されて いるほか・4

年度以降は、デ ジタル方式 によるサー ビスの提供 などが予定 されている。

(ウ)そ の他の移動通信サ ービス

第一種電気 通信事業 者が提供 す るそ の他 の移 動通信サー ビス として

は、従来か らNTTが 提供 して きている船舶 電話、列車公衆電話、航 空

機公衆電話等のサー ビス と、新事 業者が提供 を開始 したサー ビスが ある。

NTTの 提供 している船舶電話サー ビスは昭和34年 にサー ビスが開始

され、3年9月 末現在の契約数 は1万8,992契 約 である。列車公衆電話は

昭和40年 に東海道新幹線においてサー ビスが開始 さ耽 てお り、3年9月

末現在1,216台 設置されてい る。また、航空機公衆電話は昭和61年 にサー

ビスが開始 され、3年9月 末現在134台 設置1されている。

一方
、新事業者が提供す る移動通信 サー ビスにつ いては、マ リネ ッ ト

電話サー ビスは、3年4月 に瀬戸 内マ リネッ ト㈱がサー ビスを開始 して

お り、3年9月 末現在サー ビスを提供 している3社 の契約 数 は2,357契 約

テレター ミナル端末
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であった。簡易陸上移動無線電話(コ ンビニエンス ・ラジオ ・フォン)

サー ビスにつ いては、3年9月 末現在サー ビスを提供 している4社 の契

約数 の合計は6,292契 約 であった。また、テレター ミナルシステムによる

デ ジタルデー タ伝送 サー ビスの3年9月 末現在 の契約数 は1 ,048契 約で

あった。

工 専用サ ー ビス

専用サー ビスには、一般専用サー ビス、高速 デジタル専用線サー ビス、

映像伝送サー ビス、 テレビジョ ン放送中継サー ビス、無線専用サー ビス

等が あるが、 ここでは、高い伸 びを示 している高速デジタル専用線サー

ビス と最 も回線 数の 多い一般 専用サー ビスについて その動 向 を概 観す

る。

(ア)高 速 デジタル専用線サ ー ビス

64kb/s以 上 の高速伝送 が可能 な高速 デ ジタル専用 線サー ビスの総 回

線数(NTTと 長距離系及 び地域系新 第一種電気通信事業者10社 の合計)

は、3年9月 末現在1万2,883回 線、対前年 同期 比32.1%増 であった(第

1-1-12図 参照)。

この うち 新事業者の回線数 は3,407回 線であ り、対前年 同期 比45.8%の

大幅 な増加 であった。 これに伴 って、総 回線数におけるシェアは前年同

期 の23.8%か ら26.4%へ2.6ポ イン ト上昇 した。品目別 では、6Mb/s回

線(新 事業者の シェア36.8%)、3Mb/s回 線(同36.9%)、1.5Mb/S回

線(同35.1%)等 の、 より高速度 の回線におけ るシェアが、64kb/s回 線

(同13.5%)等 の速度 の低 い回線におけ るシェアよ りも大 きい。

高速 デジタル専用 線サー ビスは、一般専用 サー ビスに比べて伝送情報

量当た りの回線料金 が割安 に設定 されてお り、デー タ伝送 と電話 を統合

して利用 した り、LAN相 互 間の高速 デー タ伝送 、テレビ会議等に幅広

く利用で きるため、企業 の情報通信 ネ ッ トワー クの基幹 回線 として必要
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第1-1-12図 高速デジタル専用線サービス回線数及び

新事業者のシェアの推移
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降、順調に回線数が増加 してお り、6年 余 りで1万 回線 を突破 した。特
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第1-1-13図 一 般専用サービス回線数の推移
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に、新事業者のサー ビスが開始 された昭和61年 度以降は、総 回線数は急

増 している。

(イ)一 般専用サー ビス㈱

一般専用サ乱 ビスは、通話、フ ァクシ ミリ通信のほか銀行 における預

金業務 のオンライン処理、航空会社 の座席予約業務 の リアルタイム処理、

流通業 におけ るPOSシ ステム等のデー タ伝送、放送業 におけ るラジオ

放送中継等 に幅広 く利用 されてお り、総回線数(NTTと 長距離系及 び

地域系新 第一 種電気通 信事業 者10社 の合計)は 、3年9月 末現在93万

8,871回 線、対前年 同期比8.2%増 と堅調な増加 を続けてい る(第1-1-

13図 参照)。

(注)一 般専用サー ビスは、アナログ伝送によって決められた周波数帯 を利用で き

る 「帯域品目」 と、デジタル伝送によ り一定の伝送速度を保証 してい る 「符号

品目」に大別 される。
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品 目別 にみる と、帯域 品 目は65万1,857回 線(対 前年 同期比7.2%増)・

符号品 目は28万7,014回 線(同10.6%増)で あ った。帯域 品 目においては、

電話網相 当の規格 を有す る3.4kHz回 線及 び音声伝 送 回線 が大部分(帯

域品 目の回線数の98.5%)を 占めてお り、増加数の大半は これ らに よる

ものであった。一方、符号品 目においては、 テレックス等 の簡易 なデー

タのや りとりに適 した最 も通信速度 の低 い50b/s回 線(符 号 品 目の 回線

数 の79.8%)、 一般専用サー ビスの 中では最 も通信速 度の 高 い9,600b/S

回線(同10.0%)が 大部分 を占めてお り、増加数の大半は これ らに よる

ものであ った。

また、新事業 者の回線数は6,471回 線 であ り、総 回線数 におけるシェア

は0.7%(前 年 同期 は0.5%)に とどまってい る。

オ デジタルデータ伝送サ ー ビス

NTTの 提供 す るデ ジタルデー タ伝 送サー ビス には、パ ケ ッ ト交換

サー ビス及び回線交換サー ビスがあ る。 回線交換サー ビスは減少傾向に

'あ るのに対 して
、パ ケッ ト交換サー ビスは順調 な増加傾 向を示 している

(第1-1・-14図 参 照)。

パケ ッ ト交換サー ビスの回線数 は、3年9月 末現在30万1,647回 線、対
　

前年 同期比49.3%増 であった。特 に、電話網 を介 してパ ケッ ト交換網 に

ア クセスす る第2種 パケ ッ ト交換サー ビスの 回線数 は、3年9月 末現在

25万2,069回 線、対前年同期 比60.9%の 大 幅な増加 であ り、サー ビス開始

(昭和60年)以 降順調に増加 している。 この要 因 としては、企業の受発注

システム、各種のデー タベー ス ・ア クセ ス等のオ ンラインに よる通信 に

おけ る利用が進展 しつつあ ることに加 えて、ホー ムバ ンキング、通信ゲー

ム等 に応用分 野が拡大 しつつあ ることが挙げ られ る。

また、回線交換サー ビスは、昭和62年 度 以降伸 び率 は低下傾 向にあっ

たが、3年9月 末現在 の回線数は、対 前年 同期 比6.3%減 少 し、8 ,485回
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第1-1-14図 デ ジタルデータ伝送サービス回線数の推移
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線であった。 この要 因 としては、高度化 ・高速化す るデ ジタルデー タ伝

送へ の需要 に対応する もの として、 回線交換サー ビス と同様 にデ ジタル

デー タ伝送に適 したサー ビスであ り相対的に通信料金 の低廉であ る専用

サー ビス、ISDNサ ー ビス等に利用が移行 しつつあ るこ とが挙 げ られ

る。

カlSDNサ ー ビス

ISDNサ ー ビスは、音声による通信 の他 にデー タ、映像等の情報 も、

大量、高品質 かつ経済的 にや りとりしたい とい う高度化 ・多様化す る情

報通信 ニー ズに応 えるデジタルネ ッ トワー クである。現在NTTが 提供

してい るISDNサ ー ビスには、基本 インタフェースによる もの(IN

Sネ ッ ト64)と テレビ会議等の高速伝送 も可能 な1次 群 インタフェー ス

によるもの(INSネ ッ ト1500)が ある。 さらに、デジタル通信 モー ド
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第1一 ぞr5図ISI)Nサ ー ビス契約回線数及び提供地域数の推移
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(64kb/sの ほか、1次 群 インタフェー スは384kb/s及 び1.5Mb/sの 高速

通信 も選択可能)、 通話 モー ド、パケ ッ ト通信モー ドの通信種類が あ り、

必要な回線数、伝送容量、用途に応 じて これ らを選択 で きる。 また、通

話 中着信通知、 フレックスホン等の電話サー ビス よ りも高 度な付加サー

ビス も利用 可能 である。

NTTに よ り提供 されているISDNサ ー ビスは、2年4月 か ら全 国

的に利用が可能 となっているこ とか ら、サー ビス提供地域 は3年 度 も拡

大 を続け、3年12月 末現在1,700地 域㈱(対 前年 同期 比152.2%増)と なっ

(注)こ の場合の地域 は、NTTの 加 入電話サー ビスにお ける電話加 入区域(L

A)と 同一のものである。
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た。これに伴 い、回線数 も急増 してお り、基本 インタフェースに よるサー

ビス(INSネ ッ ト64)は 同6万7,705回 線(同258.7%増)、1次 群 イン

タ フェー ス に よ るサー ビ ス(INSネ ッ ト1500)は 同1,318回 線(同

227.9%増)と なった(第1-1-15図 参照)。

キ 衛星通信サー ビス

衛 星通信サー ビスは、昭和59年11月 に通信衛星2号(CS-2)に よ

り、NTTに よって開始 されていたが、元年には衛星系新第一種電気通

信事業者 である 日本通信衛星㈱ と宇宙通信㈱が、初 の民間通信衛星 を打

ち上げてサー ビスを開始 した。 ところが、宇宙通信㈱ の打 ち上 げたスー

パーバー ドAは2年12月 に故障 したため、3年12月 末現在、同社 は衛星

通信サー ビスを停止 してお り、3年12月 末現在運用中の通信衛星 は、衛

星 を開発 した宇宙開発事 業団 と現在利用 しているNTTな どが共 同所有

している通信衛星3号 一a(CS-3a)及 び通信衛星3号 一b(CS-

3b)と 日本通信衛星㈱のJCSAT-1及 びJCSAT-2の4機 で

あ り、 トランス ポンダ(電 波中継器)数 は88本(CS-3の24本 、JC

SATの64本)で ある。 また、通信衛星 を利用 して情報 の送受信 を行 う

地球局 として無線局免許 を受 けている数 は、3年12月 末現在1,824局(N

TT206局 、日本通信衛星㈱1,592局 、宇宙通信㈱26局(休 止 中))で あった。

通信衛 星 の打 ち上げ状況 については、4年2月 に宇宙通 信㈱ が スー

パーバー ドBの 代替機(ト ランスポンダ数25本)を 打ち上 げてお り4月

か らサー ビスを再 開 しているほか、4年12月 に はスーパーバー ドAの 代

替機 を打 ち上げて衛星2機 の運用体制 となる予定である。 また、3年4

月には㈱サ テライ トジャパ ンが3社 目の衛星系新 第一種電気通信事業者

として事業許可 を受 けてお り、6年 度に通信衛星 を打 ち上げてサー ビス

を開始す る予定 であ る。 さらに、NTTはCS-3の 後継機 として独 自

に衛 星を調達 し、7年 度 に打 ち上 げる予 定である。
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衛星通信は、地上系 の通信 と比べて、 同報性及び広域性、 回線設定の

柔軟性及び迅速性、広帯域性 、耐災害性等の特質 があ り、 これ らを生か

して、CATVへ の番組配信、サ テライ ト・ニュー ス・ギャザ リング(S

NG)、 企業内映像 情報伝送等に利用 され ている。'

ク 電報 サー ビス

3年 度上半期の電報通数 は、2 ,212万 通であ り、対前年度同期比9.1%

増 であった。昭和61年 度以降、総通数 の増加傾 向は続いてい るが、3年

度上半期 の伸 び率 は、2年 度 までの伸 び率 と比べ ると大 きな ものになっ

ている(第1-1-16図 参照) 。

第 遷一1-16図 電 報通数の推移
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(注)3年 度 は上 半期 の集 計 で あ る。
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3年 度上半期の内訳は、一般電報が197万 通、慶弔電報 が2,015万 通であ

り、慶弔電報が総通数の91.1%を 占めている。それぞれ の伸 び率 は、対

前年度同期 比で10.7%増 、9.0%増 であった。慶弔電報 の増加の要 因 とし

ては、昭和60年 度以降 にサー ビスが開始 された 「メロデ ィ」、「押 し花」

等の付加価 値電報 の通数の伸 びが挙げ られ る。 これに伴 い、慶弔電報に

占め る付加価値 電報の割合 も増加 を続けてお り、3年 度上半期の付加価

値電報通数 は1,010万 通、対前年度同期 比20.0%増 であ り、初め て慶弔電

報通数 の過半数 を占めた。

ケ ビデオテ ックス通信サ ービス

NTTで は、 キャプテ ン方式 によ りビデオテックス通信サー ビスを提

供 してい るが、同サー ビスの利用契約数は、4年2月 末現在12万423契 約

であ り、対前年同期比8.0%増 となっている。家庭用 と事業所用に分けて

み ると、事業所用 の利用契約数6万1,847契 約(対 前年同期 比6.5%増)に

第1-1-17図 ビデオテックス通信サー ビス利用契約数の推移
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対 して、家庭用の利用契約数 は5万8,576契 約(同9.6%増)と なってお

り、家庭用の伸 びが事業所用 を上回って いる(第1-1-17図 参 照)。

また、3年10月 には、パ ソ コン通信等において使用 されて いる伝 送速

度1,200b/s及 び2,400b/sで の接続機能 を追加 した。これに より、これ ら

の速度の モデム を利用 したパ ソコン端末、ディスプ レイ付 多機能 電話機、

ゲー ム用 コンピュー タ等の利用者は、新 たに端末 を購 入す ることな く、

キャプテン機能付通信 ソフ トを用意 し、NTTと 契約す るだけで ビデオ

テ ックス通信サービスの利用が可能 とな った。

コ 国内電気通信料金 の低廉化

国内の電気通信料金にっ いて は、昭和55年 度以降NTTの 電話 及び専

用サー ビスを中心 とした値下げが段階的に実施 され てきてお り、通信料

金の低廉化 とい う社会的要請に も応えて きている。特 に、電気 通信事業

の独 占が廃止 された昭和60年 度以降は 自動車電話系、無線呼出 し等の各

分野 にお いて も料金の低 廉化 が顕著であ る。 日本銀行 の 「企業向けサー

ビス価格指数 」による と、全 サー ビス業 の総平均では昭和60年 を100と す

る と、3年 は114.1で あ り14.1ポ イン ト上昇 しているの に対 して、3年 の

国内電気通信 は93.1で あ り、6.9ポ イン ト低下 している。特 に、無線呼出

し(3年 の指数73.4)、 自動車電話(同76.4)、 専 用回線(同86.2)の 指

数 の低 下幅が大 きい(第1-1-18図 参照)。 幽

3年 度において も、無線呼出 し、 自動車 ・携帯電話、専用サー ビス等

の分野で料金値下 げが実施 され た(第1-1-19表 参照)。

無線 呼出 しサー ビスにつ いては、3年4月 に新 事業者 の うち9社 が

トー ン式、数字表示式及 び文 字表示 式(3社 のみ)の サー ビスの料金 を

約4%か ら約11%値 下げ した。

自動車 ・携帯電話サー ビスの値 下げにつ いては、3年9月 に通話料金

を距離 ・時間帯 に よってNTTが7.1%か ら18.2%、 日本移 動 通信㈱ が
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(注)1.図 中、1、II、nl、IVは 、 各々1～3月 、4～6月 、7～9月 、10～12月 を

示 す 。

2.こ こ では付 加 価値 通 信 とはパ ケ ッ ト交 換、回線 リセー ル、電 子 メー ル 及 び ファ

クシ ミリ通 信 で あ る。

3.4%か ら16.7%、 セル ラー電話 グループ7社(注)が3 .8%か ら16.7%の 値

下げ率 で実施 した。

また、専用サー ビスについては、3年4月 に長距離系新事業者3社 が

高速デ ジタル及 び一般専用サー ビスの料金 を、5月 に地域系新事業者7

社が高速 デジタル及び一般専用(4社 のみ)サ ー ビスの料金 を値下 げし

た・
(注)関 西セルラー電話㈱、九州セル ラー電話㈱、中国セルラー電話㈱、東北セル

ラー電話㈱、北海道セルラー電話㈱、北陸セルラー電話㈱及び四国セルラー電

話㈱の7社 。
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表1-1-19表3年 度 における主な通信料金の低簾化状況

分 野 事 業 者 実 施 時 期 通 悟 料 金 低 簾 化 の 概 要

無
線
呼
出
し

㈱岡山テレメッセージ宮城
テレメツヤー ジ㈱

愛媛 テレメッゼー ジ鮒
山ロテレメッセー ジ㈱
㈱鹿児島デレコール岩
手テレメッセージ㈲
山形テレメッセージ㈲
青森テレメッセージ㈱秋
田テレメッセージ㈱

3年4月1日 トーン式無線呼出 しサービス
・9社 が5%か ら10%の 値下げ

数字表示式無線呼出しサー ビス
・9社 が4%か ら8%の 値下げ

文字表示式無線呼出しサー ビス
・愛媛、鹿児島、岩手の3社 が2%か ら11%の 値下げ

自動

車
・

携
帯
電話

NTT

日本移動通信㈱

関西セルラー電話㈱

中国セルラー電話㈱
九州セルラー電話㈱

東北セルラー電話㈱北海道
セルラー電話㈱

北陸セルラー電話㈱

四国セルラー電話㈱

3年9月1日 自動車 ・携帯電話サービスの通話料金
・NTTが すべての距離 ・時問帯を7%か ら18%値 下げ

・日本移動通信㈱がすべての距離 ・時間帯を3%か ら17%

値下げ
・セルラー電話グループ7社 がすべての距離 ・時間帯 を4%

から17%値 下げ

4年4月1日

(4年2月27日 詔可)

携帯電話サービスの通話料金
・日本移動通信㈱がTACS方 式の携帯電話サービスにっ

いて最大5,00D円 の割引となる選択制の通話料金 を設定

専

用

日本テレコム㈱

第二電電㈱

日本高速通侶㈱

3年4月1日 一般専用 ・長距誰系3社 が平均5%の 値下げ

高速デジタル ・長距離系3社 が平均12%か ら平均13%の

値下げ

東京通信ネ ットワー ク脚

大阪メディアポー ト㈱

中部テレコミュニケーション㈱

㈱四国情報通信ネットワーク

九州通信ネッ トワー ク㈱

北海道総合通信網㈱
レイクシティケーブルビジョン㈱

3年5月1日
一般専用

・地域系4社 が平均2%か ら平均4%の 値下げ

L

高速デジタル
・地域系7社 が平均10%か ら平均16%の 値下げ

電

話

NTT 4年4月1日

(4年2月27日 認可)

電話サービスの通話料金
・NTTが 料金明細が記録可能な加入電話契約者に対 して、

特定時問帯(土 ・日・祝(終 日)及び平 日22時か ら8時)

の通詣料金について、基準度数まで、定額料金(割 引率

13%か ら14%)、 基準度数を超えた場合は一定度数 まで割

引料金(割 引率15%〉 となる月ぎめ割引サービスを提供

日本テレコム㈱

第二電電㈱
日本高速通侶㈱

4年4月29日

(4年3月26日 認可)

電話サービスの通話料金
・長距離系3社 が、170kmを 超える遠距離通話料金を平日昼

間で9%、 それ以外の時間帯で7%値 下げ

一方、NTT及 び日本移動通信㈱について、選択制の通話料金が、4

年4月 か ら実施されている。NTTの 電話サービスにおける月ぎめ割引

サービスは、料金明細が記録可能な加入電話契約者に対 して、特定時間

帯の通話料金について、選択可能な基準度数まで定額料金(最 大14%割

引)、基準度数を超えた場合は一定度数まで割引料金(割 引率15%)と な

るものである。 日本移動通信㈱における選択制の通話料金は、TACS
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方式の携帯電話サー ビスの利用者 に対 して、基準度数 まで定額料金(最

た40%割 引)と な るもの であ る。

さらに、4年4月 には、長距離系新事 業者3社 が、170kmを 超 える遠距

稚通話料金 を平 日昼 間で8.7%、 それ以外の時間帯 で7.4%値 下げ した。

〔2)多 メデ ィア ・多チャンネル化が進 む放 送サー ビス

3年 度の放送サー ビス分野におけ る主 な動 きとしては、衛星放送にお

いて有料放送が開始 されたこ と、ハイ ビジョン試験放送が開始 された こ

と、都市型CATVが 相 次いで開局 しているこ と、中波 ステレオ放送が

開始 されたことなどが挙 げ られ る。以下 では、 このよ うな多メデ ィア ・

多チャンネル化が進 む放送サー ビスの動 向を概観す る。

第1-1-20図 民 間放送事業者によるテ レビジョン及びラジオ放送の

放送時間(1日 当たり)
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ア 放送時間 ・放送局数の動向

(ア)放 送時間

民間放送事業者に よる、3年10月 か ら12月 の1日 当た りの総放送時間

につ いては、 テレビジ ョン放送 は2,316時 間(対 前年同期 比6.2%増)、 ラ

ジオ放送は1,943時 間(同2.3%増)で あった。 これ を1社 当た りにつ い

てみる と、それぞれ20時 間8分(対 前年 同期 比7分 増)、23時 間8分(同

15分 増)で あ った(第1-1-20図 参照)。

一方、NHKの2年 度における1日 当た りの平均放送時間 を各チャン

時
間
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0

第1-1-21図 NHKに よ るチャンネル別平均放送時間
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年 度
「放 送 番組 統 計 」(NHK)に よ り作 成

63元2



・ 第1節 情報通信サービスの動向 一31一

ネル別 にみる と、ラジオ第1放 送 は21時 間27分(対 前年度比123分 増)、

総合 テ レビジ ョン放送 は20時 間2分(同59分 増)で あ り、大幅に増加 し

てい る。 この要因 としては、2年 度 におけ る湾岸危機、 ドイツ統一等 に

よる報 道番組等の増加 が挙 げられ、ラジオ第1放 送 においては元年度 よ

りも1日 当た り49分 、総合 テレビジョン放送は42分 報道番組の放送 時間

が増加 した。他 方、 ラジオ第2放 送 は18時 間30分(同 増減 な し)、衛星第

1テ レビジ ョンは22時 間58分(同 増減 な し)、衛星第2テ レビジ ョンは21

時間11分(同1分 減)、FM放 送は19時 間15分(同1分 増)、 教育テレビ

ジ ョン放送は18時 間1分(同1分 減)で あ り、横ば いであった(第1-

1-21図 参照)。

(イ)放 送局数

3年 度末現在の放 送局数 は、3万7,520局(地 上系及び衛星系の合計)、

前年度末 比3.0%増 であった。 この内訳 は、NHKが1万8,201局(対 前

年度末比0.2%増)、 放送大学学 園が5局(同 増減 な し)、 民間放送が1万

9,311局(同5.8%増)で あ った(第1-1-22図 参照)。

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

局0

第1-1-22図 放送局数の推移
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イ 衛星放送及びハイ ビジ ョン放 送の動 向

(ア)衛 星放送

衛 星放送 につい ては、元年6月 か らNHKに よって2チ ャンネルの本

放送 が行 われ ているが、2年11月 には我が 国初の衛星民間放送事業 者で

あ る日本衛星放送㈱(JSB)と 衛星 デジタル音楽放送㈱(SDAB)

が放送衛星3号(BS-3)に よって放送 を開始 し、地上放 送 と同様 に、

衛星放送において もNHKと 民放 による放送体制 となった。.なお、JS

Bは3年4月 か ら、SDABは3年9月 か らそれぞれ有料放 送㈲ を実施

第1-1-23図 衛星放送受信契約数の推移
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万50.,ノ ・

契
約 衛 星 デ ジ タル 音 楽放 送 ㈱ 契 約 数

0
兀.9元.122.32 .62.92,123.33.63.93.12

年 月

郵 政 省 資 料 に よ り作 成

(注)有 料放送は、料金 を支払 う契約者による受信 を目的 として行われる放送であ

り、ス クランブルのかか っている電波をデコー ダ(解 読機)で 解読することに

よってのみ視聴が可能 となる。
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してい る。

3年12月 末現在の加 入契約者数は、JSBは69万2千 契約、SDAB

は2万6千 契約 であ り、一方、NHKの 衛星放 送受信 契約数 は、同336万

契約であ った(第1-1-23図 参照)。

3年12月 末現在のNHK衛 星放送受信契約数がNHK受 信 契約総数に

占め る割合 をみ る と9.9%と なってお り、元年 度 末現在 にお け る割合

3.6%か ら大 き く上昇 してお り、衛星放 送の普及が進展 しっつあ るこ とが

うかがわれる。

また、2年 か ら3チ ャンネルの衛星放送 に利用 されてい た放 送衛星3

号一a(BS-3a)は 、電源 回路部の不具合等に よって夏至期及 び冬

至期 を中心に2チ ャンネルのみの運用 となるため、3年 の夏至期には、

放送衛星2号 一b(BS-2b)を 利用 して3チ ャンネルの放送の継続

性の確保 を図った。3年8月 には放送衛 星3号 一b(BS-3b)が 打

ち上げ られ、10月 か らJSB及 びSDABはBS-3bに よ り衛星放送

を実施 してい る。

(イ)ハ イ ビジ ョン試験放 送

通信 ・放送衛 星機構㈹ の保有す るBS-3bの ハ イビジ ョン専用チ ャ

ンネル(第9チ ャンネル)を 利用 して、㈹ハ イビジョン推進協会が、3

年11月 に、世 界で初めてのハ イビジョン試験放送 を開始 した。

(ウ)通 信衛星 による放送

元年6月 の放 送法 等の改正 によ り、受託放 送事業者及び委託放送事業

者か らな る新 しい放送制度 を導入 し、通信衛星 を利用す る放送が可能 と

なった。

テレビジョン放送 につ いては6番 組、音声放送 については18番 組の認

注)通 信 ・放送衛星機構は、第123回 国会で成立 した 「通信 ・放送衛星機構法の一

部を改正す る法律」により、 「通信 ・放送機構」 と改称 される予定。
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定が行われてお り、通信衛星 を利用す る放送 は4年4月 にサー ビスが開

始 された。

ウCATVの 動向

(ア)施 設数及び受信 契約 数

CATVの 施 設数及 び受信 契約数 は、2年 度末現在、5万448施 設(対

前年 度末 比6.6%増)、676万7,537契 約(同9.6%増)で あ り、CATVの

受信 契約数 はNHKの 受信契約総数 の20.2%(前 年度 は18.6%)に 相 当

す る(第1-1-24図 参 照)。

施 設数及 び受信契約 数 を規模別 にみ ると、引込端子数50以 下の小規模

施 設が2万1,488施 設(対 前年度 末比8.5%増)及 び51万7,328契 約(同

7.8%増)、 引込端子数51～500の 届出施 設が2万7,869施 設(同4.8%増)

及び392万8,064契 約(同4.4%増)で あるのに対 して、引込端子数501以

上の許可施設 は1,091施 設(同15.6%増)及 び232万2,145契 約(同20.3%

夏地
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増)で あ り、 大 きな伸 び を示 している。

また、引込端子数が1万 以上、 自主放送5チ ャンネル以上 で中継増幅

器が双方向機能 を有す るいわゆる都市型CATVは 、3年 度末現在126事

業者、134施 設(対 前年度末比で30事 業者、31施 設増)が 許可 を受けてお

り、2年 度末現在の受信契約数 は40万154契 約、対前年度末比105.6%増

と倍増 している。小規模施設及び届 出施設に比べ て伸び率 の大 きい許可

施設の中でも、都 市型CATVの 伸 び率は極 めて大 きい。

(イ)多 チ ャンネル化 の進展

CATVは 、テレビジョン放送の難視聴解消㈹ を 目的 として、その補

完的なメデ ィア として普及 して きたため、テレ ビジョン放送の同時再送

信 を行 う難視聴解消 のための ものが大半 を占めている。ところが、ニュー

ス、スポーツ、映画、音楽、教育 ・教養 、娯楽 といった多様 な情報 をチ ャ

ンネル単位 で提供す ることが可能 であ るCATVは 、利用者に とって選

い
,

隙 懸 認 蜘鷹 製 一

1愚墜避 憲 肝 彊ll
l欝i鑑 甲 飾㎜ …1

鴨灘 壽甲
多チャンネル化が進むCATV

(注)難 視聴は原因別に人為的原因による 「都 市」 と自然的原因による 「辺地」に

区分 される。
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択の 自由度が 高 く、 多様 化 ・高度化す る情報ニーズに効 果的に応 えるメ

デ ィアで もあ るため、近年は、 自主放送 を行 うCATVの 開局が相次い

でお り、2年 度末現在、369施 設(対 前年度末比68施 設増)、 受信 契約者

数は101万9,056契 約(対 前年度末比26.2%増)と なってい る。

また、CATVの 多チ ャンネル化に伴 い、放送番組の需要 も増大 しつ

つあ り、通信衛星 を利用 して、多彩 な番組が全 国のCATV施 設 に供給

されてお り、4年1月 末現在21番 組が供給 されてい る。

工 地上系民間放送

(ア)地 上系民間 テ レビジ ョン放送

地上系民間テ レビジョン放送 は、全国各地域 において最低4系 統の放

送 を受信で きることを目標 に周波数の割 当てが行 われて きて いる。3年

度末現在、4チ ャンネル以上の周波数が割 り当て られてい る地域(予 備

免許 に至 らない もの も含 む。)は 、30都 道府県(全 国の総 世帯数 の86%)

であ る(第1-1-25図 参 照)。

また、欄 局状況 についてみ ると、3年 度 には6地 域 で新 しい民間テレ

ビジ ョン放送局 が開局 した。その内訳は、3年4月 に開局 した福岡県(5

局 目)、 長野県(4局 目)、 長崎県(4局 目)及 び岩手県(3局 目)並 び

に3年10月 に開局 した石川県(4局 目)及 び青森 県(3局 目)で ある。

さらに、4年10月 には秋 田県(3局 目)及 び愛媛 県(3局 目)で 開局す

るこ とが予定 されてい る。

(イ)民 間FM放 送'

民間FM放 送 は、 その全 国普及 を図 るこ とを目標 として周波数 の割当

てが行 われ て きてお り、3年 度 末現在44都 道府 県(全 国の総世 帯数 の

96%)に 、民間FM放 送の周波数 が割 り当て られてい る(予 備 免許 に至

らない もの も含 む。)(第1-1-26図 参照)。

3年 度においては、7月 に京都 府で民間FM放 送局が開局 した。 さら
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第1-1-25図 地 上系民間テレビジ ョン放送用周波数割当ての現状
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第1-1-26図 民間FM放 送用周波数割当ての現状
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漣
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〔注)1.徳 島、 高 知 、佐 賀 及 び鹿 児 島 は予備 免 許 中 で あ る。

2.北 海道 、 愛知 及 び 福 岡は 、2局 目が予 備 免許 に 至 っ てい な い(O印)。

3.福 島、 栃 木 、奈 良 、和 歌 山及 び 岡山 は、1局 目が 予備 免 許 に至 ってい な い(○ 印)。

郵政省資料により作成
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に、4年4月 には徳 島県、 高知県及び佐賀県 で開局 してお り、10月 には

鹿児島県で開局す ることが予定 されている。

(ウ)民 間中波放送

民間中波放 送は、各地域において1系 統の放送が受信可能 となってお

り、3年 度末現在47社 が放送 を実施 している。'

4年3月 には、スポー ッ中継に臨場感 を持 たせ た り、音楽放送 に立体

感 を持 たせ るなど、 よ り高音質 な音声放送 を目指 した もの である中波 ス

テ レオ放送が、関東地 区の3社 及び近畿地区の2社 で開始 され、4年4

月には中京地区の2社 及 び福 岡の2社 が開始 した。 さらに、他の地区に

おいて も導入が予定 されてい る。

(3)着 実な進展が続 く郵便サ ー ビス ヘ

ア 郵便物数

3年 度の内国郵便物数 は、238億 通(個)で あ り、対前年度比5.0%増

であった(第1-1-27図 参照)。

内国郵便物数の98.3%を 占め る通常郵便物数 は対前年 度比4.8%増 の

234億 通 であった。さらに、通常郵便物の 内訳 をみ ると、普 通郵便物数が

同4.7%増 の190億 通、年賀郵便物 数が 同4.2%増 の37億 通 等 となってい

る。

一方、3年 度 におけ る内国郵便物数 の1.7%を 占め る小 包郵便物数 は対

前年度 比16.1%増 の4億 個であった。 また、小包郵便物数 の元年度及び

2年 度 の対前年度伸 び率は26.6%増 及 び18.1%増 であ り、宅配便 の取扱

個数 の伸 び率 が元年度 は12.9%増 、2年 度が7.0%増 であ るのに対 して、

依 然高い伸び率 を維持 してい る。

イ 郵便の利用構造

郵政省 では3年 ごとに 「郵便利用構造調査 」(付 注2参 照)を 実施 して

いるが、3年9月 の調査結果では、郵便物の利用構造は次の ようになっ
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第1-1-21図 引 受郵便物数の推移
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てい る。

普通通常郵便 物の利用構造について、私人 と事業所別 に差 出割合 をみ

ると、私 人差出が19.9%(昭 和63年 度調査19.4%)、 事業所差出が80.1%

(同80.6%)と 、私 人2に 対 して事業所8と い う差出割合の基本的構造は

変 わっていない。

受取 人につ いては、私 人受取が69.4%(昭 和63年 度調査60。6%)・ 事 業

所受取が30.6%(同39.4%)の 割合 となってお り・事業所受取の割合 が

前回調査か ら大 き く減少 している・内容別 に差 出の割合 をみる と・「ダイ

レク トメー ル」が27.5%で 最 も割合が大 き く・前 回調査 で最 も大 きか っ

た 「金銭 関係」は21.8%で あった・以下、「行事 一会合案 内」(3年 度調
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査14.1%)、 「その他 の業務用通信」一(同10.9%)、 「消 息 ・各種 あい さつ」

(同10.5%)の 順 に続いてお り、 これ ら5種 類の郵便物 で全体の84.8%を

占めている。

また、小包郵便物 につ いて は、差出は、私 人差 出が33.5%(昭 和63年

度調査34.9%)、 事業所差出が66.5%(同65.1%)と なってお り・昭和63

年度調査 と同様 の傾 向を示 している。一方、受取は、私 人受 取が69.1%

(同54.1%)、 事業所受取が30.9%(同45.9%)と な ってお り、昭和63年

度調査 と比べ、私 人受取の割合が大 き くなっている。一般小 包につ いて、

内容別 に差 出の割合 をみ ると、 「食料品(生 鮮 食料品以外)」、「食料 品(生

鮮 食料 品)」、「衣類 ・はき もの」、「日用雑貨」、 「資料 ・レポー ト」の順 と

なってお り、 この5種 類の郵便 物で全体 の72.0%(同65.2%)を 占めて

いる。

ウ 郵便サ ー ビスの改善

郵便サー ビスについては、継 続的に新サー ビスの開始、送達速度の向

上、割 引料金制度の新 設等に努 めて きてお り、着実 にサー ビスの改善が

図 られてい るが、3年 度 において も以下 のよ うな進展がみ られ た。

(「はあ とめ一 る」の発行)

長寿社会 の 中で、異世代 間の コ ミュニ ケー シ ョン促 進の一助 として、

お年寄 りの方々等へ長寿 をお祝 い し、温かい励 ま しの言葉 をお伝 えする

ため、 イラス ト等 を配 した41円 郵便葉書 「は あ とめ一 る」 を3年9月 に

発行 した。また、発行 に合 わせ 、敬老 の 日を中心 として、「お年寄 りへ励

ましの便 りを出 そう」キャンペー ンを積極 的 に展開 した。

(書 留情報 システムの運用開始)

従来 、書留通常郵便物 の配達状況の照会 に対 しては、手作業で調査 を

行 っていたため、回答に長時間を要す るこ とが 多か った。

そこで・利用者か らの書留通常郵便物 の着否照会 に対 して リアル タイ
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ム で回答す るほか、書留通常郵便物 の運行 管理 に も資す るため、書留情

報 システム を3年10月 か ら運用開始 した。 この システムは、書留通常郵

便物の差立(引 受)か ら配達 までの各ポイン ト(差 立、継越、到着、持

戻 等)で の情報 を入力 し、 コン ピュー タ管理す る ものである。

(料金計器別 納特例承認制度の新設等)

複数 の郵便料金計器 を所持す る場合、料金計器別納の取扱いの承認 申

請等 を特定 の郵便局 に一括 して行 うこ とがで きる 「料金計器別納特例承

認制度」 を4年2月 に新設す るな ど、利用者の要望に応えた。

工 郵便施設

3年 度末現在の郵便局数は2万4,190局 であ り、対前年度末比0.3%増

となってい る。また、郵便 ポス トの設置数は、2年 度末現在16万952本 で

あ り、対前年度末比1.6%増 であった(第1-1-28図 参照)。

指

数

第1-1-28図
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郵 政 省 資料 に よ り作 成
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2国 際通信 サー ビスの動 向

3年 の国際通信の動向 を概観す ると、国際電気通信分 野においては、

種々の新 サー ビスの導入 と国際伝送路 等の整備 によ り、利用者に とって

は多様 で安価 な通信 の利 用が一層可能 となっている。一 方、国際放送 に

おいては、放送時間数が 増加す るとともに海外中継局の増 設が予定 され

るなど、、拡充強化が続いている。 また、国際郵便 においては、 国際化の

進展に伴 い取扱数が堅調 に増加 している(第1-1-29図 参照)。

(1)多 様化が進 む国際電気通 信サー ビス

2年 度 におけ る国際電気通信 サー ビスの動向 としては、前年度に引 き

続 き、 国際電話サー ビスの取扱数が対前年度比2け た増 と好調 であるほ

か、 国際専用回線 サー ビスの提供 回線数 も堅調な伸び を持続 してい る。

また、3年 度 においては、国際電話サー ビスの値下 げ(4年 間連続13

第1-1-29図 国際通信の動向

(昭和56年度=100)

1,500

1,000
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指
数

0

565758596061

年度

郵 政 省、KDD資 料 に よ り作 成
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国際放送時間数'

63元23
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回 目)等 が実施 され る とともに、2年 度 に国内電気通信サー ビスに先駆

け て市場 導入 され た選択料金制サー ビスが拡 充 され ている。

その他 、3年 度にお いては、国際VPN(仮 想私 設通信網:Virtual

PrivateNetwork)サ ー ビスや インマルサ ッ ト衛星 を使 った国際線航 空

機か らの国際電話サ}ビ スの提供 等が開始 され るなど、利用者のニー ズ

に合 った多様 なサー ビスの提供 が進展 してお り、国際化 の進展 とともに

国際電気通信サー ビスは、 よ り身近 な存在 となってきてい る。

3年 度 におけ る新事業者2社 の状況については、国際電話サー ビスの

取扱地域数 を、我が国か ら国際通話がかけ られる地域全体 の25%程 度(国

際 自動 ダイヤル通話 の通話量全体 では90%程 度 を占め る。)まで伸 ば して

い るほか、1社 につ いては、着信国のオペ レー タを直接呼び出す通話の

取扱 いを開始す るなどの状況 となっている。 また、国際第二種電気通信

事業者 の提供 す る国際VANサ ー ビスについて も、着実 な進展 がみ られ

ている。

ア 国際電話サー ビス

2年 度の国際電話サー ビスの取扱数(KDD及 び新事業者2社 の合計)

は3億8,890万 回で、対前年度比20.0%増 と好調 な伸 びを持続 している。

(ア)取 扱地域の拡 充

国際電話サー ビスは、国際通信 におけ る主要 なサー ビスであ ることか

ら、我が国の国際化の進展を支 える基盤的要素 として、 国際電話サー ビ

スにおけ る取扱地域数㈹ の状況 をみてみ ると、3年 度末現在 、我が国か

ら国際電話のかけ られ る取扱地域数 は215地 域 となってお り、我が国が承

認 してい るすべ ての国(180か 国)を 網羅 し、各国の領有あ るいは保護等

の関係 にある地域(香 港等)に つ いて も48地 域 をカバーす るなど、全世

(注)地 域 とは、国際電話サー ビスの料金区分上の区分けであ り、国又は州等の地

域 を指す。
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界的 な広が りを有す るに至 ってい る。

取扱地域数 につ いて接続形態別 の動向 を概観す る と、3年 度において

はKDDに より、廉価 なオペ レー タ通 話である番号 通話サー ビスにつ い

て は7地 域増 の205地 域 に、最 も廉価な国際 自動 ダイヤル通話サー ビスに

つ いて も7地 域増の192地 域 にそれぞれ拡張 されてい る。この結果、南北

ア メ リカについてはすべ ての取扱地域 で、国際 自動 ダイヤル通話及 び番

号通話がかけ られ る状況 となるな ど、 国際電話サー ビスの拡充は、量的

拡大が ほぼ終 了し、質的な充実 の面 で顕著 な進展がみ られ ている。

一方
、新事 業者2社 が提供 している国際 自動ダイヤル通話サー ビスの

取扱地域数にっいては、3年 度末現在 、日本国際通信㈱が55地 域(対 前年

度末 比18地 域増)、 国際 デジタル通信㈱が54地 域(対 前年度末比19地 域増)

と順調 な拡大 を行 ってお り、今後 とも取扱地域の拡充が予定 されている。

(イ)サ ー ビスメニュー等の 多様化

国際電話に関す る多様化の進展状況 を、サー ビス メニ ュー等の拡充状

況において概観 する と、国際電話サー ビスにおいては第1-1-30表 に

あ るとお り、年々、進展が顕著 な状況 にあ る。

例 えば、言葉 の壁 を低 くし、 だれで も気軽 に国際電話がかけ られ るた

めのサー ビス としては、海外 か ら直接我 が国の オペ レー タ を呼 び出 す

サー ビス(3年 度末現在50地 域か ら可能)、 海外 のオペ レー タを通 さずに

国際 自動 ダイヤル通話料金 で受信人払 とで きるサー ビス(同31地 域か ら1

可能)、通訳が入 った三者通話 サー ビス等が提供 されてお り、海外旅行 者、

海外留学生、海外赴任者等の増加 に対応 してい る。

また、 キャ ッシュレス社会や生活の深夜化 に対応 したサー ビス等 とし

ては、国際電 話専用 クレジ ッ トカー ド等の発行 、銀行系等 の各種一般 ク

レ ジッ トカー ドによ り、国内外 か ら国際 自動 ダイヤル通話 のか け られ る

サー ビス(同10地 域間・13種類 の クレジッ トカー ドで可能)、一般 クレジッ
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開始年月 開始サー ビス等 備 考

1召和59 .3
・公衆電話か らの受付 開始 ・国際電話兼用 カー ド公衆電話機からの取扱い開始

61.4

5

9

・着信人払の 自動通話(日 本着信)

・ホーム カン トリー ・ダイレ ク ト

・国際電話の通訳サー ビス

・自動的に自動ダイヤル通話料金で着信人払 となる

・通話相手国の オペ レー タを直接呼 び出すサービス

・通訳の入った三 者通話サ ービス

62.1

5

8

9

10

・祝 祭 日割引料金制度の導入

・国際電話専用 クレジッ トカー ド

の発行

・着信 人払の自動通話(日 本発信)

・国際電話専用サー ビス

・料金支払 い窓 口の拡大

・一般 クレジッ トカー ドに よる支

払 い受付

・国際 自動 ダイヤ ル通話の登録制

度廃止 冒'

・国際通話専用 の電話端 末の設置

・事 業者 クレジ ッ トカー ドの発行

・通話者～国際交換機間の専用回線設定 サー ビス

・事業者、郵便局、銀行 窓ロ以外 での支払い受付 開始

・一般 クレジッ トカー ドによ る支払い受付 開始

・事前登録 な しに国際 自動 ダ イヤル通話 が利 用可能

となる

・クレジッ トカニ ドに よる国際 自動 ダイヤル通話が

可能な専用端末の設置

63.7

12

・第三 者課金機能 の提 供

・自動車 ・携帯電話からの国際電話

・事前契約に よる発信電話番号以外へ の課金サー ビス

平成元.4 ・一般 クレジッ トカー ドに よる国

際電話

・銀行 系等の一般 クレジ ッ トカー ドによる取扱い開

始

2.3

7

9

12

・JT公 衆電話 からの国際電話

・国際電話専用 プ リペイ ドカー ド

の発行

・選 択料 金制度 の導 入

・外国発行 の一般 クレジ ッ トカー

ドに よる国際電話

・日本テレ コム㈱ の公衆電 話からの取扱 い開始

・オペ レー タ通話専用のプ リペイ ドカー ドの発行

・夜間 ・休 日割引時間帯 限定 の選択料 金制度

・専用電話端末か らの取扱 い開始

3.1

6

7

8

9

11

12

・TTNet加 入電話 か らの 国際電

話

・国際VPNサ ー ビス

・外 国か らの 自動 クレジ ッ ト通話

・コンビニエンスス トアでの 支払

い受付

・IDOか らの国際電話

・航 空衛 星電話サー ビス

・レンタル電話サー ビス

・選択料金制度の拡充

・東京通信 ネ ットワー ク㈱ の加 入電話か らの取扱 い

開始

・公衆電 話網 による内線電話機能の提供

・外国か らの国際通話 を、 クレジッ トカー ド払によ
り自動 ダイヤル通話料金 で提供す るサー ビス

・料金支払いを コンビニエンスス トアで受付 開始

・日本移動 通信 ㈱の 自動車 ・携帯電 話か らの取扱 い

開始
・国際線航 空機 からの国際電話 の提供開始

・国際電話専用電話機 の レンタルサー ビス

・請求書単位、電話回線単位 の選択料 金制度の導 入

KDD資 料に よ り作成
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インマルサット衛星を使った国際線航空機からの国際電話サービス

トカー ドを使用で きる国際通話専用電話機の提供等が行 われて いる。一

方、料金の支払時にお いて も、一般 クレジッ トカー ドによる支払や、 コ

ンビニエ ンス ・ス トアにおけ る支払 も可能(同 東 日本全 域で可能)な 状

況 となってい る。 その他 、外 国で発行 された一般 クレジッ トカー ドに よ

る国際電話サー ビスが開始 され るなど、来 日外 国人の増加に も対応 した

サー ビスの拡充が なされている。

なお、3年 度の動 きで特徴 的 であった もめ としては、公衆電 話網 を利

用 しなが ら内線番号による呼出 しや 通話 リス トに よる通信管理 を可能 と

す る国際VPNサ ー ビスが、国内に先駆けて開始 く5月)さ れ たほか、

インマルサ ッ ト衛星 を使 った国際線航空機か らの国際電話サー ビスが開

始(11月)さ れてい る。 これ らのサー ビスについては、企業 活動の国際

化 に対応 したサー ビス として、今後 の普及状況が注 目され る。

イ 国際専用 回線サ ー ビス

2年 度末現在 の国際専用回線 サー ビスの提供回線数(KDD及 び新事
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業者2社 の合計)は1,632回 線であ り、対前年度末比5.0%増 と堅調な伸

び を示 してい る。

これ を提供 品 目別 にみる と、従来主流であった音声級 回線の提供 回線

数 は、対前年度末比15,9%減 と大幅 な減少を示 してお り、国際専用 回線

全体に 占める割合 も、対前年度末比9.9ポ イン ト減の39.5%に 後退 してい

る。一方、中 ・高速符号 品目の提供 回線数 は、対前年度末比58。6%増 と

大幅 な伸 びを示 してお り、国際専用 回線全体 に占め る割合 も、対前年度

末比12.9ポ イン ト増の38。3%と な るなど、国際専用回線サー ビスにおけ

る高速化 ・大容量化の進展が顕著 な状況にある(第1-1-31図 参照)。

ウ 国際テ レックスサー ビス及び国際電報サー ビス

国際テ レックスサー ビス及び国際電報サー ビスは、国際通信 におけ る

基本的なサー ビスとして、KDDの みが提供 している ものである。

第1-1-31図 国際専用回線サー ビスの推移
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電信級回線

700(22,2%)

600音 声級 回線
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400

300中 高速符号 品 目

(38.3%)

。1::＼
線
0

5657585960616263元2

年度末

郵 政省 資料 に よ り作 成

(注)1、 中高 速 符号 品 目は、 昭和59年 か ら提 供 開 始 され た。

2、()内 は 、2年 度 末現 在 の 専 用 回線 全体 に占め る割 合 を示 す。
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国際テ レックスサー ビスの・2年度の取扱数 は、対前年度比18.9%減 の

1,754万 回であった。一方、国際電報サー ビスの2年 度の取扱数につ いて

は、対前年度比14.3%減 の60万 通 であ った。

両サー ビスの取扱数は、技術革新の進展 に伴 う他 メデ ィアへ の代替 ・

あ るいは、高速化 ・大容量化、 高度化等 とい う流れの 中で減少 して きて

お り、 この傾 向 ほ、国際 テレックスサー ビスでは昭和60年 度か ら・国際

電報サー ビスでは昭和49年 度か ら継続的な もの とな ってい る。

工 国際テ レビジ ョン伝送 サー ビス 、

国際間の映像 及び それに付 随す る音 声等 を伝送 す るサ「 ビス として

は、KDDの 国際テ レビジ ョン伝送サー ビスが あ り・放送局等が専用線

的 に長期 間利用す る長期契約 と、スポッ ト的 な利用の短期 契約 とがある。

同サー ビスの短期契約におけ る2年 度の取 扱数 は、対前年度比46.1%

増の1.6万 回 と大幅 な伸び をみせ てお り、国際情勢の変革期 に当たって海

外 の映像 情報 に対す る需要 の強 さが うかがわれ る。

また、3年 度 にお いては、インテルサ ッ ト衛星 を利用 して通信設備 の

ない地域 か らで も映像 が伝送 で きる、「可搬 型の小 型地球 局」 を貸 出す

サー ビス も開始 され るな ど、映像情報の国際伝 送 を行 う際 の、サー ビス

提供環境の整備 も進ん でいる。

オ 国際VANサ ー ビス

国際VANサ ー ビスは、国際特別第二種電気通信事業 者が、KDD等

の国際第一種電気通信事業者か ら電気通信 回線 を借 りて提供 す る付加価

値 電気通信サー ビスであ り、我が国にお いて は、昭和62年 の電気通信事

業法の一部改正 に よ り、 その提供 が可能 となった もの である。

現在、蓄積パ ケ ッ ト交換サー ビス、電子 メー ル、EDI、 蓄積交換 ファ

クシ ミリサー ビス等多様 なサー ビスが提供 されてお り、 また、提供地域

数 も3年 度 に7地 域増加 して16地 域 となるなど、利用 者のニー ズに応 じ



第1節 情報通信サービスの動向 一49一

たサー ビス展開がな されている。

力 国際通 信設備の状況

光海底 ケーブルは、従来の同軸 ケーブルに比べて数倍の容 量が得 られ、

デ ジタル化に対 応 しやす く高品質 な伝 送が可能 とな ることか ら、現在、

各国の通信事業 者が共同で、世 界的 な光海底 ケーブルネ ッ トワー クの構

築 を進 めている。

3年 度 にお いては第1-1-32図 にあるとお り、光海底 ケーブルの建

設保守協定が相次いで締結 されている。 この結果、全世 界をループ状に

つ な ぐ光海底ケーブル網の枠組 みが整 ったこ ととな り、6年 度 には、ア

ジア、中東地域が光海底ケーブルで結ばれ、既に開設されてい る太平洋

及び大西洋横断光海底 ケーブル とともに、光海底ケー ブルの世 界的な基

幹網が完成す る予定 となっている。なお、3年3月 には、我が 国を起点

とす る光海底 ケーブルの敷設にあたる、KDDの 海底 ケーブル敷設船 が

竣工 し、 第4太 平洋横断ケー ブル(TPC-4)の 敷設か ら運行す るこ

一

新海底ケーブル敷設船(GMDSS搭 載第1号 船)
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第1-1-32図 世 界の主要な光海底ケーブルネッ トワーク

o

阻 与里

中国

一ノ ド....
NPしTP6

TPし
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l

TPC.5

匠 触 判 ・し5

μ ㌔(一 一一IIAw・4

11Aw,

7・順
幅_し 艦 ∴

(注)北 米の陸上網は、実際の経路図を示すものではない。

3年 度における光海底ケーブルの建設保守協定の締結状況

年 月 ケ ー プ ル 名 回線数 敷 設 予 定 区 間

3年8月 APC 7,560 日本 ～台 湾,香 港,マ レー シア,シ ンガ ポ ー ル

10月 SEA・ME-WE-2

TAT・10

TAT-11

7,680

1

22,680

22,680

シ ンガ ポー ル ～ イ ン ドネ シア,イ ン ド,エ ジプ ト

イ タ リア,フ ラン ス等

米 国 ～ ドイ ツ,オ ラ ン ダ

米 国 ～英 国 フラ ン ス

12月 日中間光 7,560 日本 ～ 中国

KDD資 料 に よ り作 成

(注)回 線数 は,64Kbls換 算 の相 当数 ぞ あ る。
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ととなってお り、光 海底 ケーブル時代の安全性 ・信 頼性 の向上に貢献す

るもの として期待 される。

また、KDD及 び新事業者2社 では、マ イクロウェーブ回線等 を利用

した独 自の国内中継伝送路の検討 を進め てお り、3年9月 にはKDDの

東京～大 阪間のマ イクロウェーブ回線が運用 を開始 した。伝送経路を二

重化するこ とに よる国際通信ネ ッ トワー クの安全性 ・信頼性の確保 と、

独 自回線への切 り替えによる経済性 の向上が見込 まれ、今後の国際通信

料金の低廉化に もつなが るもの として注 目され る。

キ 国際電気通信料金の低廉化

国際電気通信の料金水準 については、継続的な値下げに より低廉化 が

進展 してお り、国際 自動 ダイヤル通話サー ビスにお いては、国際的に も

最 も低廉 な水準 となっている。 また、国 内的にみて も、サー ビス業全体

の価格 が上昇 してい る中で、電気通信サー ビスの価格は下 降 してお り、

第1-1-33図 企 業 向 け サ ー ビ ス価 格 指 数 の 推 移

1201昭 和60年=100)

総 平均

国内電気通信全体

100-_《
_

父覧 国際電話 通信全体

80

L._.__._し__霊.

国際 専 用 回線

裏o
・-V
-60-一61-一62--63-一 元 一 一2--3一

年

「企業 向 けサ ー ビ ス価 格 指数 遡 及 表」(日 本銀 行)に よ り作 成

(注)図 中 、1、II、III、IVは 、 各 々1～3月 、4～6月 、7～9月 、

10～12月 を示 す 。
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特に国際電気通信 サー ビスは、国内電気通信サー ビス と比較 しても大 き

な下降線 を示す など、低廉化の進展が顕著 な状況 となってい る(第1-

1-33図 参照)。

国際電気通信料金の低廉i化は、昭和54年10月 にKDDが 国際専用 回線

サー ビスの値下 げを実施 して以来、第1-1-34表 の とお りほぼ毎年の

よ うに実 施 されて きた値 下 げや、各種 サー ビス に おけ るサー ビス メ

ニユー の拡大 等に より実現 されて きてお り、3年 度において もKDDに

よ り、①国際 自動 ダイヤル通話 サー ビス(3年4月 実施)・ ② オペ レー タ

通話サー ビス(3年11月 実施)、③ 国際専用回線サー ビス(3年11月 実施)・

④ 国際 テレビジョン伝送サー ビス(4年3月 に認可、4月 実施)及 び⑤

企業通信 ネッ トワー クサー ビス(4年3月 に認可、4月 実施)と 、5件

の値下 げが実施 されている。

また、3年 度 におけ る大 きな動 きとしては、KDDが2年 度 に提供 を

開始 した 「選択料金制サー ビス(定 額料金サー ビス(注1))」につ いて、新

事業者2社 が拡充 して提供 を開始(定 額料金サー ビス、電話回線単位及

び請求 書単位 の基本 料型 低 減サー ビス(注2》)し、KDDに つ いて もメ

ニュー を拡充(電 話回線単位及び請求書単位の基本料型低 減サー ビス)

したことが挙 げられ る。選択料 金制サー ビスは、国際電話サー ビスの利

用者が、月ご との平均利用額及び利用形態 に応 じて、適 用 され る料金体

系 を直接選択 で きるものであ り、 よ りきめの細かい低 廉 なサー ビスの提

供 として注 目され る。

(2)拡 充強化 される国際放送

我が 国の国際放送は、昭和10年6月 に、㈹ 日本放送協会 が 「ラジオ東

(注1)毎 月最低使用料 を支払 うことで、決め られた時間内なら何 回で も国際自動

ダイヤル通話が利用できるサー ビス。

(注2)月 額 基本料 を支払うことで、通話料金が一定率割 り引かれるサービスで、

電話回線単位の契約 と請求書単位の契約がある。
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第1-1-34表 国際電気通信料金の値下げ状況

1,KDDの 値下げ推移

実施期日 対 象 業 務 対 象 地 域 値 下 げ 率 備 考

昭 和54.10.1
12.1
国際専用回線
国際電話
国際テレックス

全地域環太平
洋の16地域

アジア ・北米 ・大洋州地域の全部

10.0%

8.0～25.0%

17.0%

①回目
1回 目

55。7.l

lO.1

国際電話
国際専用回線国際
テレビジョン伝送

国際デーテル

ヨーロッパ ・中近東の33地域
全地域
遠距離地域
ア メリカ本土・カナダ・オース トラリア

10.0～25.0%

平 均20,0%
14,D～22,0%

44.0%

2回 目
②回 目

56.4.1

.も

国際テレックス国際
専用回線

国際冠話

南米・アフリカ以外の全地域
全地域
番号通話料金制新規及び既導入地域

10.0-17.O%
平均25.O%
～55 .0%

③回目
3回 目

57.5.1 国際テレックス
国際電話

全地域
ほぽ全地域(割 引時間帯の導入を含む)

8.0～14.0%

1.0～39.0% 4回 目

59.4.1 国際テレックス
国際竜話
国際専用回線
国際テレビジョン伝送
国際オー トメックス国際
デーテル

国際プレスプレティン

全地域
欧州 ・南米 ・アブIlカ を除く全地域
全地域全地域

全地域(基 本料、累加料)全
地域(国 際電話の値下げに伴 う改定)
全地域
(国際専用回線の値下げに伴う改定)

3.0～7.0%

1.0～26.0%
5,0～40,0%

20.0%
31%、22%

5回 目④
回目

60。4.1 国際テレックス
国際電話国際専
用回線

国際テレビジョン伝送国際
公衆データ伝送

国際金融情報伝送
国際テレックス国際音声放

送伝送国際テ
ーテル

国際プレスブレティン

国際海事衛星通信
国際無線テレックス国際無線電話

全地域
全地域(割 引時間帯の変更を含む)欧
州 ・中南米 ・アフ リカ
全地域
全地域(時 分料、伝送料)
全地域
端末等使用料全
地域(国 際電話の値下げに伴 う改定)
全地域 〔国際電話の値下げに伴 う改定)
全地域(国際専
用回線の値下げに伴う改定)

騰 翻〕騰鞭 脇 ぎ

7.D～21.0%
2.0～14.0%

4.0～11.0%
11.0～44.0%

11.0%、20.0%

40.0%

19%、22%

6回 目
⑤回目

61.9.1

12.26

国際テレックス国際電話

国際専用回線
国際専用回線

全地域全地域(割 引時間帯
の変更を含む)

全地域
全地域(高 速符号品目)

平均19.6%平均
10.5%

平均30.9%
平均37.4%

7回 目

朧
L62
.12.31 国際海事衛星通信 全地域 平均28.0%

63.1.1

9.15

国際専用回線
国際公衆テータ伝送
国際電話
国際テレビジョン長期
国際ファクシ ミリ通信

全地域
全地域1
全地域
茨城衛星通信所経由のもの
全地域

平 均22.0%

平 均10.0%平
均21.1%

平 均13.6%

平 均14.7%

⑧回 目

8回 目

平 成 元.8.1

10.1
11.1

国際専用回線
国際海事衛 星通信
国際竃話(自 動ダイヤル通話)国際
ファクシ ミリ通信

全地域(低 速符号品目を除 く)
全地域
11地域(割 引時間帯の変更を含む)
全地域

平均17.0%
平均25.0%平
均14,3%
平均15.1%

⑨回目

9回 目

2.4.1
7.1

11.1

国際電話(自 動 ダイヤル通話)国際テ
レビジョン伝送

国際公衆データ伝送
国際電話(自 動 ダイヤル通話〉

31地域
全地域
全地域(割 引時間帯の導入を含む)
46地域

平均7.7%
平均13.9%
平均30.0%
平均1.7%

10回 目

11回 目

3『1.1

4.1

11.1

国際ファクシ ミリ通信
国際電話(自 動ダイヤル通話)国際電話(

オペ レー タ通話)

国際専用回線

基本料全
地域(米 国、韓国を除 く)
全地域(ジ ャパンダイレクト別建料金
の導入を含む)
全地域(高 速筒号品目のみ)

一律2D .0%
平均2.5%
平均3,9%

平均6.1%

12回 目
13回 目

⑩回目

4.4.1 国際テレビジョン伝送
企業通信ネ ットワー ク

全地域
全地域(セ ンター設備料金のみ)

平均3,8%
平均20,0%

2,新 国際第一種電気通信事業者の値下げ推移

実施期 日 対 象 業 務 対 象 地 域 値 下 げ 率 備 考

2.9.1 国際電話(自 動 ダイヤル通話〉国際電話(自 動 ダイヤ
ル通話)

全地域(12地 域)
全地域(12地 域)

平均2、5%
平均2.3%

ITJ
IDC

KDD.新 事業者資料により作成

(注)1.新 事業者2社 は、元年4月1日 に国際専用回線サービス、元年10月1日 に国際電話サービスの提供 を開始した。

2.備 考の算用数字は国際電話サー ビスの.ま る付き数字は国際専用回線サー ビスの通算値下げ回数を示す。
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第1-1-35表 国際放送の中継局別送信時間数

中継局名 放送対象地域

F

送信時間数
一

3年 度

ガボン 欧州 ・中東 ・北アフリカ向け

アフリカ東部向け

アフリカ南部向け

南米向け

10.0

0.5

1.0

0.5

カナ ダ 北米向け 4.0

仏領ギアナ 中 ・南米向け 7.5

ス リ ・ラ ン カ 南西アジア向け

中東向け

6.0

4..0

郵政省資料により作成

(注)送 信時間数は、通常送信時間数である。

京」の名称で短波による海外放送 として開始し、一時中断の時期 を挟ん
r

で昭和27年2月 に、 日本放 送協会(NHK)が 「ラジオ 日本」の名称で

再 スター トし々 もの であ る。現在 は、国内送信所(茨 城県:KDD八 俣

送信所)か ら直接放送 を行 ってい るほか、遠隔地 におけ る受信状 態の改

善 を図 るため、ア フ リカ西部のガ ボン(昭 和59年4月 開始)、 カナ ダ(昭

和61年10月 開始)、 南米 の仏領 ギアナ(昭 和63年8月 開始)及 びス リ・ラ

ンカ(3年1月 開始)の 各 中継局か ら、第1-1-35表 の とお り海外中

継放送 を行 っている。

3年 度におけ る我が国の国際放送は、1日 延べ48時 間の放送時間で22

の言語 を使用 し、全世 界に向けて実施 された。 これ は、前年度 当初に比

べ、放 送時間 で3 .5時 聞、使用言語で1言 語(ペ ルシア語)の 増加 であ り、

次第に充実 ・強化が図 られて いる。

(3)堅 調 に推移 す る国際郵便 サー ビス

3年 度の国際郵便物数 は、対前年度比6.2%増 の3億2,762万 通(個)

となってお り、過去5年 間連続の増加 となってい る。
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これ を差立(外 国あて)と 到着(我 が国あて)に 分けてみ ると、差立

は、対前年 度比4.5%増 の1億3,107万 通(個)、 到着は、対前年度比7,4%

増の1億9,655万 通(個)と なってお り、昭和60年 度以降到着の増加傾 向

が顕著な状況が続いている(第1-1-36図 参照)。

また、通常郵便 と小 包郵便 とに分 けてみ る と、通常郵 便は対前年度比

6.1%増 の3億1,788万 通、小 包郵便 は対 前年 度比4.5%増 の527万 個 と

なってい る。

近年、 ビジネス分野の国際化の進展 に伴い、国際 ビジネス郵便の伸 び

が顕著 である。3年 度の取扱数 をみ ると、対前年度比20.2%増 の447万 通

となってお り、国際郵便全体 に占める比率 は1.4%と 低 い ものの、今後の

普及が期待 され る。

第1-1-36図 国 際郵便の引受郵便物数の推移

350
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郵 政省 資 料 に よ り作成
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第2節 情報通信経済の動向

社会生活のあらゆる面における情報化の進展とともに、情報通信市場

は順調に成長を遂げてお り、2年度の通信市場の売上高は前年度比9.1%

増の11兆8,486億 円であった。これは、昭和60年 度の1.48倍 の規模 に当た

り、 その間の年平均伸 び率は8.1%で あ った(第1-2-1図 参照)。

本節では、こうした情報通信市場の拡大の状況等、情報通信経済の動

向について概観 す る。

第1二2-1図 通信市場の動向
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郵政省資料により作成

(注)1.第 一種電気通信事業については、電気通信事業営業収益の合計である。

2.第 二種電気通信事業については、アンケー ト調査による。

3.国 内第一種には、JR通 信分は含まない。'

4.放 送事業は、NHKと 民放の合計である。

5.郵 便事業は、郵政事業特別会計における郵便業務収入である。

6.60年 度については、第二種電気通信事業を除 く。1
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一
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←国内第一種
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1通 信事業の動向

(1)電 気通信事業者 ・放送事業者の参入状況

3年 度においても、前年度に引き続き電気通信事業 ・放送事業への新

規参入は活発 に行 われた(第1-2-2表 参照)。

第1-2-2表 主 な通信事業者数

(単位:社 数)

年 度 末
区 別 2年 度 3年 度 増 減

「

電気通信事
業者

第

一

種

国

内

NTT 1 1 一

新
事
業
者

長 距 離 系

地 域 系

衛 星 系

自動車 ・携帯電話等

無 線 呼 出

3

7

2

16

36

3

17

3

17

36

=
十1

十1

「

国

際

KDD 1 1 一

新 事 業 者 2 2 一

計 68 70 十2

第

二

種

特別(う ち国際特別) 31(20) 36(25) +5(+5)

一 般
912 1,000 十88

計 943(934) 1,036(1,023) +93(+89)

放送事業者

地上系
NHK 1 1

一

民 間 放 送 匿 )170 ⊆郭6
放 送 衛 舜 2 一

通信衛星
委託
テレビ ョン
ト

一 6 十6

立 士
日 戸 4 6 十2

受 託 1 1 一

郵 便 事 業 1 1 一

郵政省資料により作成

(注)第 二種電気通信事業者計の()内 の数字は、国際VAN事 業 を営むことから特別

驚 議欝難鐸難 岳鐵灘 鷲乞
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ア 電気通信事業者の参入状況

(ア)第 一種 電気通信事業者 も

第一種電気通信事業者(付 注1参 照)は 、3年 度末現在、NTT、K

DDを 含め70社(2年 度末比2社 増)で あ り、 うち68社 がサー ビスの提

供 を行 っている。3年 度には国内衛星通信 を行 う㈱ サテ ライ トジャパ ン

が3年4月 に、 自動車 ・携帯電話サー ビスを提供 す る沖縄 セル ラー電話

㈱が4年3月 に新 たに事業許可 を受 け、 また、マ リネ ッ ト電話サー ビス

を提供す る瀬戸内マ リネ ッ ト㈱が3年4月 にサー ビスを開始 した。

(イ)第 二種電気通信 事業者

第二種電気通信事業者(付 注3参 照)は 、昭和60年 の電気通信事業法

の施行 以来、着実にその数 を伸ば して きてお り、3年11月 末 には1,000社

を突破 し、3年 度末現在 では、2年 度末比89社 増加 し、1,023社 となって

いる。

(特別第二種 電気通信事業者)一

特別 第二種電気通信事業者は、2年 度末比5社 増加 し3年 度 末現在36

社 が登録 を行 ってい る。特別 第二種電気通信事 業者は、政令 で定める規

模 を超 えるネ ッ トワー クを運用 す るか、 国際VANサ ー ビズを提供す る

事業者 である。近年、特 に、国際VANサ ー ビス を提供 す る特別 第二種

電気通信事業者の参入が続いてお り、3年 度末現在 では2年 度 末比5社

増加 して25社 に達 してい る。

(一般第二種電気通信事業者)

一般 第二種 電気通信事 業者 は
、2年 度末 比88社 増加 し3年 度末現 在

1,000社 が届 出を行 っている。

都 道府県別に届出数 をみ る と、東京が286社 と最 も多 く、次 いで大 阪

(108社)、 愛知(42社)の 順 となって いる。

提供役務 別にみ ると、デー タ伝 送役務 を提供す る事 業者が614社 、音声
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伝送が348社 、画像伝送が199社 、複合が140社 となっている(注1㌔

また、業種別 では、オンライン受託計算サー ビス等が347社 、電子機器

製造販売 ・ソフ トウェア開発関係 が118社 、卸売業 ・倉庫業等流通関係が

72社 、出版 ・広告関係が20社 、宅配業等運送関係が16社 、総合 商社13社 、

その他414社 となってい る。

イ 放送事業者の参入状況

(ア)地 上系放送事業者

地上系放送事業者は、3年 度中にテレビジョン放送事 業者2社 及びF

M放 送事業者4社 に対 し免許 を付 与 したこ とに より、3年 度末現在176社

となっている。

(イ)衛 星系放送事業者

衛星系放送事業者 は、放送衛星に よる放送事業者 と通信衛 星 を利用す

る放送事業者(注2)に大別 され る。放 送衛星 に よる放送事 業者数 は2年 度

末 よ り変 わ りは な く2社(NHKを 除 く)で あ る。

通信衛 星 を利用す る放送につ いては、3年 度 中に、音声放送に係 る も

のが2社6番 組(2年 度中には4社12番 組)、 テレビジョン放送に係 るも

のが6社6番 組新たに委託放送業務 の認定 を受けたこ とか ら、委託放送

事業者数 は12社 となっている。受託放送事業者は4年4月 末現在 日本通

信衛星㈱及び宇 宙通信㈱の2社 である。

以上に よ り衛星系放送事 業者は4年4月 末現在16社(NHKを 除 く)

となって いる。

(2)電 気通信 事業者への外資参入状況

昭和60年 の電 気通信事業法 の施行に よ り、近年、 多数の外国企業 ・外

注1)複 数役務の届出会社があるため合計は会社数を超 える。

注2)元 年6月 放送法等の改正により受託放送事業者及び委託放送事業者からな

る新 しい制度が導入された。
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第1一2-3表 第 一種電気通信事業者への外資参入状況

(3年 度末現在)

事 業 者 名 外国企業 ・外資系企業名 出資比率(%)

日本通信衛星㈱

国際デジタル通信㈱

日本国際通信㈱

東京テレメッセージ㈱

東京通信ネットワーク㈱

ヒュー ズ ・コ ミュニ ケー シ ョン ズ

C&W、 パ シ フ ィッ ク・テ レ シス、 メ リル リ

ンチ等

BT、 フ ラ ンス テ レコム 等

日本 モ トロー ラ㈱

BT

30

計29

計9

9

0.05

郵政省資料により作成

資系企業が国内の電気通信事業に参入してきている。

NTT及 びKDDを 除 く第一種電気通信事業者については、資本の3

分の1ま で外国資本の参入が認められてお り、4年3月 末現在、 日本通

信衛星㈱、国際デジタル通信㈱、 日本国際通信㈱、東京テレメッセージ

㈱及び東京通信ネットワーク㈱の5社 に対し、多くの外国企業 ・外資系

企業が資本参加 している(第1-2-3表 参照)。

また、NTT、KDDに ついては、従来外国人及び外国企業等は両社

の株式を所有できないこととされているが(日 本電信電話会社法及び国

際電信電話会社法)、発行済株式全体の20%未 満までの所有 を可能 とする

制度の変更が現在検討されている。

第二種電気通信事業においては、外資に対 し完全に開放 されており、

参入制限がないことから、多数の外国企業 ・外資系企業が、直接若しく

は子会社の形態により参入してきている。

(3)涌 信事業の経営動向

ア 第一種電気通信事業者の経営状況

3年 度上半期の第一種電気通信事業における営業収益は、2年 度上半

期の対前年度同期比の伸び率5.3%に は及ばなかったものの、2年度上半
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第1-2-4表 第一種電気通信事業営業収益の推移

(単位:億 円、%)

年 度

区 別

元 ・上 半期 2・ 上 半期 3・ 上半 期

金 額 金 額 増 減 率 金 額 増 減 率

国 内電 気 通 信
事 業 営 業収 益

27β06 29,341 5.5 30,747 4.8

電 話 23,410 23,964 2.4 24,277 1.3

専 用 1,913 2,117 10.7 2,283 7.9

自動車・携帯電話 553 1,102 99.2 1,508 36.8

船 舶 電 話 54 58 2.7 61 5.2

無 線 呼 出 し 563 596 5.8 715 20.0

そ の 他 1,310 1,502 14.7 1,900 26.5

国際 電 気通 信
事 業営 業 収 益

1,311 1,327 1.2 1,435 8.1

電 話 1,043 1,056 1.2. 1,141 8.0

専 用 84 94 11.7 107 13.8

電 報 19 18 △7 .5 16 △15 .1

テ レ ッ ク ス 85 73 △14 .5 62 △11 .1

そ の 他 77 84 9.1 109 29.8

合 計 29,117 30,668 5.3 32,182 4.9

郵 政 省 資料 に よ り作 成,

(注)1.国 内 電気 通 信事 業 営 業収 益 の そ の他 は 、電 報 、電 信 、 デー タ通信 、ISDN、

フ ァ ク シ ミ リ、 簡易 陸 上 電話 等 で あ る。

2.国 際 電気 通 信事 業 営 業収 益 の そ の他 は 、 デー タ通信 、 デ ー タ伝 送 、海 事衛 星 通

信 、 フ ァ クシ ミリ等 で あ る。

3.国 内電話 、 専用 にはJR通 信 分 は含 ん で い ない。

4.各 サ ー ビ ス別収 入 の数 値 は、 億 円未 満 を切 り捨 て て あ る。

5.合 計 欄 の数値 は百 万 円単 位 で合計 し、億 円 未 満 を切 り捨 て てあ る。

6.増 減率 は、 各金 額 の 百 万円 単位 で算 出 した。

胡比4.9%増 の3兆2,182億 円 とおおむね順調 に拡大 した。 これを国内電

気通信 と国際電気通信 とに分 けてみ る と、国内は前年度同期 比4.8%増 の

3兆747億 円 、 国 際 は 同8.1%増 の1,435億 円 で あ っ た(第1-2-4表 参

照)。
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第1-2-5表 通信事業者等の財務状況(2年 度)

区 分 NTT KDD 長距離系N㏄ 民間放送 全産 業 電 気 業 ガス・水道業 陸 運 業 、

総 資 産
(百万円) 10,928,978 478,830 461,714 1,879,851 1,142,106,844 341218,469 3,203,320 34,047,701

売 上 高
(百万円) 5,958,429 240,718 304,281 2,109,673 1,428,180,666 13,740,151 2,127,863 30,091,404

一

経 常 利 益
(百万円) 414,326 25,982 31,316 242,728 38,125,870 616,147 85,847 1.142;753

従 業 員 数
(人) 257,627 6,816 3,828 27,966 34,536,809 148,741 44,607 2,253,479

売上高(%)
経常 利 益 率 7.0 10.8 10.3 11.5 2.7 4.5 4.0 3.8

総資本(%)
経 常 利 益 率 3.8 5.4 6.8 13.4 3.5 1.8 2.7 3.5

総資本回転率
(回) 0.54 0.50 0.66 1.16 1.31

、

0.41 O.67 0.92

労 働 装 備 率
(万円〉 3,317 争,200 6,997 1,994 883 16,123 4,336 742

固 定 比 率
(%)

234.3 12L9 788.9 82.1 216.6 559.6 236.7 285.0

郵政省、「法人企業統計年報」(大蔵省)に より作成

売上高経常利益率一讐 讐 ・1・・

総資本経常利益率一 総資本(蟻響1」蕩末平均)・1・・

売上高総 資 本 回 転 率=

総資本(期首 ・期末平均)

労 働 装 備 率=有 形固定資産(建 設仮勘定を除く。)(期 首.期 末平均)
従業員数(期 首 ・期末平均)

・ 定 比 率一講 茱・1・・

2年 度の経営状況についてみる と、国内は前年度 比6.2%増 の6兆504

億 円で、電気通信事業法が施行 され た昭和60年 度 の1.23倍 となってお り、

その間の年平均伸 び率 は4.2%で あった。2年 度の単年度伸 び率 は過去5

年間の平均伸び率 を2ポ イン ト上 回ってい る。個 際は前年度比2.2%増 の

2,659億 円で、昭和60年 度の1.24倍 となってお り、その間の年平均伸び率

は4.4%で あった。2年 度 の単年度伸び率は過去5年 間 の平均伸び率 の半

分 とな っている。
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主 な電気通信事業者及び放送事業者の2年 度の財務状況 を他 の公益事

業及 び全産業 と比較す る と、売上高経常利益率及び総資本経常利益率 に

ついて は、 ともに全産業、他 の公益事 業 より高 くなって いる。総資本回

転率 につ いては、電気通信事業 者は他 の公益事 業者 と同様、設備産業で

あ るこ とか ら放 送事業者及び全産業 よ りも低 くなっている(第1-2-

5表 参照)。

(ア)NTTの 経営状況

3年 度上半期のNTTの 経営状況 は、総収益3兆34億 円(前 年度同期

比1.8%増)、 営業収益2兆9,645億 円(同1.9%増)、 経常利益1,351億 円

(同12.8%減)の 増収減益 であった。

営業収益 の うち電気通信 事業営業収益 は前年 度同期 比1,7%増 の2兆

8,153億 円であ り、これ をサー ビス別 にみ ると同社の主力収入部門である

電話収 入は、民営化以来初めて横ばいの2兆3,834億 円 となった。これは、

フ リー ダイヤル、キャ ッチ ホン、 自動車 ・携帯電話な どは、前年度同期

を大 きく上回 る増収 となった ものの、 ダイヤ ル通話料収 入が新 規事業者

との競争 の激化 、3年3月 の大 幅な料金引 き下 げ、景気 の減速等の影響

を受け、大 き く減少 したためであ る。収益全体 に 占め る電話収入の割合

も79.4%(前 年度同期80.8%)と1.4ポ イン ト減少 してい る。

これに対 して専用収 入、デー タ伝送収入及び無線呼 出し収 入は、前年

度 同期 比でそれ ぞれ4.4%増 、10.3%増 、14.5%増 と引 き続 き好調 な伸 び

を示 してい る(第1-2-6表 参照)。

2年 度の財務 状況は、売上高経常 利益率7.0%(前 年度8.4%)、 総資本

経常利益率3.8%(同4.5%)、 総資本回転率0.54回(同0.53回)で あった。

また、2年 度 の電話役務の営業損益 をみ ると、基本料 は10,526億 円の

収益 に対 し1,899億 円の赤字、市内通話 は15,074億 円の収益 に対 し32億 円

の赤字、市外通話は14,500億 円の収益 に対 し9,543億 円の黒字 となってい
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第1-2-6表NTTの 経営状況

(単位:億 円)

区 別 昭和62年 度 昭和63年 度 元年度 2年 度 3年 度

総 収 益 57,170
57,056

(28,227)

58,474

(28,598)

60,344

(29,492)

一
(30,034)

営 業 収 益 56,620
56,526

(27,982)

57,692
(28,245)

59,584
(29,098)

一

(29・645)
,

電気通信事業営業収益 53,457.
53,675
(26,581)

54,822

(26,921)

56,553
(27,669)

『
(28,153)

電 話 収 入 45,537
46,253

(22,868)

47,271
(23,351)

48,415
(23,842)

一
(23,834)

電 信 収 入 67
53

(28)

44
(23)

40
(21) (19)

電 報 収 入 431
480

(223)

544
(241)

582

(265) (306)

専 用 収 入 2,954
3,465

(1,637)
3,720

(1,807)

3,897
(1,898)

一
(1,983)

データ通信収入 1,761
443

(443) (二) (二) (=)

データ伝送収入 223
332

(147)

401
(192)

438
(215) (237)

無線呼出し収入 933
944

(489)
901

(452)

886
(427) (489)

その他 の収 入 1,549
1

(
701
743)

1
(
937
852)

2
(
292
998)

一

(、1,283)

附帯事業営業収益 3,162
2

(1
851
401)

2
(1
869
323)

3
(1
030
429)

一
(1,491)

営 業 外 収 益 549
529

(245)
781

(353)
760

(393) (3西)

総 費 用 52,202 52,797
(26,521)

53,627
(26,567)

56,20i
(27,942)

一
(28,683)

営 業 費 用 48,413
49,479
(24,799)

51,037
(25,317)

53,794
(26,544)

一
(27,519)

電気通信事業営業費用 45,327
46,565

(23,316)

48,064

(23,826)
50,736
(25,025)

一
(25,961)

附帯事業営業費用 3,085
2,914

(1,482)
2,972

(,1,490)
3,058

(1,519)

一
(1,558)

営 業 外 費 用 3,789
3,317

(1,722)
2,589

(1,250)
2,406

(1,397)

一
(1,163)

経 常 利 益 4,967
4,259

(1,706)
4,847

(2,031)
4,143

(1,549}

一
(1,351)

郵政 省 、NTT資 料 に よ り作 成

(注)1.単 位 未 満 は切 り捨 て で あ る。

2.端 数 処 理 の関 係 で合 計 が 一 致 しな い もの が あ る。

3.()内 は上 半 期 の実 績 値 であ る。

4.昭 和63年7月 にNTTよ りデ ー タ通 信 事業 本部 が 分 離 し、別 会 社 に な って い る。
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第1-2-7表2年 度NTTの 電 話役務損益明細表

(単位:億 円)

役 務 の 細 目 営業収益 営業 費用 営業利益

加 入 電 話 43,183 35,753 7,429

基 本 料 10,526 12,426 △1 ,899

市 内 通 話 15,074 15,106 △32

市 外 通 話 14,500 4,957 9,543

そ の 他 3,080 3,262 し182

公 衆 電 話 3,004 3,219 ム214

自 動 車 電 話 1,768 1,242 525

そ の 他 の 移 動 体 電 話 146 188 △42

そ の 他 2,370 4,618 △2
,248

計 50,472 45,023 5,449

NTT資 料 により作成

(注)1.「 市内電話」、「市外電話」に係る営業収益は、サンプル調査により推計された通

信量比に基づ き算出した。

2.「 自動車電話」及び 「その他移動体電話」に係る通話料収入は、発信側の電気通
信設備に係る役務の細目に係る収入とした。

3.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。

る(第1-2-7表 参照)。

(イ)長 距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

3年 度上半期の長距離系新第一種電気通信事業者3社 の営業収益は、

サー ビス提供地域の拡大 な どでJ頂調に伸展 し、その合計は前年度同期 比

40.0%増 の1,905億 円であった。

この うち電気通信事業営業収益の合計は、同45.9%増 の1,545億 円で国

内の電話及び専用線市場(注)の5.8%を 占めてお り、前年度 同期 よ り1.7ポ

イン ト増力口した。

各社 の経 営状 況 をみ る と、第二 電電㈱ の営業 収益 は前年 度 同期 比

(注)NTT、 長距離系新第一種電気通信事業者(日 本テレコム㈱分については、

旧鉄道通信㈱系サー ビス分を除 く)、 地域系新第一種電気通信事 業者及び衛星

系新第一種電気通信事業者の電話収入及び専用収入の合計である。
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第1-2一8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

区 分
年 度 営 業 収 益 営 業 費 用 経 常 損 益

昭 和63年 度 80,818 73,843 1,056

元

年

度

第 二 電 電 ㈱ 98,943
(39,531)

78,646

(31,144)

17,529
(6,962)

日本 テ レ コム ㈱ 77,154
(34,369)

62,013
(28,249)

11,288
(4,398)

日本高速通信㈱ 23,881
(10,908)

21,129

(9,649)

435
(150)

計 」
199,978
(84,808)

16L788
(69,042)

29,253
(11,510)

2

年

度

第 二 電 電 ㈱

「

155,438
(70,760)

129,819
(59,974)

20,679
(8,678)

日本テレコム㈱ 119,397
(51,173)

98,875
(41,608)

12,053
(5,842)

日本高速通信㈱ 29,446
(14,155)

27,865
(13,296)

△1
,416(

△582)

計 304,281
(136,089)

256,559
(114,879)

3孔,316

〈13,938)

3

年

度

第 二 電 電 ㈱
(93,282) (78,930) (10,742)

日本 テ レ コム㈱

(80,669) (67,155) (7,939)

日本高速通信㈱
(16,568) (18,427) (△3,858)

計
(190,519) (164,512)

冒
(14,823)

各社報道資料により作成

(注)1.昭 和63年 度の数値は、第二電電㈱、日本テレコム㈱及び日本高速通信㈱の合計

である。

2.()内 は上半期の実績値である。

3.元 年度上半期の日本テレコム㈱の数値は、元年5月 に旧日本テレコム㈱ と旧鉄

道通信㈱が合併 して日本テレコム㈱ となったため、4月 分にっいては、旧日本テ

レコム㈱ と旧鉄道通信㈱両社の決算分の合計である。

4.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。
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}1.8%増 の932億 円 、 経常 利 益 は同23.8%増 の107億 円 、 日本 テ レコム㈱

7)営業収益 は同57 .6%増 の806億 円、経常利益 は同35.9%増 の79億 円 と大

嘔な増収 増益 であった。 これに対 し 日本 高速 通信㈱ の営 業収 益 は同

L7.0%増 の165億 円を計上 したものの、設備 投資、人件費等の増加 によ り

径常損益は38億円の赤字であった(第1-2-8表 参照)。

(ウ)地 域系新第一種電気通信事業者の経営状況

3年 度上半期 の地域系新第一種電気通信事業者6社 ㈱ の営業収益の

合計は前年度 同期比58.8%増 の238億 円 と大幅 な増収 となった。経常損益

7)合計 は31億 円の赤字 とな ったが、赤字幅 は半減 している。

6社 合 計の営業収益 の うち電気通信事業営 業収益 は、前年度同期 比

16.2%増 の133億 円であった。電気通信事業営業収益 の うち電話 及び専用

第1-2-9表 地域系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

年度
区別 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度

営 業 収 益 5,043 18,289
(5,308)

34,964
(15,002) (23,820)

営 業 費 用 13,714 27,004
(10,364)

38,828
(18,414) (22,384)

経 常 損 益 △10
,995

△12 ,667

(△6,593)

△10 ,978

(△6,329) (△3,195)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.()内 は上 半期 の実 績値 で あ る。

2.昭 和63年 度 及 び 元年 度 上半 期 の数 値 は 、 東 京通信 ネ ッ トワー ク㈱ 、 中部 テ レ コ

ミー ユ ケー シ ョン㈱ 、 大 阪 メデ ィア ポー ト㈱ の3社 で あ る。

3.元 年 度 の数 値 は 、2.の3社 に㈱ 四国情 報 通 信 ネ ッ トワー ク、 九州 通信 ネ ッ ト

ワー ク㈱ を加 えた5社 で あ る。

4.2年 度上 半 期 、2年 度 及 び3年 度 上 半期 の数 値 は、3.の5社 に北 海 道総 合 通

信網 ㈱ を加 え た6社 であ る。

5.端 数 処 理 の 関係 で合 計 が一 致 しな い もの が あ る。

(注)東 京通信ネッ トワー ク㈱、大 阪 メディアポー ト㈱、中部 テ レコ ミュニケー

シ ョン㈱ 、㈱四国情報通信 ネットワー ク、九州通信ネッ トワー ク㈱及び北海道

総合通信網㈱の6社 。 レイクシティ ・ケーブルビジョン㈱は除 く・
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線に係 る収益は130億 円で同市場 の0.5%を 占めてお り、専用線に限 ると

127億 円で同市場の5.6%を 占めている(第1-2-9表 参照)。

(エ)衛 星系新第一種電気通信事業者の経 営状況L'

3年 度上半期 の衛星系新 第一種 電気通信事業者2社(日 本通信衛星㈱

及び宇宙通信㈱)の 営業収益 は前年度 同期 比8.2%増 の132億 円であっ

た。

衛星系2社 の営業収益 におけ る専用収入の合 計は102億 円で、3年 度上

半期の国内の専用 線市場 の4.5%を 占めてい る。

(オ)自 動車 ・携帯電話事業者等の経営状況

3年 度上半期 の 自動車 ・携帯電話事業者等16社(自 動車 ・携帯電話事

業者8社 、簡易陸上移動 無線電話事業者4社 、マ リネ ッ ト電話事業者3

社、テ レター ミナ ル事 業者1社)の 経営状況 は、営業収益 が前年度同期

比87.8%増 の586億 円、経常損益が15億 円の黒字 となった。

第1-2-10表 新 自動車 ・携帯電話事業者の経営状況

(単位:百 万円)

年度
区別

元 年 度 2年 度 3年 度

営 業 収 益 17,780
(2,708)

78,943
(30,902) (57,999)

営 業 費 用 28,578
(6,487)

64,630
(26,660) (49,296)

経 常 損 益 △10
,717(

△4 ,347)

3,617
(1,417) (2,793)

郵政省資料より作成

(注)1.()内 は上半期の実績値であるる

2.元 年度上半期の数値は、日本移動通信㈱及び関西セルラー電話㈱の2社 である。

3.元 年度の数値は、上記2社 に九州セルラー電話㈱及び中国セルラー電話㈱の2

社 を加えた合計である。

4.2年 度上半期の数値は、上記4社 に東北セルラー電話㈱、北海道セルラー電話

㈱及び北陸セルラー電話㈱の3社 を加えた合計である。

5.2年 度及び3年 度上半期の数値は、上記7社 に四国セルラー電話㈱を加えた合

計である。
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営業収益の大部分を占め る自動車 ・携帯電話事業者についてみると、

日本移動通信㈱ とセルラー電話グループ7社 の電気通信事業営業収益は

前年度同期 比72.8%増 の534億 円 と大幅 に伸展 した。 これは、 自動車 ・携

帯電話市場の35.5%を 占めてお り、前年度同期 よ り10.4ポ イン ト増加 し

た(第1-2-10表 参 照)。

(カ)無 線呼出 し事業者の経営状況

3年 度上半期の無線呼出し事業者36社 の経営状況は、総収益は前年度

同期比33.3%増 の232億 円、経常損益 は22億 円の黒字であ った。

第1-2-11表 新 無線呼出 し事業者の経営状況

(単位:億 円)

年度
区別 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度

総 収 益 133 266

(114)
379
(174) (232)

総 費 用 163 255

(109)

351

(165) (210)

経 営 損 益 △29 10
(4)

28
(8) (22)

郵 政省 資 料 に よ り作成

(注)1.()内 は上 半 期 の実 績 値 で あ る。

2.昭 和63年 度 の数 値 は、 北 海道 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 、 宮城 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、東 京

テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、富 山ペ ー ジ ン グサー ビス㈱ 、 福井 テ レ メッ セー ジ㈱ 、 静 岡テ

レ メッ セー ジ㈱ 、㈱ 中部 テ レメ ッセー ジ、関 西 テ レ メッセー ジ㈱ 、㈱ 岡 山 テ レメ ッ

セ ー ジ、㈱ テ レ メ ッセー ジ広 島、愛 媛 テ レ メ ッセー ジ㈱、九州 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 、

佐 賀 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 ㈱ 九州 ネ ッ トワー クシ ス テム、 ㈱ 沖縄 テ レ メ ッセ ー ジ、

福 島 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 ㈱新 潟 テ レサ ー ビス、 ㈱ 長野 テ レ メッセ ー ジ、 長 崎 テ レ

メ ッセー ジ㈱ 、 群 馬 テ レサ ー ビ ス㈱ 、 ㈱ 山梨 テ レ通信 、 山ロ テ レ メ ッセー ジ㈱ 、

香 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 及 び㈱ 鹿 児島 テ レ コー ルの24社 であ る。

3.元 年 度 上 半期 の 数値 は 、 上記24社 に岩 手 テ レメ ッセー ジ㈱ 、 栃 木 テ レサ ー ビス

㈱ 、青 森 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、秋 田テ レ メ ッセー ジ㈱ 及 び山 形 テ レ メ ッセー ジ㈱ の

5社 を加 え た合 計 で あ る。

4.元 年度 の数 値 は 、上 記 の29社 に 茨城 テ レメ ッセー ジ㈱ を加 えた 合計 であ る。

5.2年 度 上 半期 の 数値 は、上 記 の30社 に石 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、山陰 テ レ メッセー

ジ㈱ 、徳 島テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 高知 テ レ メ ッセー ジ㈱ 及 び大 分 テ レメ ッセー ジ㈱

の5社 を加 え た合 計 で あ る。

6.2年 度 の 数値 は 、上 記 の35社 に㈱ 宮 崎 テ レメ ッセー ジを加 えた合 計 で あ る。

7.端 数 処 理 の関 係 で合 計 が 一致 しな い もの が あ る。
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うち電気 通信事業 営業収 益 の合 計 は226億 円 で、無 線呼 出 し市 場 の

31.6%を 占め てお り、前年度 同期 よ り3.3ポ イン ト増加 した(第1-2-

11表 参照)。

(キ)KDDの 経営状況

3年 度上半期 のKDDの 経営状況 は、総収益 は前年度 同期比0.6%増 の

1,291億 円、総 費用 は同0 .6%減 の1,152億 円 であった。この うち営業収益

は前年度同期比1.2%増 の1,236億 円、営業 費用 は同1.3%増 の1,134億 円、

営業利益 は同0.1%増 の101億 円、経 常利益 は同12.4%増 の139億 円であ

り、増収 増益 であった。

営業収 益 の うち電気通信 事 業 営業 収益 は1,212億 円(前 年度 同期 比

0.4%増)で あった。 サー ビス別に前年度同期比の増減 をみ ると、 電話収

入は、新規事 業者 との競争の激化 、2年11月 及び3年4月 の2回 の値下

げ等 もあ り1.2%減 、テレックス収入 はファクシ ミリ等へ のメディアの交

代 によ り15.4%減 、電報収入 も10.8%減 となった。一方、企業通信の増

加 を背景に、専用収入は7.1%増 、デー タ通信収入 は20.6%増 となった。

2年 度 の財務状況は、売上高経常利益率 は10 .8%(前 年 度11.4%)、 総

資本経常利益率は5.4%(同6.2%)、 総資本 回転率 は0.50回(同0 .54回)

であった(第1-2-12表 参照)。

(ク)国 際新第一種電気通信事業者の経 営状況

3年 度上半期の 日本国際通信㈱、国際デジ タル通信㈱ の経営状況 は、

電話サー ビスの取扱地域 を増や したことな どか ら営業収益 は前年度同期

比86.6%増 の224億 円 と大幅な増収 となった。経常損益 は51億 円の赤字 と

なったが、赤字 幅は前年度同期 と比べ て減少 している。

2社 の国際電話及 び国際専用 線市場 に 占め る割合 は、前年度同期 比7.5

ポイン ト増加 して17 .9%と なった(第1-2-13表 参照)。
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第1-2-12表KI)Dの 経営状況

(単位:億 円)

区 別 昭和62年 度 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度

総 収 益 2,560
2,677
(1,423)

2,691
(1,363)

2,538
(1,283)

『
(1,291)

営 業 収 益 2,484 2,583
(1,381)

2,587
(1,321)

2,407
(1,221) (1,236)

電気通信事業営業収益 2,467
2,565
(1,373)

2,563
(1,310)

2,371
(1,207) (1,312)

電 話 収 入 1,900
2,025

(1,098)

2,035

(1,043)
1,831
(945) (934)

テ レ ッ クス収 入 259
199
(106)

168

(85)

139

(73) (61)

電 報 収 入 46
41
(21)

38
(19)

35

(18) (16)

専 用 収 入 128
152
(76)

164
(82)

179
(84)

一
(90)

デー タ通信収入 32 34
(17)

39
(18)

45
(21)

一
(26)

データ伝送収入 25
22

(11)

20

(10)

9

(5)

一
(4)

そ の 他の収 入 73
88
(42)

97
(49)

129
(58)

一
(78)

附帯事業営業収益 17
18

(8)

23
(11)

35
(14)

}

(24)

営 業 外 収 益 76
94
(41)

103
(42)

130
(62)

}

(54)

総 費 用 2,207 2,286
(1,125)

2,396

(1,175)

2,278

(1,159) (1,152)

営 業 費 用 2,164
2,245

(1,106)

2,343
(1,158)

2,237
(1,120)

一
(1,135)

電気通信事業営業費用 2,124
2,215
(LO92)

2,312
(1,144)

2,207
(1,106)

}

(1,118)

附帯事業営業費用 39
29
(14)

30
(14)

30
(14) (16)

営 業 外 費 用 42
40
(17)

52

(16)

40
(39) (16)

経 常 利 益 353
391
(298)

294
(118)

259
(124)

一
(139)

郵 政 省、KDD資 料 に よ り作 成

(注)1.()内 は上 半 期 の実 績値 で あ る。

2.端 数 処理 の関 係 で合 計 が一 致 しな い もの が あ る。
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第1-2-13表 国際新第一種電氣通信事業者の経営状況
(単位:億 円)

年度
区別

元 年 度 2年 度

一

3年 度

営 業 収 益 37 288
(120)

一

(224)

営 業 費 用 194 373
(165) (250)

経 常 損 益 △183 △129

(△65) (△51)

郵政省資料により作成

(注)()内 は上半期の実績値である。

イ 放送事業者の経営状況

NHKは 、2年 度 において受信料額 の改定 を行 った。2年 度決算 を予

算 と比較 してみ ると、事 業収 入及び事業支 出は予算 を下 回ったが、事業

収支差金は予 算 を上 回って いる。

一方、2年 度の民間放送の経営状況は、広告 収入が 比較的好調に推移

し、営業収益は堅調 な伸 び を示 した。

(ア)NHKの 経営状況

2年 度 一般 勘 定(注)にお け る事業 収 入は 前年 度 比23.1%増 の4,838億

円、事業支 出は同10.0%増 の4,472億 円で、 この結果事 業収 支差金 は366

億 円 とな り、元 年度の事業収支差金 を大幅に上回 った。

3年 度の収支 予算は、事業 収入5,427億 円、事業支出4,869億 円、事業

収支差金558億 円 を計上 してい る。また、4年 度の収支予算は、事 業収入

(注)一 般勘定 とは、放送法(昭 和25年 法律 第132号)第7条 の 目的 を達成するた

めにNHKが 行 う同法第9条 第1項 及び第2項 の業務に係 る経理 をいい、事業

収入の主なもの としては、受信料、交付金等があり、事業支出 としては、放送

番組の制作 ・編集、契約収納等に係 る経費がある。 このほか、同法第9条 第3

項 の業務 に係 る経理については、同法第39条 第2項 の規定に基づ き、受託業務

等勘 定が設け られ、一般勘定 と区分 して整理 されている。



第2節 情報通信経済の動向 一73一

第1-2-14表NHKの 経 営状況(一 般勘定)

(単位:百 万円)

区 別 元 年 度 決 算 2年 度 決 算 3年 度収支予算 4年 度収支予算

茎 業 収 入
393,017
(391,430)

483,844
(484,595)

542,738 540,373

罫 業 支 出
406,715
(405,690)

447,246
(448,042)

!

486,922 513,184

罫業収支差金
△13 ,698

(△14,260)

36,598

(36,553)
55,816 27,189

NHK資 料 により作成
(注)()内 は予算の数字である。

,404億 円、事業支出5,132億 円、事業収支差金272億 円を計上 している(第

L-2-14表 参照)。

(イ)民 間放送の経営状況

2年 度の民間放送の収支状 況 をみ る と、営 業収益は前年度比8.8%増 の

3兆1,096億 円、経常利益は同7.4%増 の2,492億 円 であった(第1-2-

5表参照)。

営業収益の対前年度伸 び率 の推移 をみ る と、昭和62年 度以降、9.9%

62年 度)、10.4%(63年 度)、12.4%(元 年度)と ほぼ2桁 の伸 び率で推

多して きたが、2年 度 におい ては後半広告 収 入の伸 びが鈍化 したため

.8%の 伸 び となった。

事業別 に2年 度の営業収益 の伸 び率 をみ る と、 ラジオ ・テレビジョン

庭営社 が前年度比7.5%増 、 テレビジ ョン単営社 が同8.9%増 、文字放送

摯営社が同17.2%増 、 ラジオ単営社が同12.6%増 となっている。

(ウ)CATV事 業者の経営状況

営利 を目的 としてCATV事 業 を行 う許可施 設135社 の2年 度の経営

是況 につ いては、経常収 入は前年度比49,8%増 の322億 円、経費費用 は同

2.5%増 の463億 円であ り、経常損益 は同2倍 の141億 円の赤字 であった・
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第1-2-15表 民間放送の経営状況

(単位:百 万円)

事業別

項 目

ラジオ・テレビジョ

ン兼営社63・36社

元 ・36社

2・36社

テ レ ビ ジ ョ ン単

営 社63・67社

元 ・70社

2・73社

文学放送単営社
63・10社

元 ・10社
2・10社

ラ ジ オ 単 営 社
63・41社

元 ・44社

2・47社

計

63・154社

元 ・160社

2・166社

総 収 益

63 604,623 1,014,576 2,304 141,741 1,763,244

元 655,842 1,161,451 2,917 163,958 1,984,168

2 703,907 1,275,801 3,460 184,242 2,167,410

営業収益

63 589,352 996,789 2,259 137,603 1,726,003

元 636,267 1,140,985 2,866 159,711 1,939,829

2 683,930 1,242,499 3,361 179,883 2,109,673

営業外収益

63 15,271 17,787、 45 4,138 37,241

元 19,575 20,466 51 .4,247 44,339

2 19,977 33,302 99
'

4,359 57,737

総 費 用

63 542,209 912,338 2,265 126,7含0 1,583,542

元 580,667 1,024,861 2,784 143,736 1,752,048

2 630,010 1,124,193 3,180 160,760 L918・143㌃

営業費用

63 531,980 900,851 2,244 123,332 1,558,407

元 570,562 1,006,339 2,764 140,338 1,720,003

2 619,285 1,103,345 3,128 157,521 1,883;279

営業外費用

63 10,229 11,487 21 3,398
配 7

25,135

元 10,105 18,522 20 3,398 32,045
,

2 10,725
ぽ20

,848 52 3,239 34,864

経常利益

63 62,414 102,238 39 15,011 179,7q2

元 75,175 136,590 133 20,222 232,120 「

2 73,897 151,608 280 23,482 249,267

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.各 年 度 の数 値 は 、 それ ぞ れ各 民 間放 送 事 業 者 の、 元 年3月 期 、2年3月 期 、3

年3月 期 を最 終 とす る1か 年 間 の 収 支状 況 を集計 した もの で あ る。

2.ラ ジ オ ・テ レ ビ ジ ョン兼営 社 の 「ラ ジオ 」は 、 中波 放 送 で あ る。

3.ラ ジ オ単営 社 の 「ラ ジ オ」 は、 中 波 放 送 、短 波放 送 、 超 短 波 放送 であ る。
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第1-2-16表 郵便事業の経営状況

(単位:億 円)

区 別 元 年 度 決 算 2年 度 決 算 3年 度 予 算 4年 度予算

収 益 16,991 18,026 18,347 19,454

費 用 16,825 17,901 18,341 19,884

利 益 166 125 6 △430

郵政省資料により作成

ウ 郵便事業の経営状況

2年 度の郵便事業の経営状況は、収益 が前年度比6 .1%増 の1兆8,026

慧円、費用が同6.4%増 の1兆7,901億 円で、差 し引 き125億 円の利益計上

二なった。 これによ り郵便事業経営については、昭和56年 度以降10年 連

売して黒字 となった(第1-2-16表 参照)。

収益 の うち郵便 業務収入は、取扱郵便物数が前年度に比べて13億 通増

[ロし、228億 通 とな ったこ と等 に よ り前 年度比7.3%増 の1兆6,494億 円

収益全体の91.5%)を 計上 した。一方、費用の約8割 を占め る郵便 費は、

宙年度比6.3%増 の1兆3,728億 円で、その内訳 は人件 費が同4.3%増 の

),534億 円、物件 費が同1L3%増 の4,194億 円 となってい る。

:4)通 信事業の設備投資動向

昭和56年 度以降の主 な通信事業体の設備投資の動向を第1-2-17図

殴び同18図 に示 す。郵便事業、NTT、KDD、 新第一種電気通信事業

昔、NHK及 び民間放送事業者の設備投資額合 計は、昭和56年 度の1兆

},973億 円㈱ か ら2年 度には2兆6,691億 円に増加 している。

ア 電気通信 事業者の設備投資動 向

(第一種電 気通信事業者の動向)

3年10月 に郵政省が実施 した 「通信産業設備投資等実態調査」に よる

と、第一種電気通信事業者全体(69社 合計)の2年 度の設備投資実績額

庄)新 第一種電気通信事業者及びCATV事 業者の設備投資額を含まない。
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は2兆2,469億 円 で あ り、.前 回調 査(3年2月 実施)に よる 元年 度 の 設備
　

投 資実績額2兆1,017億 円(68社 合 計)に 比べ6.9%の 増加 であった・

その内訳 をみ ると、NTTが1兆8,251億 円(対 前年 度実 績額比5.2%

増)、KDDが570億 円(同2.9%増)で あるのに対 し、新第一種電気通信

事 業者 は、サー ビス提供地域の拡 大、 多ルー ト化等のため3,647億 円(67

社合計)と 前年度実績額3,107億 円(66社 合 計)に 比べ17.4%増 と大幅な

伸 び を示 した。 、

また、第一種電気通信事業者 の3年 度 の設備投資実 績見 込額(69社 合

計)は2兆4,218億 円(対 前年度実績額比7。8%増)と な ってい る。 このう

ち、NTTが1兆8,500億 円 と前年度実績額 に比べ1.4%増 の見込み となっ

てい るのに対 し、KDDは 、721億 円(対 前年度実績額比26.5%増)と 高

第1-2-17図 主な通信事業体の設備投資額の推移
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20,000

15,000

設
備
投10、000
資
額 億

5,000

円

056575859606162
63元2年度

郵 政 省 、NTT、KDD、NHK、 民放 連 資料 に よ り作 成
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… 新 第一 種

・一郵 便 事 業

・一民 聞 放 送

二=NHK

KDD,
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(注)1.昭 和62年 度 まで は、NTT、KDD、NHK、 民 間放 送 及 び郵 便 事 業 の 設備

投 資 額 の合 計 で あ る。

2.昭 和63年 度 以 降は 、 上 記1に 、 第 一種 電 気 通信 事 業 者(昭 和63年50社 、 元年

66社 、2年67社)及 びCATV事 業 者(昭 和63年94社 、 元 年102社 、2年132社)

の設 備 投資 額 を加 え た もの で あ る。
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い投 資額 を見込んでいる。一 方、新第一種電気通信事業者(67社 合計)

は4,997億 円(対 前年度実績額比37.0%増)と 大幅に伸 びてお り強 い投資

意欲 が うかがわれ る。 これは設備投資の主体 となっているサー ビス提供

地域の拡大 、事業 の全国展開等 に伴 う初期投資が依然 として盛 んに行 わ

れているためであ り、計画的 な設備 投資の性格 が強いことが うかがわれ

る(第1-2-19表 参照)。

次 に、新 第一種電気 通信事業者の 目的別設備 投資額 は 「需要増加に対

処」が2年 度実績84,4%、3年 度実 績見込86.0%、4年 度計画87.8%と

第1-2-18図 主な通信事業体の設備投資の推移

(昭和60年度=100>

一一ノ/〃

yく く 一"ノ ノ
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/郵 便事業

CATV

/
民間放送

グ
×
!← 一一一NHK

＼NTT

＼_

嚢・一 ・
年度

郵政省、NTT、KDD、NHK、 民放連資料により作成

(注)新 第一麗 髄 醇 難 及びCATV事 業都 ・昭和63年 度を100と する・
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第1-2-19表 第一種電気通信事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

区 分
回答事業者数 元年度

(実績額)

2年 度

(実績額)

弓

3年 度

(実績見込額)
元 年 度 2・3年 度

NTT
、

1 1 1,735,580 1,825,121 1,850,000・
τ

KDD 1 1 55,446 57,000 72,100

』新 第一種電気通信事業者
66 67 310,704 364,747 499,722

合 計 68 69 2,101,730 2,246,868 2,421,822

「通信産業設備投資等実態調査(3年2月 調査及び10月調査)」(郵 政省)に より作成

第1-2-20表 取得設備投資額の投資目的別構成比(電 気通信事業)

(単位:%)

目 的

新第一種電気通信事業者 特別第二種電気通信事業者 一般第二種電気通信事業者

2年 度
(実績)
3年度
捌
4年 度
(計画)
2年 度
(実績)
3年度
舗
4年 度

(計画)

2年 度
(実績)
3年度
翻
4年 度
(計画)

需要 増加 に対処 84.4 86.0 87.8 70.9 64.5 60.8 46.8 49.9

「

50.9

ISDN化 に 対応 0.8 0.2 0.1 3.8 4.4 5.6 1.5 3.9 6.6

OSI化 に 対 応 0.0 0.0 0.0 3.3 4.5 5.6 1.4 1.5 1.6

維 持 ・ 補 修 0.7 2.0 2.1 4.3 8.4 5.3 9.5 10.1 7.7

更 新(老 朽 代 替) 1.1 2.3 2.2 1.4 2.5 7.1 6.5 7.4 10.2

研 究 開 発 0.0 0.3 0.1 3.6 2.7 3.1
昌

8.5 6.4 7.9

合 理 化 ・省 力 化 0.3 0.1 0.0 5.0 3.2 2.8 8.1 8.6 4.4

安全 ・信頼性の向上 4.3 0.8 2.2 6.8 5.7 8.8

帽

6.3 5.4 4.7

そ,の 他 8.4 8.3 5.5

置

0.9 4.1 0.9 11.4 6.8 6.0

回 答 事 業 者 数 64 64 63 21 20 17 195 187 163

「通信産業設備投資等実態調査(3年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

大部分 を占めてお り、 しか も、 その比率は増加 して きてお り、事業が拡

大 して いることが うかがわれ る(第1-2-20表 参照)。
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第1-2-21表 第 二種電気通信事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

区 分 回答事業者数 2年 度
(実 績 額)

3年 度
(実績見込額)

特別第二種電気通信事業者 24 130,993 149,406

一般第二種電気通信事業者 339 82,233 97,852

郵政省資料及び 「通信産業設備投資等実態調査(3年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

(第=種 電気通 信事業者の動 向)

3年10月 調査等に よる第二種 電気通信事業者の3年 度の設備投資実績

見込額 につ いてみ ると、特別第二種電気通信事業 者(24社 合計)が1,494

意円(対 前年度実績額 比14.1%増)、 一般第二種電気通信事 業者(回 答339

仕合計)は979億 円(同19.0%増)と 設備 投資意欲 は引 き続 き強 い と思わ

江る(第1-2-21表 参照)。

イ 放送事業者 の設備投資動 向 幽

3年10月 調査 に回答のあった放送事業者(CATV事 業者 を除 く。)の

3年 度の設備投資実績見込額についてみ ると、NHKは 、628億 円で対前

甲度実績額 と同額であ るのに対 し、民間放送事業者(回 答167社 合計)は

1,225億 円 と前年度実績額 に比べ8.2%増 とな っている(第1-2-22表

参照)。

放送事業 をめ ぐる景気動向は、後で述べ るように3年 度に急激 に悪化

第1-2-22表 放 送事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

区 分 回答事業者数
2年 度

(実 績 額)

3年 度

(実績見込額)

NHK 1 62,800 62,800

民間放 送事業 者 167 4・ ・1ヅ 122,461

CATV事 業 者 画
一!

!　 49～027 44,797

/
「通信産業設備投資等実態調査(3年fO月)」(郵 政省)に より作成

＼

〉 棚 一33// 孫
1勾フ3り
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第1-2-23表 取得設備投資額の投資 目的別構成比(放 送事業)

(単位:%)

区 分 2年 度

(実 績)

3年 度
(実績見込)

4年 度

(計 、 画)

需要増加に対処、サービスエ リア拡大 12.7 17.2 17.6

番組制作力の向上 27.4 25.7 23.4

維持 ・補修 8.6 8.6 11.5

更新(老 朽代替) 30.3 28.8 35.0

研究開発 0.3 0.2 0.4

合理化 ・省力化 5.8 5.8 4.0

その他 14.9 13.7 8.1

回 答 事 業 者 数 153 161 130

「通信産業設備投資等実態調査(3年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

(注)回 答事業者にはNHKは 含 まれていない。

す ると判 断 して いる事業者が 多いが、設備投資額は逆に増 えてい る。投

資 目的 としては、「施 設の更新(老 朽代替)」 及び 「番組制作 力の向上」

の2項 目で50%以 上 の高 い比率 を占めて いる(第1-2-23表 参照)。

一方、3年10月 調査 に回答のあ ったCATV事 業者の3年 度 の設備投

資実績見込額 についてみ る と、448億 円(回 答132社 合計)で あ り、前年

度実績額に比べ8.6%減 となっている。

ウ 設備投 資環境の見通 し

「通信産 業設備投資等実態調査」(3年10月 調査)に おけ る通信事業の

業況判 断指標(BSI:上 昇 と判断 した者の割合か ら下降 と判断 した者

の割合 を引いた数値)に つ いてみ ると、電気通信事 業 では4年 度上期 の

BSIは 第一種電気通信事業が28で 依然 として好調、特別第二種 電気通

信事業 が52で 極めて好調、一般第二種電気通信事業が20で 引 き続 き堅調

と判断 している。 また、放送事業にっいてみ ると、4年 度上期 のBSI

はCATV事 業では20で 依然 として堅調 さを維持 しているが、民間放送
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設備投資環境の見通 し

特別第二種電気通信事業

/

/

㌔.._,._.._..一 。。'{一 一一 一一 般 第 二種 電 気 通 信事 業

3年 度3年 度4年 度

上期 下期 上記

一通信産業設備投資等実態調査(3年10月 調査)」(郵政省)に より作成

事業 では一32となってお り、業況の先行 きにつ いては強い不安感が広が っ

て きてい るこ とが うかがわれる(第1-2-24図 参照)。

工 要員状況

電気通信事業及 び放送事 業全体 では、人材確保 に問題 な しとす る事業

者が問題あ りとす る事業者 を上 回っているが、第二種電気通信事業では、

過半数の事 業者が人材確保 に問題あ りと回答 してお り、特 に特別第二種

電気通信事業 ではその比率 は6割 以上 と高い(第1-2-25表 参照)。
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第1-2-25表 人材確保の状況

(社)

人 材 確 保 の 状 況

電気通信事業 放 送 事 業

第一種 特別

第二種

一般

第二種
民間放送

有 線テレビ

ジョン放送

人材確保難の状況にはない、

今後も状況に格段の変化はないと考える 18 4 81 76 36

人材確保難の状況にはないが、

今後悪化する可能性があると考える 21 4 58 65 33

小 計 39 8 139 141 69

人材確保難は構造的な問題であり、

当面現在の状況が続 くものと考える 21 12 162 17 46

人材確保難の状況にはあるが、

短期的に解消するものと考える
F

5 1 17 2 10

小 計 26 13 179 19 56

その他 1 0 11 0 3

合 計 66 21 329 160 128

「通信産業設備投資等実態調査(3年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

職種別では、技術者不足を挙げる事業者が多 く、特に特別第二種電気

通信事業者ではその比率が85.7%と 深刻である。人材確保難が与える主

な影響 としては、各事業とも「サービスの提供の遅延 ・繰延べ」及び 「新

規事業展開の遅延」 を挙げており、人材確保難が設備投資に影響を与え

ていることがうかがわれる(第1-2-26表 参照)。
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第1-2-26表 人 材確保難が与える影饗(現 在)

(社、%)

与える影響(現 在)

電 気 通 信 事 業 放 送 事 業

第一種 特別第二種 一般第二種 民間放送 有線テレビジョン

構成比 構成比 構成比 構成比

放送

構成比

サー ビスの 提 供 の遅 延 ・操 延 べ 14 24.6 5 25.0 104 37.7 11 8.8 29 26.1

収益の圧迫 3 5.3 2 10.0 25 9.1 5 4.0 12 10.8

設備投資計画の執行の延期 0 0.0 1 5.0 3 1.1 0 0.0 4 3.6

新規事業展開の遅延 7 12.3 5 25.0 57 20.7 17 13.6 14 12.6

研究開発の遅延 2 3.5 3 15.0 21 7.6 2 1.6 3 2.7

その他 1 1.8 0 0.0 4 1.4 3 2.4 6 5.4

あまり影響はない 30 52.6 4 20.0 62 22.5 87 69.6 43 38.7

合 計 57 100.0 20 100.0 %6 100.0 鵬 100.0 111 100.0

「通 信産 業 設備 投 資 等実 態 調 査(3年10月 調 査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)1.NHKを 除 く。

2.「 サー ビ スの提 供 の遅 延 ・操延 べ 」 に は、納 期 遅 れ等 を含 む。

2情 報通信 関連産業の動 向

(1)通 信機器製造業,

通信機械工業会 資料に よる と、3年 の通信機 器の受注 ・出荷額 は2兆

8,967億 円(対 前年比5.9%増)で あ った(第1-2-27図 参照)。

これ を機種別 の内訳でみ ると、有線通信機器が2兆1,180億 円(対 前年

比0.8%減)で あ り、その他、無線通信装置が6,771億 円、衛星通信装置

が1,016億 円であった。

一方、需要先別でみ ると、NTTが8,670億 円(対 前年比7.4%増)と

堅調であ り、KDDを 含め たその他 の第一種 電気通信事業者関係は1,684

億円であった。
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年

通信機械工業会、㈹ 日本電線工業会資料により作成

(注)1.昭 和55年 から昭和62年 までの数値は、当該年度の合計であり、昭和63年 以降

の数値は、1月 ～12月 の数値である。

2.通 信機器受注 ・出荷額については、2年 から集計方法に変更があった。

(2)通 信 ケープル製造業

㈹ 日本電線工業会 資料 による と、3年 の銅 線ケー ブル出荷額 は1,645億

円(対 前年比13.6%減)で あった(第1-2-27図 参照)。

一方、通商産業省の 「資源統計 月報」に よると、3年 の電線、 ケーブ

ル用光 ファイバ製品 の生産量 は202万4千 キ ロメー トル コア(対 前年 比

38.1%増)で あ り、 この うち光 フ ァイバケーブルの生産量 は180万3千 キ

ロメー トル コア(同43.0%増)で あった。

(3)電 子計算機器製造業

通 商産業省の 「生産動態調査」による と、3年 の電子計算機 及び関連

装置の生産額は5兆3,382億 円(対 前年比2.6%増)で あ った。

(4)広 告業

3年 の総広告費 は5兆7,261億 円(対 前年 比2.9%増)で あった。

これ をメデ ィア別にみ ると、放送系の広告費では、 テレビ広告費が1
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第1-2-28表3年 のメディァ別広告費

広告費(億 円) シェ ア(%) 対前年増加率(%)

テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

ダ イレ ク トメー ル

電 話 帳 広 告 費

ニニーメディア広告費

折込、屋外、そ の他

16,793

2,406

13,445

3,866

2,068

1,433

109

17,141

28.9

4.2

24.4

6.7

3.5

2.2

0.2

29.9

4.7

3.0

△1.1

3.3

5.1

16.0

△8.4

3.2

合 計 57,261 100.0 2.9

「日本の 広告 」(㈱ 電通)に よ り作 成

(注)ニ ュ ー メデ ィア広 告 費 は、CATV、 ビデ オテ ッ クス、文字 放 送 等の メデ ィア に投

下 され た広 告 費 で あ る。

兆6,793億 円(同4。7%増)、 ラジオ広告費が2,406億 円(同3.0%増)で あ っ

た。 また、 ダイレク トメール広告 費は2,068億 円(同5.1%増)、 電話帳広

告費は1,433億 円(同16.0%増)で あった。 また、CATV、 文字放送、

ビデオテ ックス等のニュー メデ ィアに対す る広告費は109億 円(同8.4%

減)で あ った(第1-2-28表 参照)。

(5)新 聞業

㈹ 日本新聞協会資料 による と、同協会の会 員である新聞社の発行す る

一般 日刊紙の総発行部数 は、3年10月 現在5,203万 部(対 前年 同期 比0.2%

増)で あった。 これは、1世 帯当た り1.24部 、人口1千 人当た りでは589

部が読 まれていることになる。

(6)出 版業

2年 におけ る書籍及び雑誌 の推定実売総金額は2兆1,516億 円(対 前年

比6。8%増)で あった。

これを書籍 と雑誌 の内訳 でみ ると、書籍 の推定実売金 額 は8,494億 円

(推定発行部数13億9,381万 部)、 雑誌が1兆3,022億 円(推 定発行部数 は、

月刊誌が24億8,655万 部、週刊誌が20億664万 部)で あった。
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(7)通 信販売業

㈹ 日本通信販売協会調査 に よると、2年 度の通信 販売業 の売上高 は1

兆6,400億 円(対 前年度比12.3%増)で あ り、昭和61年 度以降5年 間連続

で対前年度比10%台 の伸 び となっている。

(8)映 像 ソフ ト業

㈹ 日本 ビデ オ協会 資料 に よる と、同協会会 員 に対 す る調査 で回答の

あった会員55社 の集計では、3年 のビデ オカセ ッ トの個 人向け販売本数

は1,574万 本(対 前年比19.6%減)、 同 レンタル店用販売本数 は1,079万 本

(同43.0%増)、 ビデオデ ィス クの個 人向け販売枚数 は2,535万 枚(同4.0%

減)で あ った。

また、3年 の全国映画館 の入場 人員数 は、対前年比5.3%減 の1億3,833

万人(㈹ 日本映画製作者連 盟資料)で あ り、3年 度の邦画及 び洋画のテ

レビ放送 における放 送本数(地 上 系:NHK及 び民間放送事 業者の合計)

は、対 前年度 比4.0%減 の1,285本 、延べ放送 回数 は同3.4%減 の1,306回

(㈹映画産 業団体連合会資料)と 、いずれ も減少傾 向 を示 してい る。一方、

NHK及 びJSB資 料 による と(JSBは3年 度 のみ)、 衛星放送におけ

る邦画及び洋画の延べ放送 回数は、2年 度 が457回 、3年 度が2,439回 で

あった。
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第3節 情報化の動向

社会経済の発 展に伴 って、社会 のあらゆる側面で情 報化が進展 してお

り、情報に対 す るニー ズも高度化 ・多様化 して きている。

本節 では、我が国の情報化 の現況 を、全 国の情報流通の動 向、地域の

情報流通の動向、国別情 報流通 の動向、家庭の情報化、産業 の情報化 と

いった面か ら概観す る。

1全 国の情報流通の動向

流通す る情報量の把握 による情報化の定量的 な分析 として、郵政省 で

は 「情報流通セ ンサス」 を昭和49年 度以降毎年実施 している。

「情報流通セ ンサス」 とは、 メディアによる情報流通 を共通の尺度 で

計量 し、時系列 的に情報流通 の実態 を総合 的かつ定量的 に把握 しよう と

す るものであ る。計量に 当たっては、様 々な形態 を持つ各種 の情報 の量

を、各 メデ ィアに共通 な尺度 として 日本語 の文節 に相 当す る 「ワー ドJ

とい う単位 に換算 し計量 してい る。

情報流通 センサスではメデ ィアによる情報流通一般 を説明す るモデル

として、発信 ・複 製 ・受信 ・消費 とい う情報流通 の過程 を想定 し、そ う

した情報流通の各段階におけ る情報量の指標 として、原発信情報量、発

信情報量、供給情報量、消費情報量 を定義 し計量 してい る。

テレビジョン放送 を例 に見てみ ると、 原発信情報量 は新たに制作 され

た放送番組の情報量であ り、発信情報量 は各放 送局か ら送信 された全番

組の情報量、供給情報量は全 国の設置受信機で選択可能な全放送番組の

肩報量の総和 であ り、消費情報量は視聴者が実 際に接 した情報の総量 と

い うことになる(第1-3-1表 及 び付表1参 照)。
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第1-3-1表 情報流通量の計量概念例

電 気 通 信 系 輸 送 系 空 間 系

原発信
情報量

電話、ファクシミリなど
で発信されたオリジナ
ルな情報量、新たに制作

された放送番組の情報

量

文 書 、書 籍 、新 聞 な どの

原 稿 の 情 報 量 、 レ コー

ド、 ビデ オ ソ フ トな どの

原盤 の情 報 量

対話、会議などで話し手
がしゃべった情報量て初
公開された映画 ・演劇な

どの作品の情報量など

発 信
情報量

電記、郵便、対話等パーソナルメディアでは原発信情報量に等しい

各放送局から送信され
た全番組の情報量

印 刷 ・プ レ ス さ れ て 出

回 った書 籍 ・レ コー ドな

どの全 情 報 量

各地の映画館 ・劇場で1
年間に上映 ・上演された

映画 ・演劇の情報量の総
和

供 給
情報量

r

電話、郵便、対話等パーソナルメディアでは発信情報量に等しい

全国の設置受信機で選
択可能な全放送番組の
情報量の総和

印 刷 ・プ レ ス さ れ て 出

回 っ た書籍 ・レ コー ドな

どの全 情 報量

各地の映画館 ・劇場で1
年間に上映 ・上演された

映画 ・演劇の情報量の総

和

消 費
情報量

電話の受信者、テレビ放
送の視聴者など情報の
消費者が実際に接 した

情報の総量

各人が書籍、レコー ド、
ビデオソフ トなどを読

んだ り視聴 して接 した

情報の総量

対話の聞き手、映画館入
場者などがそこで見聞

きした情報の総量

L

第1-3-2表 蓄積情報■の計量概念例

マ ス メ デ ィ ア パ ー ソ ナ ル メ デ ィア

発 信 側
蓄 積
情 報 量

商業的 ・公共的再利用のための蓄積
(図書館の蔵書、レンタルビデオ店、
TV番 組ライブラリ等)

発信者が保存する情報
(ファクシミリ原稿、手交文書原稿、

講義 ・講演用原稿等)

受 信 側
蓄 積
情 報 量

一般世帯等での蓄積

(家庭蔵書、TV番 組のビデオ録画、

保有レコー ド等)

受信者が保存する情報

(ファクシミjl出力、手交文書、郵便
物の保存分等)

また、情報化の状況 を明 らかにす るためには、情報の フロー のみ をと
ロ

らえるだけでは不十分 であ り、社会全体 に存在す る情報量 をよ り総合 的

に把握するため蓄積情報 量の計量 も行 ってい る(第1-3-2表 参照)。

(1)概 要

2年 度 の調査結果に基づ き、昭和55年 度 を基準 とした各情報量の推移

を比較 したのが第1-3-3図 である。
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第1-3-3図 情 報 流 通 量 等 の 推 移

(55年 度=100)

供給情報量

/

原発信情報量

/発 信情報量

実質国民総生産

/消 費情報量

/総 人口

震。L_____一_
555657585960616263元2

年 度

供給情報 量の伸 び(10年 間の年平均伸 び率6.6%)は 著 し く、 その伸 び

ま実質国民総生産の伸 び(同4.3%)を 大 き く上 回ってい る。 その他 の各

青報量の年平均伸び率 は、原発信情報量が5.6%、 発信 情報量が5.0%、

'肖費情報量が1 .7%で あった。なお、同期 間の総 人口の年 平均伸 び率 は

).5%で あ る。

また、実際の消費に対 し、 どの程度 多 くの情報 が供給 されたか を示す

1旨標 である情報供給係数 の推移 を見た ものが第1-3-4図 である。

情報供給係数は、供給情報量/消 費情報量 で計算 され た数値 を基準年

斐(昭 和55年 度)を1.00と して指数化 した もので、値が大 きいほど情報

7)選択 の幅が広がっていることを示す ものである。図に見 るとお り、情
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2.00

1.50

1.00

第1-3-4図 情 報供給係数の推移

(昭和55年=1.00)

1.59

一
555657585960616263元2

年 度

報供給係数は情報化の進展 とともに年々増大す る傾 向にあ り、2年 度 は

1.59(前 年度1.51)と 伸 びている。これは、消費情報量 の伸 び以上 に供

給情報 量が増加 し、情報 に対す るニー ズの 多様化 に対応す る形 で情報化

の進展が図 られてい るこ とを示 している といえよう。

(2)原 発信情報量

2年 度1年 間に、新 たに作成 され、情報 流通過程に乗 ったオ リジナル

な情 報 の総 量 で あ る原発 信 情 報 量 は、昭和55年 度 の1.73倍 に あ た る

3.49×1015ワ ー ドで、最近3年 間の年平均伸び率 は7.2%で あ る(第1-

3-5図 参照)。

メデ ィアグループ別 に最近3年 間の年平均伸び率 を見 る と、電気通信

系(放 送 を含む。本節にお いて以下 同 じ。)は17.6%(対 昭和55年 度 比39。34

倍)、 輸送系は11.4%(同2.39倍)、 空間系は4.2%(同1.26倍)と なって

お り、電気通信 系の伸びが大 き くなっている。電気通信 系の伸 びは昭和
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第1-3-5図 原 発信情報量の推移
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60年 頃か ら顕著 になってお り、いわゆる情報の電子化の進展が うかがわ

れ、特に大容量のデータ通信回線の普及が影響 してい る。

(3)発 信情報量

2年 度1年 間に各 メデ ィアの発信者が送 り出 した情報 の総量である発

信情報量は、昭和55年 度の1.63倍 に あた る5.86×1015ワ ー ドで、最近3年

間の年平均伸 び率 は6.7%で ある(第1-3-6図 参照)。

メデ ィアグループ別 に最近3年 間の年平均伸 び率 を見 ると、電気通信

系は17.7%(対 昭和55年 度比28。58倍)、 輸送系は5.9%(同1.49倍)、 空

間系は4.2%(同1.26倍)と なっている。 原発信情報量 と同様、発信情報

量において も大容 量専用 回線の普及が影響 して、電気通信系の伸 びが大

き くなってい る。
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第1-3-6図 発信情報量の推移
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(4)供 給情報量

2年 度1年 間 に供 給側が受信側 に対 して消費可能な状 態で提供 した情

報の総 量 であ る供給情報量は、昭和55年 度 の1.90倍 にあた る4.83×1017

ワー ドで、最近3年 間の年平均伸 び率 は7.2%で ある(第1-3-7図 参

照)。

メデ ィアグループ別 に最近3年 間の年平均 伸 び率 を見 ると、、電気通信

系は7.2%(対 昭和55年 度比L90倍)、 輸送系は7.1%(同1.56倍)、 空間

系は4.2%(同1。26倍)と な っている。

また、 メデ ィアグループ別構成 比 を見 る と、 テレビジ ョン放送 の 占め

る割合は大 き く、供給情報 量の78.3%を 占めてい る。近年、 テレビジョ

ン放送の 中で も、CATV、 衛星放送 などの新 しいメデ ィアが シェアを

拡大 して きている(第1-3-8図 参照)。
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供給情報量の推移
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〔5)消 費情報量

2年 度1年 間に情報 の受け手が実際に消費 した情報の総量 であ る消 費

青報量は、昭和55年 度の1.19倍 にあたる2.08×1016ワ ー ドで、最近3年 間

の年平均伸 び率は2.5%で あ る(第1-3-9図 参照)。

メディアグループ別 に最近3年 間の年平均伸び率 を見 ると、電気通信

系は2.2%(対 昭和55年 度比1.16倍)、 輸送 系は5.1%(同1.41倍)、 空間

系は3.1%(同122倍)と な っている。

また、 メデ ィア グループ別構成比は、電気通信系が全体 の6L3%、 輸

葦系が3.9%、 空間系が34.8%と なってお り、消費情報量において も電気
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第1-3-8図 各 情 報 量 の メ デ ィア 構 成

原 発 信 情 報 量 発 信 情 報 量

教育 ・その他1.5%加 入電話・その他1.1%会 議・教育・その他3.6% 専胴サービス会議4
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・・66・ ・%そ 。他1
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通信系の 占める割合 が最 も大 きくなってい る。 中で もテレビジョン放送

の割合 は大 き く、全体の53.2%を 占め、次 いで対話22.1%、 教育9.3%と

なってい る(第1-3-8図 参照)。

(6)蓄 積情報量

2年 度 に情報の保 存及 び将来的な再利用 を意図 して1年 以上保存 され

て いる情報 の総 量 であ る蓄積情 報量 は、昭和55年 度 の1.29倍 に あた る

1.81×1015ワ ー ドで、最近3年 間の年平均伸 び率 は2.9%で ある(第1-

3-10図 参照)。

メディアグループ別 に最近3年 間の年平均伸 び率 を見 る と、電気通信

系は27.6%(対 昭和55年 度比10.12倍)、 輸送 系は1.3%(同1.16倍)、 空

間系 はマ イナス1.5%(同0.97倍)と なってお り、電気通信系の伸びが著

しい。

また、蓄積情報量の メデ ィアグループ別構成比 を見 る と、電気通信系

が全体の10.8%、 輸送系が89.2%と なってお り、輸送系の割合が圧倒的

に大 きくなっている。特 に、書籍 は蓄積情報 量の77.9%を 占めて いる(第

1-3-8図 参照)。

2地 域の情報流通の動向

(1)地 域別情報流通状況

郵政省では全国を対象 とした 「情報流通センサス」 と並行 して、昭和

62年度から都道府県別の情報流通量を把握す るため、「地域別情報流通セ

ンサス」を行っている。ここでは、「地域別情報流通センサス」の結果を

用いて、2年度の都道府県別の情報化の現状 を概観する(計量対象メディ

ア等については付表2、2年 度の発信情報量、供給情報量及び消費情報

量については付表3～5参 照)。
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ア 発信情報 量

2年 度において各 県内の情報発信者か ら県内外に発信 された計量対象

23メ ディアの情 報量の合計である地域別発信情報量の地域別の シェアを

み ると、東京が21.6%と 突出 して大 き く、第2位 の大 阪(シ ェア7.0%)

の3倍 以上の情報量 を発信 している。東京の発信情報 量が高い シェアを

占め てい るのは、新聞、雑 誌等熊 多 く出版 されてお り、輸送系 メディア

による情報発信が他の地域 と比べて突出 して大 きいため であ る。第3位

以降 は神奈 川(同5.7%)、 愛知(同4.8%)と 続いてお り、上位7地 域 で

シェアの過半数 を占めている(第1-3-11図 参照)。

また、発信情報量 の地域 的偏在の推移 を変動係数㈱ で示 した ものが第

1-3-12図 である。 これをみ ると、昭和60年 度以降発信情報量の地域

間格差は減少傾 向にあ り、 を年度 もこの動 きは続いている。 しか し、発

信情報量をメデ ィア グループ別 にみ ると、輸送 系 メデ ィアにつ いての地

第1-3-11図 都道府県別発信情報量
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(注)変 動係数は各量の標準偏差 を平均値で割 ったもので、デー タの散 らば り具合

を数値化するための指標である。この値が大 きいほ ど地域間の格差が大 きいこ

とを表している。
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第1-3-12図 県内総生産及び情報流通量の変動係数の推移
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第1-3-13図 メ デ ィア グ ル ー プ別 発 信 情 報 量 の 変 動 係 数 の 推 移
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域間格差 は昭和60年 度以降減少傾 向にある もの の、電気通信 系 メデ ィア

についての地域 間格差 は、引 き続 き拡大傾向に ある(第1-3-13図 参

照)。
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イ 供給情報量

2年 度 において各県 内の情報の受け手に対 して県内外か ら提供 された

計量対象23メ デ ィアの情報量の合計 であ る地域別供 給情報量について、

県民1人 当た りでみ る と、東京(全 県平均の1.89倍)が 最 も高 い水準に

あるが、発信情報量ほ ど大 き く突出 していない。第2位 以 降は、神奈川

(1.71倍)、 千葉(1.60倍)、 埼玉(1.55倍)、 群馬(1.45倍)、 栃木(1.41

倍)、 茨城(1.38倍)の 関東地方の各県が続 いてお り、次いで近畿地方及

び東海地 方の各府県が大 きい。 これは、供給情報量 を県民1人 当た りで

比較 した場合 には、テ レビジ ョン放送の開局数に大 きく左右 され るため

であ り、チ ャンネル数の 多い関東広域 圏㈱ 、中京広域圏及び近畿広域 圏

が高い水準 となってい る。逆に、チ ャンネル数 の少 ない地域の供給情報

量は低 い水準 になってい る(第1-3-14図 参照)。

第1-3-14図 一人当た りの供給情報量
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(注)「 放送普及基本計画」で、「関東広域 圏」は茨城 県、栃 木県、群 馬県、埼玉

県、千葉 県、東京都及び神奈川県の各区域 を併せ た区域、 「中京広域圏」は岐

阜県、愛知県及び三重県の各区域を併せ た区域、 「近畿広域圏」は滋賀県、京

都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県の各区域 を併せた区域をいう、 と

定義 されている。
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また、供給 情報量の地域的偏 在の推移 を変動係数 でみ ると、2年 度に

は拡大傾 向が頭打ちにな りつつあ る(第1-3-12図 参照)。

これは、元年10月 以降、各地において相次いで民間テレビジ ョン放送

局 の開局(2年 度末 までに6局)が 行われた ことな どに より、供給情報

量の地域 間格 差 を減少 させ たもの とみ られ る。

ウ 消費情報量

2年 度 の各県 内で実際 に消費 した計量対象23メ デ ィアの情報量 の合計

であ る地域別 消費情報量にっいて、県民1人 当た りでみ る と、最 も高い

水準にあ るのは秋 田(全 県平均 の1.14倍)で あ り、次 いで富 山(同1.14

倍)、 宮城(同1.12倍)と 続 いてお り、東京、大 阪、神奈川等の供 給情報

量の水準め高い地域はおおむね平均以下である。県民1人 当た りの消費

情報量の水準 は情報消費時間の大小及び消費す るメデ ィアの構 成比に大

きく左右 され、高 い水準の地域においては、消費情報量の大 きな部分 を

占め るテ レビジ ョン放送 の1人 当た りの視聴時間が大 きい傾向に ある。

(2)加 入電話の トラ ヒックによ る地域間の情報交流状況

郵政省では、 昭和63年 か ら電気通信事業規 則に基づ き、電気通信事業

に係 る トラピックデー タ等につ いて、第一種電気通信事業者か ら報告 を

求めて いる。それに よる と、2年 度の全通話 回数は751億 回、対前年度比

2.5%の 伸 び率 であった。2年 度 の トラピックデー タの うち各地域の発信

回数に よ り、様 々なエ リアを比較す る。

アMA㈱ 内 に終始 する通話の比率

同一 のMA内 に終始 す る通話 の比率 を地方 別 に比較 したの が第1-

3-15表 であ る。

(注)MA(単 位料金区域)と は、い くつかの電話加入区域 をその中に含 む 「その

地域の社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画 を考慮 して通話の交流上おおむ

ね一体 と認め られる密接な関係 にある地域か らなるもの」(NTT電 話 サー ビ

ス契約約款)で あ り、全国に567MAが あ る。



第3節 情報化の動向 一101一

第1-3-15表 同一MA内 及 び隣接MAま でに終始する通話回数の比率

(単位:%)

地 方 地域別MA数 自MA内 比率
(%)

隣接MA比 率
(%)

その他MA比 率(%)

北海道

東 北

関 東

信 越

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

1

69

66

86

31

17

57

56

66

35

79

5

.

78

73

62

69

72

65

64

69

76

74

92

7

10

15

13

12

15

17

13

9

11

4

15

17

23

18

16

20

19

18

15

15

4

全 国平 均

1

(計)567

1

66.7 13.2 20.1

最 も比率の高いのが沖縄の92%、 次 いで北海道の78%で ある。最 も低

いの は関東 で62%、 次 いで近 畿 の64%で あった。 また、全 国平均 で は

36.7%で あ る。

以上か ら、通話のほぼ7割 は同一 のMA内 で終始 してお り、一般的に、

MAは 情報 圏 として一定 の役割 を果た していることがわか る。 また、地

方においては、比較的MAと い う小 さなエ リア内で終始す る通話が 多 く、

晴報圏 としてのMA内 の結 びつ きも密接 であるといえる。逆に、首都 圏

を含む大都市 圏ではMAを 越 える通話 が多 く、情報 圏はMAを 越 えて広

がっている。

次に、少 しエ リア を広 げて、MAに 隣接す るMAも 含めたエ リア を考

之ると、全国平均では79.9%と 、ほぼ8割 に達 してお り、後 で述べ る都

直府県内に終始す る通話 の比率 とほぼ等 しくなっている。

イ 同一都道府県内に終始す る通話の比率

同一都道府 県内に終始す る通話の比率 を見 ると、最 も高か ったのは、
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第1-3-16表 都 道府県別通話の交流状況

(単位:%)

発 信
総発信量

自 都 道
府県あて

・通話の相手先の上位都道府県(除 く自都道府県)

1位 2位 3位 4位 5位

(北 海 道)

北 海 道3,518

(東 北)

青 森689

岩 手621

宮 城1,303

秋 田574

山 形640

福 島1,046

(関 東)

茨 城1,436

栃 木1,005

群 馬1,032

埼 玉2,974

千 葉2,661

東 京11,949

神 奈 川4,366

山 梨539

(信 越)

新 潟1,249

長 野1,103

(北 陸)

富 山587

石 川690

福 井486

(東 海)

岐 阜1,056

静 岡2,175

愛 知3,989

三 重913

一

95.7

}

89.4

85.8

83.6

88.3

87.8

86.3

r『

80.8

80.6

81.2

70.4

73.7

74.7

74.4

84.4

-

89.0

86.0

-

85.4

84.6

85.6

-

81.3

87.1

85.1

83.6

簾 麹鞠 薩

宮城(21.9)

宮城(31.4)

麟 嚢鎌 ≧

灘 鵠継 鰍

官城(31.7)

宮城(28.0)

轍 簗鰯 雛

醐欝灘

輪 磁 鐡

耀

購

神奈川(24.5)

・灘 灘

神奈川(7.6)

灘 藁雛 囎

鵜 灘

福島(14.5)

宮城(19.1)

鵜 螺麟'

纈 翻 鋤 轍
}

千葉(17.0)

埼玉(13.0)

埼玉(19.5)

千葉(6.4)

埼玉(7.9)

埼玉(17.3)

千葉(5.1)

神奈川(11.4)

埼玉(7.4)

愛知(10。2)

麺 議 顯 縫 轡

夫 蕨マrしα3:の

鐵 ・,レ(鱒.4)

灘

愛知(19.7)

灘

本阪 。、(15.5)

犬 阪(6酒

岩手(14.1)

青森(1L2)

岩手(12.2)

山形(13.7)

福島(5.8)

神奈川(6.4)

栃木(10.4)

群馬(11.9)

栃木(14.2)

神奈川(6.2)

神奈川(7.6)

千葉(13.9)

埼玉(5.0)

静 岡(7.5)

神奈川(6.7)

新潟(8.7)

大 眠 漁 賑璽

灘

醐

大 阪 くゲ①

神 奈川(15.1)

幾 臨 鎌

縮

千 葉(4.8)

秋 田(7.4)

山 形(6.2)

山形(10.0)

青 森(9.3)

神 奈 川(5.8)

茨 城(6.2)

埼 玉(10.2)

茨 城(11.7)

新 潟(5.8)

群 馬(4.9)

茨 城(6.1)

大 阪 、(6の

静 岡(4.2)

埼 玉(7.「3)

長 野(6.2)

神 奈 川(6.7)

愛 知(9.1)

福 井(13.2)

愛 知(9.3)

三 重(2.6)

糞 膨c『5鰐

三 重(10.7)

岐 阜(4.0)

埼 玉(4.6)

北 海 道(7.1)

秋 田(5・9λ

青 森(6.4)

岩 手(8,1)

秋 田(4.8)

埼 玉(5,3)

,τ

神 奈川(5,6)

神 奈川(5.8)

神 奈川(5.3)

茨 城(2.8)

灘 絶 嘲

茨城(3画

撫 、遡

長野(7.2)

η ゐ 畠`三

埼 玉 ぐ5.吾)

新 潟(4。5)

愛 知(11.0)

京 都(6.7)

静 岡(2.ω

埼 玉(3,4)

静 岡(8.9)

奈 良(3.1)

翻 緊麗堕
ス 慰 ア,町7

購 轟 鰯 麟

鞭

石 川(30.8)

富山(21.4)

石川(22.9)

愛知(59.5)

麟 鵜灘

岐阜(20.ω

愛知(45.4)

㌧
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(単位:%)

発 信
総発信量

自都 道
府県あて

通話の相手先の上位都道府県(除 く自都道府県)

1位 2位 3位 4位 5位

(近畿)

滋 賀583

京 都1,608

大 阪7,317

兵 庫2,531

奈 良651

和歌 山620

(中国)

鳥 取309

島 根378

岡 山1,136

広 島1,723

山 口825

(四国)

徳 島430

香 川560

愛 媛827

高 知496

(九州)

福 岡3,221

佐 賀404

長 崎800

熊 本982

大 分736

宮 崎651

鹿児島920

(沖縄)

沖 縄755

一

75.5

77.8

81.1

80.1

74.1

86.3

-

83.0

85.8

86.8

86.2

85.6

二

87.6

81.4

88.3

91.5

-

87.0

81.0

87.6

86.8

88.3

89.4

89.6

-

95.6

京 都(34.4)

大 阪(44.の

兵 庫(22,7)

大 阪(60.7)

犬 阪(62.0)

大 阪(61,0)

島 根(25.4)

広 島(26.9)

広 島(26.1)

大 阪(16.4)

広 島(33,7)

香 川(27.9)

大 阪(20.6)

香 川(21.7)

大 阪r(20.2)

東 京 メ12.7)

福 岡(60.9)

福 岡(46.7)

福 岡(47.3)

福 岡(45.3)

福 岡(24.9)

福 岡(23.4)

東 京 ・(2齢)

大 阪(30.6)

滋 賀(12,8)

東京(14.0)

策 京 ラ『(8⑳

京 都(9.8)

東 京17.8)

大 阪(17.9)

鳥 取(22,4)

大 阪(20.8)

山 口(14.3)

福 岡(22.4)

大 阪 ⑫3.2)

愛 媛(17,0)

大 阪(正8.5)

香 川(18.1)

熊 本(12,2)

長 崎(13.5)

佐 賀(9.9)

募 観(銭 毒

熊本(9.8)

鹿 児 島(21.3)

宮 崎(13.9)

福 岡(15.7)

藁寮 ゑぞ;5.6γ

東京 を8、の

京都(11.0)

京都(4.8)

兵庫(4.5)

奈 良(5.1)

広 島(12.7)

大阪(13,2)

東禦/て 儀 勿

岡山(14.2)

大阪(9.0)

乗鎌 搬 鱗 彰1

徳 島(12,1)

東京 αo.3》

愛媛(14.5>

大阪(9.6)

策 寮伽ぞ樋 ア

東鍵 で 蜘

鹿児島(7.0)

東京 、(齢}

熊本(10.4)

糠 あ纏 繍

大阪 α1.9)

愛 知(5.0)

兵 庫(6.8)

奈 良(7,9)

岡 山(2.7)

纏.多(・4紛

京 都(4.8)

」

岡 山(9.9)

東 募,ん7.o)

兵 庫(8.7)
』購 働

東 京 、(・8`&〉

兵 庫(6.8)

東 京 畷 雄o髪

広 島(9.9)

東 京 冤(灘 轡

佐 賀(9.6)

熊 本(3.5)

大 阪(6.1)

大 阪,(6.0)

大 阪(6.6)

熊 本(11.2)

神 奈 川(6.9)

兵 庫(3,3)

奈 良(4.4)

愛 知(4.9)

愛 知(2.2)

三 重(3.1)

兵 庫(4.7)

兵 庫(9.8)

山 口(5.0)

香 川(5.0)

福 岡(5.5)

島 根(2.4)

愛 媛(6.1)

高 知(7,0)

高 知(6.4)

徳 島(5,4)

長 崎 〔9.1)

大 阪(3.4)

熊本(5.0)

宮 崎(4.3)

宮崎(4.0)

大 阪(7,1)

大 阪(10.5)

鹿 児 島(5.2)

全 国

75,062

8L9

郵政 省資料に より作成

(注)1.総 発信量の単位 は百万回である。

2.括 弧内は、他の都道府県あての通話回数に 占め る割合であ る・
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北海道の95.7%、 次 いで沖縄 の95.6%、 最 も低か ったの は埼玉で70・4%、

次 いで千葉の73.7%と なって お り、MAで 見たの と同様 な傾 向が見 られ

る。 また、全 国平均 では81.9%で あ る(第1-3-16表 参照)。

同一都道府県 内に終始す る通話 の比率 が低 いのは、 関東 では埼玉・壬

葉、近畿では滋 賀、奈良な ど大都市周辺の都 道府県が中心 とな ってお り、

大都 市近郊の ドーナツ現象、ベ ッ ドタウン化 等の影響 が考 え られ る・

また、昭和63年 か らの傾 向では、同一都道府 県内に終始す る通話の比

率 に大 きな変化 は見 られ ないが、全国平均 では、昭和63年 の82.8%が 、

元年度は82.4%、2年 度は81.9%と わずか なが ら減少 してい るこ とが注

目され る。 これは全体 として総通話回数が増加す る中で、 同一都道府県

内に終 止す る通話に比較 して、県外通話 の伸 びが勝 っているため である。

ウ 都道府 県間 トラヒック交流状況

都道府県間 におけ る加入電話 の交流状況 を見 る と、 自県 内に終始す る

通話 を除いた他都道府 県に向け た通話(総 通話 回数の約2割 を占め る)

の相手先では、概 して、全 国的 に東京 との結び付 きが大 き く、西 日本で

は大阪が大 きくなっている。特 に、す でに触れ たよ うに、東京、大阪等
ド

大都市を抱える都府県の近郊の県では、自県内に終始する通話の比率が

小さく、代わって大都市を抱える都府県への通話の比率が著 しく大きく

なっている。 また、各地方では東北の宮城、九州の福 岡等地方の中核都

市に向けた通話が大 きくなってお り、地域の情報圏を形成している状況

が うかがわれる。

また、通話の相手先の上位の都道府県について昨年度 と比較すると、

わずかな差で順位が前後 した場合はあるが、概 して大幅な変動はなく、

傾向は安定している。

(3)郵 便物の地域間交流状況

郵政省で3年 ごとに実施 している「あて地別引受郵便物数調査」(3年
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6月 実施)に よ り郵便物の地域 間交流状況 をみ る と、普通郵便物 では、

郵便物 を引受 け た各都道府県内で配達 され る「自府県あて」が59.1%(昭

和63年 度調査55,8%)、 それ以外 の 「他府県あて」が40.9%(同44.2%)

とな ってお り、比較的近距離 にあて られている。

東京、大阪 をは じめ とする大都市 を含 む都 道府県及びその周辺 では、

「自府県あて」の割合 が小 さい ところが 多 く、それ以外の府県では、「自

府県あて」の割合が大 きい ところが多い。

また、普通通常郵便物の引受けの うち最 も多いの は東京で、全国総数

の うち32.6%(同34.2%)を 占めている。

加入電話の交流状 況 と比較す ると、郵便については自都 道府県内で情

報交流が完結す る割合 は加 入電話に比べかな り低 く、他 県 との交流では

圧倒的に東京の比重が高 い という特徴がみ られる。

3国 別情報流通 の動向

現在、海外各 国において も、通信の 自由化 の導入、衛 星放送 の拡大な

どによ り情報化が急速に進展 してい る。 この ような状況にかんがみ、郵

政省 では、情報流通セ ンサ スの手法 を用 いて、国別 の情報流通 の実態 を

数量的に把握 し、世 界の主要 な国々(30か 国)に おけ る情報化 の進展状

況について、調査 を行 った(付 表6及 び7参 照)。

(1)国 別情報流通 の概要

今回初 めて計量 を行 った国別情報流通の動向 をみ る と、1990年 の供給

情報量(日 本 を含め、主要30か 国の合計)は 、1980年 の1.83倍 であった。

また、主要 なメデ ィアの供給情報量 について、30か 国の総量 を とり、

その10年 間の伸びの推移 をみ ると、電話の伸 びが一番大 き く、1980年 の

1.71倍 となってい る。TV放 送は、1.41倍 の伸 びで、電話 の伸 びより低

いが、1989年 か ら1990年 の1年 間の伸 び率(7.0%)は 前年の伸 び率 の3
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倍 と大 き く伸 びている。TV放 送、電話 とも開発途上国の伸びが先進工

業国の伸 びを大幅に上 回 ってお り、供給情報量の格差 が縮小 しつつ ある

ことが うかがわれ る(第1-3-17図 及び第1-3-18図 参照) 。

(2)供 給情報量

1990年 の国民一人 当た りの供給情報量では、カナダが7.03×109ワ ー ド

と最 も大 き く、次 いで、米 国(6 .96×109ワ ー ド)、オランダ(4.08×109

ウー ド)、 日本(3 .33×109ワ ー ド)の順 となってい る。 国民一 人当た りの

供給情報量では、特 にテレビの情報量の 多い国が上位 を占めてお り、電

第1-3-17図 主要メデ ィアの供給情報量の推移

指

(1980年=100)

電話

新聞

./TV放 送
/丁/

人 ロ

/対 話

教育

数

0

19801981198219831984198519861987198819891990

年
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第1-3-18図 メ デ ィア 別 の 供 給 情 報 ■ の 成 長 率 の 比 較

300
(1980年=100)

280

260

240

220

200

180一

160

140

成120

長

率100

口 先進工業国

口 開発途上国

一
TV放 送 電話 新聞 教育

(注)1980年 を100と した 、1990年 の成 長率

気通信系 メデ ィアの発展に対応 した状況 となってい る(第1-3-19図

参照)。

国民一人当た りの供給情 報量の過去10年 間の伸 びが最 も大 きいのはオ

ランダで、7.95倍 となってい る。 オランダに次 いで伸 びが大 きいのは、

スウェーデ ン(3,90倍)、 中国(3.57倍)、 タイ(2,37倍)等 となってい

る。特に オランダ、 スウェーデン及び ドイツは、一 人当た りの供給情報

量及び10年 間の伸 びの双方が大 きく、情報化が急速 に進んでいる と考 え

られ る。 また、 カナ ダ、 イタ リア、 オー ス トラ リア、フランス等の先進

国は、情報量は大 きいがいつ れ も1.5倍 以下の伸 び となっている(第1一
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第1-3-19図 国別国民一人当たり供給情報量(1990年)

カナ ダ

米 国
オランダ

日 本

イタリア
オーストラリア

スウェーデ ン

フ ランス

英 国

ドイツ

韓 国

香 港
旧ソ連

ブラジル
ハ ンガ リー

メキシコ
ペルー

シンガ ポール
ポー ラン ド
エ ジプ ト

タ イ
マ レイシア

中 国
フィIJピ ン

ブ イジー

イラン

イン ド
イン ドネシア

ナ イジェ リア
パ キスタン

0、 1.5 3.0 4.5

(単 位:109ワ ー ド)

6.07.5

3-20図 参照)。

電気通信系の一人当た りの供給情報量について、対 象国 をグループ別

に分 けてみる と、電気通信系パー ソナル ・メデ ィアの1990年 における一

人当た りの供給情報量 は、先進 国では2.05×106ワ ー ドであ り、1980年 と

比べ ると2.74倍 となっていた。ア ジアにおけ る開発途上国では、2.28×

104ワ ー ドであ り(対1980年 比7.55倍)、 ア ジア以外 の地域 の開発 途上 国で

は5.04×104ワ ー ド(同2.44倍)で あった。電気通信 系のマ ス・メデ ィア

については、先 進国では4,21×109ワ ー ド(同1.68倍)で あ り、 アジァの

開発途上 国では1.14×108ワ ー ド(同3.85倍)・ ア ジア以外 の地域の開発途
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上国では5.76×108ワ ー ド(同1.37倍)と なっていた。

電気通信系パー ソナル ・メデ ィア、マ ス ・メディア ともに、一人当た

りの供給情報量は先進国が最 も多 く、ア ジア以外の地域 の開発途上国、

アジアの開発途上国の順 となっている。

また、1980年 に対す る伸 びでは、パー ソナル・メデ ィア、マ ス・メデ ィ

アともに、ア ジアの開発途上国が最 も大 きい(第1-3-21図 参照)。
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第1-3「21図 電 気 通 信 系1人 当 た り供 給 惰 報 量(1gao年)と 対1980年 比

1人 当た り供給情報 量(ワ ー ド)
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1人 当た り供 給情報量対1980年 比

(注)Mは マ ス ・メデ ィア 、Pは パー ソナ ル ・メ デ ィア を示 す 。

(3)発 信 情報 量

1990年 に お け る国別 の 発信 情 報 量 で は、 中 国 が2.39×1016ワ ー ドで一

番 大 き く、 次 い で、 旧 ソ連(2.35×1016ワ ー ド)、 イ ン ド(1.58刈0.16ワ ー

ド)、 米 国(6,72×1015ワ ー ド)の 順 で あ っ た。発 信 情 報 量 に つ い て 、1980

年 か ら1990年 ま での伸 び率 を み る と、韓 国 が1,71倍 で 一 番 大 き く、 パ キ

ス タ ン(L59倍)、 シ ンガ ポー ル(1.55倍)の 順 で あ った(第1-3-22

図 参 照)。
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4)国 際受発信情報量

1988年 におけ る国際発信情報量は、米国が最 も大 き く、次いで、英国、

ごイツ、 フランスの順 となってい る。 日本は米国の約4分 の1で 、 オラ

・ダに次 いで7番 目に位 置 してい る。 また、国際受信 情報量 についてみ

}と 、米 国、 ドイツ、英 国、 フランスの順 となってお り、先進工業 国が

与報面 にお いて も国際的 な交 流 を活発 に行 って いるこ とが分か る(第

一3-23図 参照)。
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第1-3-23図 国別 国 際 発 信 ・受 信 情 報 量(1988年)

(単位:109ワ ー ド)
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各国別 に、国際発信情報 量 と国際受信情報量 との差 をみ る と、発信情

報量が受信情報量 を大 き く上 回っている国は、英国、 ドイツ、米国、イ

タ リアであ り、反対に受信情報量が発信情報量 を大 き く上 回 っている国

が、カナダ、 オース トラ リア、 イン ドで あった。

4家 庭の情報化

情報化社会の進展は、家庭生活においても大きな影響 を与えており、

新たな情報通信ネットワー クへの加入や情報通信端末機器の導入、ある

いは、生活の各場面における効率化・省力化の期待度の拡大等においで

その変化が顕著な状況にある。
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(1)指 標 にみ る家庭の情報化

家庭の情報化の進展状況 を、情報の入手手段 の多様化 の面(情 報装備

指標)、 各種の メデ ィアか らの情報提供面(情 報入手可能性指標) 、各種

情報通信 メデ ィアへの接触面(情 報利用指標)及 び情報 を入手す るため

に支出 した費用面(情 報支出指標)の4指 標 によ りみ ると、第1-3-

24図 の とお り、全体 的には順調 な進展がみ られる。特 に、情報 の入手手

段 の多様化 につ いては増加傾 向が顕著 である(付 表8参 照)。

ア 情報装備指標

情報装備 指標 は、家庭 において情報を入手す るための手段の多様化 の

推移 を表す ものであ り、情報通信 ネッ トワー クへ の加入数 と情報通信機

器の所有数 によ り構 成 され ている。

昭和55年 度 を100と した2年 度の指数 は174 .9と大 きな伸 びを示 してい

る。内訳でみる と、情報通信 ネ ッ トワー クの装備指数 は158 .9、情報通信

機器の装備指数 は190.8と 、ともに伸 びは大 き く、新 しいサー ビスや機器

第1-3-24図 家庭の情報化指標
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(昭和55年 度=100)
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情報入手可能性指標
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に対す る需要の強 さが うかが われ る。

この状況 は、郵政省 の 「通信 利用動 向調査」(付 注4参 照)に お いて も

明 らかであ り、調査対象 としたサー ビス ・機器 のほ とん どにつ いて、現

在の利用状況、今後の利用意向の増加がみ られ、今 後一層の需要 の拡大

第1-3-25図 通信 ・放送に関するサー ビス ・機器の利用意向
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「通信利用動向調査」(郵政省)に より作成

(注)1。2年 度のファクシミリ及び衛星放送については、今後の利用意向の数値が、

3年 度のハイビジョンについては現在の利用状況の数値はない。

2.衛 星放送については、保有テレビジョン受信機の受信可能性である。
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が見込 まれ る(第1-3-25図 参照)。

特 に、3年 度か ら試験放送が開始 されているハ イビジョンにつ いては、

現在 では高額な情報通信機 器であるが、街頭等において視聴可能 な設置

数 も増 えつつあ り、34.4%が 今後何 らかの方法に よる利用意向を示 して

い るほか、近年、低廉化の進展 してい るファクシ ミリについてみると、

2年 度調査 において6.7%で あった利用 が、3年 度調査 においては9 .3%

と拡大 してお り、今後の利用意向 も22.9%と 高率 であるなど、新 しい情

報通信 メデ ィアへ の期待 の高 さが うかがわれ る。

イ 情報入手 可能性指標

情報入手可能性指標 は、家庭 において入手可能な情報量の推移 を表す

ものであ り、各種 メデ ィアか らの提供情報量に より構成 されてい る。

昭和55年 度 を100と した2年 度の指数 は130.0と なってお り、昭和60年

指
数

第1-3-26図 情報入手可能性指標 を構成す る各系の推移
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「日本 民間放 送 年鑑 」(日 本 民 間放 送連 盟 編)、 「日本の レ コー ド産業 」(日

本 レ コー ド協会)、 「統 計 調査 報告 書 」(日 本 ビデ オ協会)、 「新 聞年 鑑 」(日

本新 聞 協会)、 「出版 指 標年 報 」(出 版 科 学協 会)、 「国 民 生 活時 間調 査」(N

HK)に よ り作 成
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度以降、rビデオやCD等 のパ ッケー ジ系の伸 びが顕著 である(第1-3-

26図 参照)。

また、 入手可能1生に関連す る ものであ り、私 人に向け て直接発信 され

る情報提供手段 として、 いわゆ るダイ レク トメールの割合が大 きなもの

となっている。 このダイレ ク トメールは、生活の各分野に対 して様 々な

情報 を提供 して くる もの であ り、輸送手段 として主に利用 されてい る郵

便において も、大 きなシェア を占め るに至 ってい る。

ダイレ ク トメールに関す る動向 を、3年 ご とに郵 政省 が実施 している

「郵便利用構造調査 」(付 注2参 照)で み る と、3年9月 の調査結果 では、

事業者か ら私 人向けに出され るダ イレク トメールは、普通 通常郵便物の

22.6%に 当た り、私 人が受け取 る普通通常郵便物 の32.6%と 大 きな割合

を占め てい る。 この結果 を昭和57年9月 の調査 と比較す る と、,普 通通常

郵便物 に占め る割合 では4.6ポ イン ト増、私 人が受け取 る普通通常郵便物

に 占め る割合 も4.8ポ イン ト増 となってお り、私 人が受け取 るダイレク ト

メールの割合が増加 してい る状況 にあ る。

ウ 情報利用 指標

情報利用指標 は、家庭におけ る情報利用時間の推移 を表す もの であ り、

各 メデ ィアへ の接触時間に よ り構成 され る。

昭和55年 度 を100と した2年 度 の指数は、VTR、CD・ レ コー ド等の

視聴時間の追加等 によ り、昭和60年 度に比べ て12.1ポ イン ト増の95.0と

なっている。

一方
、NHK調 査 によ り平均 的な生活時間の変化 をみ る と、行楽、散

歩、ス ポー ツ等の余暇 ・レジャー関連 項 目が増加 す るな ど、 自宅外 で過

ごす時間 も多 くなってお り、余暇の過 ごし方の 多様 化が進展 してい る(第

1-3-27表 参照)。
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第1-3-127表 自由時間行動における利用時間の推移

2年 度 昭和63年 度 昭和60年 度 昭和57年 度

レ ジャー 活動 時 間 51分 44分 34分 35分

マスメディア接触時間 4時 間24分 4時 間14分 4時 間40分 4時 間37分

自宅外で過ごす時間 8時 間7分 7時 間57分 7時 間58分 7時 間18分

「国民生活時間調査」(NHK)に よ り作成

工 情報支出指標

情報支 出指標 は、家計消費支 出におけ る情報通信 関連支出の推移 を表

すものであ り、情報通信ネ ッ トワー クへの加 入 ・継続、情報通信機器 の

購入及び1青報 ソフ トウェアの購入に係 る実質購 入費 によ り構成 され る。

昭和55年 度 を100と した2年 度の指数は114.1と なっている。

これを内訳でみ ると、情報通信機器の購入費の伸 びが高 いことが特徴

的である。 また、情報通信機器 の購入費 を除いたランニ ングコス ト的な

支 出につ いては、、漸増傾 向 となっている。一方、全 消費支 出に 占め る情

報支出の比率 をみ ると、総合計、 ランニ ングコス ト部分 ともにほぼ一定

水準 となってお り、近年の技術革新 と情報化 の進展の中にあっては、情

報通信 にかかわ る支 出が相 対的 に安価 となってい るこ とを表 してい る

(第1-3-28図 参照)。

次に、総務庁の 「家計調査」に よ り、世帯主の年齢、職業 あるいは家

族構成 といった世帯属性や、居住地の都市規模 等が家計支出に占め る通

信支 出(家 計調査収 支項 目分類7.3の 「通信」及び9.4の 「受信料」の合

計)シ ェアに与 える影響 を、昭和61年 か ら2年 までの5年 間につ いて所

得階層5段 階別 に分析 した ところ、その主 な特徴 は以下の とお りであっ

た(付 表9参 照)。

① 上期(各 年 の1月 ～6月)に おける通信支出シェアは、下期(各 年

の7月 ～12月)に 比べ て低 くなる傾 向にあ り、家計の通信支出は年 間
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第1-3-28図 情報支出指標 を構成 する各系の推移
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「家 計調 査 年報 」(総 務庁)に よ り作 成

(注)情 報 ソフ トウ ェア 支 出 には 、 コン ピ ュー タ ・ソ フ ドウ ェ ア は含 まれ ない。

を通 じて同 じようなパターンでなされるのではな く、季節的要因に

よって変動することがうかがわれる。

② 世帯主の職業が法人経営者や 自由業者、あるいは商人 ・職人、個人

経営である世帯では、それ以外の職業の世帯に比べて総 じて通信支出

シェアが大きい傾向にあ り、世帯主の職業によっても通信支出シェア

は異なることがうかがわれる。

③ 最近5年 間でみる限り、居住地の都市規模や居住地の地価は、通信

支出シェアに対して特段の影響を与えていない。

(2)各 種生活情報に対する家庭の意識

ここでは、郵政省調査(付 注5参 照)を 基に、各種生活情報に対する

生活者自身の意識の状況をみることとする(第1-3-29図 参照)。

家庭生活において入手される各種情報の量についてみると、生活情報
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「家庭の情報化に関する調査」(郵政省)に より作成

(注)1.情 報区分(A～Dは 以下のとおり設定した。

A:住 居関係B:健 康、医療 ・福祉関係

D:子 供の教育関係E:教 養関係

G:貯 蓄 ・換資関係Hニ パート・アルバイト関係

か 非 無
な 常 回
り に 答
悪 悪
い い

C:レ ジ ャー ・余 暇 関係

F二 衣 類 ・日用 品 ・食 品の 講 入

1:地 域 活 動 、地域 の催 事 関係

の各区分 とも、約56%の 家庭 が適度 あるいはそれ以上 である と感 じてお

り、特 に、「衣 類 ・日用 品 ・食品の購入」に関す る情報 につ いては83.9%

と高率 であった。一方、各種情報の質につ いてみ ると1約5割 の家庭が

「どちらともい えない」と回答 しているが、 「衣類 ・日用品 ・食品の購入」

に関す る情報 につ いては、「良い」と回答 した家庭 の割合が40。8%と 高率

であ り、消費生活に関す る情報 は、質量 ともに満足度が高い もの と推測

され る。

また、よ り多 くの情報 入手 を求めている主な情報区分 としては、「地域

活動、地域の催事 関係(50.1%)」 、「健康、医療 ・福祉 関係(45.2%)」 、

「教養関係(42.1%)」 、「子供 の教育関係(38.5%)」 の順 で高率 であ り、
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身近 な生活環 境におけ る情報ニーズの高さが うかがわれ る。

(3)生 活環境 の変化 と家庭の情報化

家庭 における情報化 は、情 報通信機器及 び情報通信 ネ ッ トワー クの普 「

及に よ り後押 しされ、ライフスタイルの変化 に伴 う生活の深夜化 、キ寿ッ

シュ レス社会 の進展等 によ り、生活 の各場 面に密着 した、個 別の需要に

応え るこ とが期待 され る状 況 となっている。

また、郵政省調査に よると、情報 を入手す る際 の利用媒体 についてば

第1-3-30表 の とお りとな ってお り、単一媒体の利用ではな く、生活

情報の分野 ご とに複数 の媒体 を組 み合 わせ て利用 してお り、これによ り、

利用者 自身が情報の質 ど量 とを高めている もの と推測 され る。,

同調査 において、今 後の家庭 におけ る情報化に大いに期待す る点の上

第1-3-30表 生 活情報の各区分と情報入手利用媒体

(単位:%)

媒 体
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住居関係 20.1 3.6 29.4 32.9
114
.4 5.2 3.3 0.4 零.4 6.9 0.1 0.2 0.3 1.9

健康、医療 ・福祉関係 47.5 9.6 53.0 4.8 22.3 1.1 1.3 1.7 26.9 13.7 0.1 0.1 0.2 4.0

レジャー ・余 暇等 454 7.3 41.7 172 35.6 5.9 2.8 1.5 5.7 ユ8.4 0.4 0.2 0.2 3,8.

子供の教育 27.2 7.4 31.6 5.2 21.1 4.1 1.2 0.3 6.9 14.1 0.2 0.2 0.1 3.6

教養 50.3 13.7 55.7 2.6 44.6 22 0.7 0.1 6.6 4.6 0.4 0.2 0.1 2.9

衣類 ・日用品 ・食品の購入 23.7 2.0 22.1 75.4 15.6 15.7 詔.5 0.5 1.2 14.1 0.4 0.1 0.4 3.6

貯蓄 ・投資 22.2 6.5 43.1 6.2 19.3 9.7 0.9 0.1 L4 10.4 0.1 0.2 0:1 7.1

パ ー ト ・ア ル バ イ ト 2.8 0.9 17.2 304 8.8 0.4 0.5 0.7 3.0 u2 0.3 0.1 0.1 、2.6

地域活動、地域の催事 19.6 6.4 40.7 13.3 2.0 1.0 0.2 1.0 58.5 20.7 0.4 0.2 1.1 5.2

「家庭の情報化 に関す る調査」(郵 政省)に よ り作成
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位項 目をみ ると、①常 に新 しい情報が入手で きる(42.8%)、 ②家庭 にい

て、手軽 に情報が入手で きる(39.3%)、 ③利用する 目的に応 じて、、必要

な情報 を引 き出す こ とが容 易になる(38.3%)と 、最新の情報 を入手 し

たい とい う欲求 とともに、情報 を主体 的に活用 したい とす る意識が つか

がわれ る。

この ような状況か ら今後 の家庭の情報化 については、最新 の情報が家

庭において手軽に入手で きるシステムづ くりと、家庭における情報利用

者 自身が情報 を選択 し加工す るこ とを容易 とす る、デー タベー スサー ビ

ス等のサー ビスや機器の提供が求め られてい るもの と考 えられ る。

5産 業の情報化

産業分 野においては情 報 を有効に活用す るため、情報 を処理 ・伝達す

る手段 であ る通信回線や 情報通信機器 を積極的に装備 し、利用 してお り、

各企業は 多 くの部門で業務 の効率化、省 力化 を図る とともに、高度化 、

多様化 する消費者二「ズに対応す るため に情報化 を進めている。特に、

産業分 野は一方の経済主体 であ る家計 に比べて よ り速 く、 より大規模 に

情報化の進展がみ られ る分野で あ り、通信回線、情報通信機器 の普及が

顕著である。

本項では、産業分野 におけ る通信 回線及び情報通信機 器の装備 ・利用

状況並 びにネ ッ トワー ク化の動 向 を概観 し、 さらに、情報通信の視 点か

らみた産業連関分析 の手法に よって我が国経済におけ る情報通信経済の

波及効果等の側面 につい て述べ るこ ととす る。

(1)産 業 における情報化の進展状況

ア 指標か らみた産業の情報化の進展

ここでは、産業分 野におけ る情 報化 の進 展状況 を、通信 回線、 コ ン

ピュー タ機器及 び非 コンピュー タ機器 の装備指標並 びに利用指標(付 表
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第1r3-31図 装備指標の推移
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(注)1.通 信 回 線装 備 指 標 及 び 非 コ ン ピュー タ機 器装 備 指 標 につ い ては

郵 政 省 、NTT、KDD、 新事 業者 資 料 等 に よ り作 成

2.コ ン ピュー タ機 器装 備 指 標 に つ い ては 「電 子 計算 機 納 入下 取 調

査 」(通 商産 業 省)等 に よ り作 成

10参 照)等 によ りみ ることとす る。

装備面か らみた産業分野 におけ る情報化 の進展状況の推移 を示 したも

のが第1-3-31図 であ る。

通信 回線 の装備状 況 をみ ると、雇用者1万 人当た りの装備 回線容量は

昭和55年 度 を100と す ると、2年 度 の指数は147(対 前年度 比9ポ イシト

増)へ 拡 大 してい る。特に、昭 和59年 におけ る高速デ ジタル専用線サー

ビスの提供 開始 、昭和61年 以降の新 第一種電気通信事業 者に よる相次 ぐ

サー ビスの提 供 開始、昭和63年 におけ るISDNサ ー ビスの開始 等に

よって、伝 送容量当た りの通信料 金の低廉 なサー ビスが相 次いで提供 さ

れ、産業分野におけ るお う盛 な情報通信 ニー ズ とあい まって、近 年は通

信 回線装備指標の伸びは著 しい。特に、 デー タ伝送の伸びは大 き く、主
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なデ ジタル通信 回線㈱ の雇用 者1万 人当 た りの装備容 量 は昭和55年 度

の12.5kb/sか ら2年 度の2.83Mb/s(対 前年度比34.1%増)へ226倍 に飛

躍的に拡大 してい る。

一方、通信 回線 とともにデー タ通信に必要不可欠な コン ピュー タシス

テムの装備状況 については、 昭和55年 度 を100と す ると2年 度 の指数 は

450で あ り、通信 回線装備指標 よ りも大 きな伸び を示 してい る。特に超小

型コンピュー タ(付 注6参 照)の 指数 は昭和55年 度の100か ら2年 度の611

へ飛躍的 に伸 びている。

また、 コンピュー タ機器以外の情報通信機器 の装備状況 について も、

堅調な伸 びを示 してお り、特 にラ ァクシ ミリ端末の装備 が昭和55年 度の

指
数
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第1-3-32図 利 用指標の推移

通信回線利用指標
(左目盛)
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(注)1.通 信 回線 利 用指 標 及 び非 コ ン ピュー ター 機 器 利 用指 標 につ い て は

郵 政 省 、NTT、KDD、 新 事 業 者資料 等 に よ り作 成

2.コ ン ピュ ー タ機 器利 用 指 標 にっ い ては 、 「情報 処理 実 態 調査 」

(通商 産 業省)等 に よ り作成

(注)こ こでの主なデジタル通信 回線とは、国内及び国際第一種電気通信事業者の

提供する回線交換サー ビス、パケッ ト交換サービス、一般専用サー ビス(符 号

品目)、 高速デジタル専用線サービス及びISDNサ ー ビスを示す。
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11倍 になるなど普及が顕著 である。

他方、利用面の推移 を示 した ものが第1-3-32図 であ り、おおむね

装備面 の進展状 況に対 応 した動 向を示 している。 しか し、通信 回線の支

出か らな る通信 回線利用指標については、通信料金の低廉化、通信 回線

の大容 量化等 に よって、昭和60年 度以降の通信 回線装備指標 の著 しい伸

びに比べ て、近年 におけ る伸 び率 は相 対的に小 さ くなって いる。

(業種別 にみ た通信回線装備)

「ネ ッ トワー ク化動向調査(3年10月 調査)」(勧 日本デー タ通信協会)

(付注7参 照)に よると、常用従業員千人当 た りの通信 回線 の装備容量は

2,266kb/sで あ り、その 内訳 は第一種 電気通 信事 業者の提供 す る通信回

線容量が1,877kb/s、 第二種 電気通信事業 者の提供す る通信 回線容量が

389kb/sで あった。また、通信 回線数 は常用従業員千人当た りで164回 線

であ り、その うち第一種電気通信事 業者の提供 す る回線が158回 線、第二

種電気通信事 業者の提供す る回線が7回 線 であった(第1-3-33図 参

照)。

業種別 にみ る と、回線容 量が最 も大 きいのは、商社 ・卸売業であ り、

サー ビス業、小売業 と続いてい る。 また、第二種電気通信事業者の提供

す る通信 回線の容 量が大 きいのは、サー ビス業、製造素材 、小売業の順

であ った。一方、 回線数 でみ ると、金融保 険業、小 売業、サー ビス業の

順であった。金 融保 険業(1回 線 当た り6.7kb/s)、 建設設備 業(同7.3kb/

s)は 、回線容量 に対 して通信 回線数が 多 く、相対的に通信 速度の低 い回

線 を多 く装備 してお り、逆 に運輸倉庫 業(同34.1kb/s)、 商社 ・卸売業(同

29.1kb/s)、 サー ビス業(同19.7kb/s)は 回線数に対 して 回線容 量が大 き

く、通信 速度 の高い回線が装備 されてい る。

回線容量の うち、第一種電気通信事業 者の提供す る回線の種類別の構

成比をみ ると、全産業 では高速デ ジタル回線、帯域品 目専用 回線、電話
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第1-3-33図 従業員千人当たりの業種別の通信回線容量及び回線数
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「ネ ッ トワー ク化動向調査」(㈲ 日本 データ通信協会)に よ り作成

(注)
一種電 気通信事業者 の提供 する ものを示す。

1.図 中の[コ は第二種電気通信事業者の提供するもの、口 ま第

2.回 線数は、電話網、ISDN網 、専 用回線等 の各サー ビスの回線数

の単純 合計 である。

網の順 に大 きい。業種別 にみ ると、建設設備業におけるISDNパ ケ ッ

ト回線、製造加工 におけ る回線交換回線、商社 ・卸売業におけ るISD

Nパ ケ ッ ト及び回線交換 回線、運輸倉庫業における符号品 目及び帯域 品

目専用回線等が、それぞれの業種 で装備 されてい る回線容 量において構

成比が大 きい(第1-3-34図 参照)。

また、第二種 電気通信事業者の提供す る回線 の種類別 の構成比 をみる

と、全産業では、高速デ ジタル回線、パ ケッ ト交換回線が大 きい割合 を
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第1-3-34図 業種別の回線種類別装備向線容量の構成比
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「ネットワーク化動向調査」(㈱日本データ通信協会)に より作成 「 惣,
(注)各 業種における従業貝千人当たりの通信回線容量における構成比である。

占めてい る。サー ビス業 ではパケ ッ ト交換 回線、製造素 材では高速デ ジ

タル回線 、小売業では高速デ ジタル及 び符号品 目専 用回線の構成 比が大

きい。 恥 嘩

玉'熱
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イ ネ ッ トワー ク化の動向

産業分野 にお いては、業種、業務 によって様 々な情報通信 ニー ズ、情

報化の 目的等が存在 している もの と思 われ る。

ここでは、「ネッ トワー ク化推進会講 注1)」において も検討 されてい る

ネ ッ トワー ク化の動 向を、「ネ ッ トワー ク化動 向調査」(勧 日本デー タ通

信協会)に よ りみ ることとす る。

(ア)ネ ッ トワーク(注21の利用状況L

各企業 において行 っている業務 を13に 区分 し、それぞれ における業

務が存在す る企業数 と各業務についてネッ トワー ク化 を図っている企業

数 を示 した ものが第1-3-35図 である。

ネッ トワー クを各業務のいずれか で利用 してい る企業 は回答企業(506

社)の うち91.5%(463社)で あ り、これ らの企業 は1社 平均4.8業 務 でネ ッ

トワー クを利用 して いる。 また、全 回答企業 に存在 す る業務 の合 計の

71.1%の 業務でネ ッ トワー クが利用 されてお り、利用率 が高 い業務 は、

物流管理、情報検 索、販売 ・在庫管理、受 発注 ・商品管理等 であった。

これ らの業務1ヰ、 自社外に もネ ッ トワー クが伸 びてい る割合 が大 きく、

さらに、物流、販 売 ・在庫、受発注 ・商品管理等は相 互に関連の深 い業

務 であ り、複合 的にネ ッ トワー クを利用 してい る企業が多い と考え られ

る。

(イ)ネ ッ トワー クシステム にかかわる関係経 費の状況

2年 度の各企業のネ ッ トワー クシステムにかかわる関係経 費の総額 に

(注1)郵 政 省は、昭和58年4月 か ら、産業界の有識者か ら構成 され る 「ネッ ト

ワーク化推進会議」を開催 し、産業分野における情報通信のネッ トワー ク化の

推進のための課題の検討等を行 ってきている。

(注2)こ こ では 「ネ ットワー ク」とは、原則 としてデータ通信 を目的 としたもの

を指 し、電話、ファクシ ミリ相互間通信の ようにデータを加工するためのコン

ピュータ処理 を伴わないものは除いている。
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第1-3-35図 ネ ットワークによる業務処理の割合

受発注・商品管理

生産 ・資材管理

販売・在庫管理

物流管理

技術情報管理

経理 ・財務管理

人事労務情報管理

経営情報管理

金融取引情報管理

運送管理

家庭向け情報

情報検索

その他

050100150200250300350400450
・ ■

79.7

ll72.9

II80.2

li858

Il60.7

ll6

ll51.7

ll594

ll788

＼
ネー トワー ク

していない企

[733ネ_1ワ ー クを利用

コ]63・6/し てい る灘

85.0il

口747
1

社

64.4

「ネットワーク化動向調査」(勧 日本データ通信協会)に より作成

(注)1.図 中 の数 字 は、 業務 が存 在 す る企 業数 に 占め る、業 務 に.

ネ ッ トワー ク を利 用 して い る企業 数 の 比率(%)で あ る。

2.回 答企 業 数 は、506社 で あ る。

ついて、f社 の常用従業貝(臨 時雇 ・外部か らの派遣貝 を除 く)千 人当

た りに対 する支 出額でみる と、全業種平均では、10億6千4百 万 円 となっ

てい る(第1-3-36図 参照)。

その内訳 をみ ると、 コンピュータや交換機等の設備 に対す る減価償却

費、 レンタル ・リー ス料 及び保守料等に支 出 したネッ トワー ク設備関係

顯 が5億 ・千5莇 円(繍 のタ8,4%)、 鮪 通信事業者の撒 す る

サ_ビ スに対す る利用料 として支出 した情報通信 サー ビス利用経費が7

千6百 万円(同7.2%)、 ネ ッ トワー クシステムにかかわ る人件費その他

の経費が4億7千4百 万円(同44・5%)で あった・
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業種別平均でみると、総経費では金融保険業が突出して大 きく、17億

8千7百 万円であった。 また、各経費の比率 をみる と、ネ ッ トワー ク設

備関係経 費が最 も高いのは小売業(84.0%)、 情報通信サー ビス利用経 費

第1-3-36図 ネ ッドワークシステムにかかわる経費の状況

(比率)

欝 邑
製造加工

商社 ・卸

(金額)

=一
ネットワ 情報通信ネットワ
ーク設備 サービスークシス

関係経費 利用経費テムにか

かわる人

件費その
他の経費

小 売L二=コ
.

金融保剛

運輸倉庫

H

サ ー ビス

全 体

020406080100
%

02468101214161820

億 円

「ネットワー ク化動向調査(3年 度調査)」(㈱ 日本データ通信協会)に

より作成

(注)1.ネ ットワークシステムにかかわる経費は、各企業が3年10

月1日 現在の常用従業員(臨 時雇 ・外部からの派遣貝は除

く)千 人当たりに対して2年 度に支出した金額を業種別に

平均した数値である。

2.ネ ットワーク設備関係経費は、コンピュータ、端末機器、

交換機(PBXを 含む)、多重化装置及びLAN等 の設備に対

する減価償却費、レンタル ・リース及び保守料を示す。

3.惰 報通信サービス利用経費は、第一種電気通信事業者の通

信回線に対する利用料(デ ータ通信利用分のみ)及 び第二

種電気通信事業者の提供するサービスに対する利用料を示

す。

4.ネ ットワー クシステムにかかわる人件費その他の経費は、

ネヅトワークシステムにかかわる部門の従業員に対する給

与、外部人件費、ソフトウェア委託開発費 ・購入費 ・使用

料及びその他の費用(情 報通信にかかわる電力料、消耗品

費、補修費、管理費等)を 示す。
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〔利用する立場)

第1章 平成3年 情報通信の現況

第1-3-37表 ネ ッ トワークの利用による効果

(%)

建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸 小 売
」

金融保険 運翰倉四 サービス 全産業

事務処理 ・業務処理が省力化された 52.4 59.0 52.5 56.4 53.7 61.7 60.4 60.0 58.3

事務処理 ・業務処理が迅速に処理できた 92.9 71.8 86.9 74.5 75.6 75.3 75.5 80.0 78.2

事務処理 ・業務処理がより正確に処理できた 40.5 38.5 443 43.6 34.1 38.3 37.7 51.1 41.7

不可能であった事務処理 ・業務処理が可能になった 28.6 23.1 27.9 36.4 36.6
138

.3 26.4 33.3 32.2

デー タを有効に活用 できるようにな った 61.9 43.6 36.1 32.7 31.7 22.2 34.0 26.7 33.7

顧客サービスの改善 ・充冥がはかられた 1L9 20.5 29.5 32.7 36.6 65.4 45.3 17.8 35.9

サー ビスの地城 ・期間の拡大 ・廼長がはか られた 1L9 20.5 18.0 18.2 17.1 27.2 7.5 8.9 16.2

ノ

〔管理する立場) (%)

延設股備 製造素材 製造加工 商社・卸 小 売 金凪保険 運輸倉庫 サービス 全産業

社内決定・決裁の迅速化 62.5 47.1 51.7 3?.3 30.0 22.8 25.5 25.0 36.7

資金決済の迅速化 ・資金運用の効率化 45.0 29.5 15.5 17.6 IO.0 51.9 19.8 20.5

r

27.6

顧客の確保.取 引の拡大 27.5 55.9 53.4
'64
.7 47.5 89.9 58.8 54.5 58.5

ニユー ビジネスの実現 7.5 2.9 5.2 U.8 17.5 20.3 15.7 25.0 ユ3.9

企業競争力の強化 57.5 82.4 70.7 62.7 70.0 78.5 72.5 75.0 70.8

経営戦略決定の迅速化 ・正確化 42.5 4L2 46.6 35.3 40.0

-

26.6 47.1 18.2 36.0
-

「ネ・アトワー ク化動向調益J(㈲ 圏本データ通俗協会)に より作成

(注)ネ!ト ワー クの利用による効果 として挙げた(3つ ずつ回答 を選択)企 業数が、それぞれの業種全体の企業倣に占める割合である.

が最 も高 いのは運輸 ・倉庫業(12.5%)、 また、 人件費 その他 の経費が最.

も高いのはサLビ ス業(67.5%)で あった。

(ウ)ネ ッ トワークの利用に よる効果

各企業 においてネ ッ トワー クシステムの利用に よって効果 があ った と『

実感 しているもの を、利用す る立場 と管理上 の立場 か ら示 したものが第

1-3-37表 であ る。

(利用 する立場か らみ たネ ッ トワーク化の効果)

全産業 にお いてネ ッ トワー クシステム を利用す る立場か らみた効果 と

しては「事務 処理 ・業務処理が迅速に処理 で きた」(全回答企 業の78.2%)、

「事務処理 ・業務処理が省力化 された」(同58.3%)、 「事務 処理 ・業務処
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今 後ネッ トワーク化を図ってい く上での阻害要因
〔%}

廼股設備 製造索材 製造加工 商社・卸 小 売 金融保険 運輸倉匝 サービス 全産業

コλ卜員担の増加〔回楓 ソ7トウェア、ハードウェア.運用保守費等1 85.7 ?8.9 78.3 73.2 75.6 93.7 870 805 824

安全 ・信領性の不十分さ 35.7 237

1

233 250 366 354 24.1 24.4 282

プ ロトコルの豊合の不十分 さ 33.3 44

1

450 375 268 443 37.0 4L5 39.2

開発 ・運用・保守等の人材不足 76.2 63.

1

80.0 7叉.4 63.4 69.6 74.L 58.3 71.1

VAN,デ ータ通信等で適切なサービスが提供されていない 9.5 10.5

1

6 14. 4.9 12. 5.6 7 97

ネ・トワーク化対象となる企業間で調整が碓航すること 21.4 28.

1

20.0 32.1 3L7 8.9 24.1 14.6 205

既存の取引ルール等の法的制度が不十分なこと 71 105 16.7 10.7 9.8 76 3.7 7.3 9.3

既存の業法等が制約となること 9.5 53 Il.7 5.4 2.4 76 7.4 2.4 73

「ネ!ト ワーク化動向調査J〔 醐 日本デー タ通侶協会)に より作成

〔由 今 後ネ ・トワー ク化を図 ってい く上での阻害要 因として挙げた(3つ ずつ回 答を選択)企 業数が、それぞれの業種全体の企業数に占め

る削合である。

理が よ り正確 に処理 で きた」(同41.7%)の 順 に多 く挙げ られてい る。す

べ ての業種 にお いて事務処理の迅速化が7割 以上 と、最 も多 く挙げ られ

てお り、事務処理 の省力化 につ いて もすべ ての業種 で過半数 の企業が効

果 として挙げてい る。

(管理す る立 場からみたネ ッ トワー ク化の効果)

企業の管理上 の立場か らみたネ ッ トワー、クシステムの効果 として、全

産業では「企業競争力の強化」(全 回答企業の70.8%)、 「顧客の確保、取

引の拡大」(同58.5%)の 順 に多 く挙 げて いる。各業種 ともこの二つの効

果につ いては上位 に実感 してい るが、建設設備業、製造加工、製造素材
ヒ

においては社内決定 ・決裁 の迅速化 も多 く挙 げ られてい る。

(エ)ネ ッ トワーク化 を図 る上 での阻害要 因

各企業が今後ネ ッ トワー ク化 を図ってい く上で阻害要 因 となると考 え

られ るものを示 したのが第1-3-38表 で ある。

各業種 とも回答企業の約6割 か ら9割 が 「コス ト負担の増加」及び 「開

発 ・運用 ・保守等の人材不 足」 を挙げている。その他には、プ ロ トコル
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の整合,安 全 ・信頼性 の問題等のネ ッ トワー クの質的要 素 も挙 げてい る

が、コス ト及び人員 と比べ ると比率は小 さ く、通信回線、ソフ トウェア、

ハー ドウェア、運用保 守費等の一層の低廉化 と人材確保が、今後のネ ッ

トワー ク化 を推進す る上で必要不可欠であ ると考 え られて いる。

(2)情 報通信経済の状況

ここでは、産業連関分析 の手法 を用いて、「産業連 関表」(総 務庁)、 「延

長産彙連関表」(通 商産業省)等 を基 に、産業の情報化 の進展 を経済的側

第1-3-39図 情報通信経済の部門構成

r-一 一(情 報 通 信 産 業)

郵便附帯サービス

国内第一種電気通信(電信・電話)

国内第一種電気通信〔その他》

国内第二穐電気通信

その他の竃気通信サービス

国際竃気通僧

民間放送

有線放送
ソフトウェア業

映像情報ソフト業

音露情報ソフト業

新聞

出版

情綴サービス
ニュース供給・興信所

広告

映面館 ・劇場業

{15部門}

電子計算機・同関連機器賃貸叢

事務用機器賃貸業 〔除電算機)

(注)情 報通信機器製造業の15部 門の産業は,事 務用機械,電 気音響

機器,ラ ジオ・テレビ受信機,磁 気録画再生装置(VTR),電 子

計算機本体,電 気計算機付属装置,有 線電気通信機器,無 線電気

通信機器,そ の他の電気通信機器,電 子応用装置,半 導体素子 ・

集積回路,電 子管,電 気音響機器部分品・付属品,そ の他の電子・

通信機器部分品・付属品,通 信ケープルである。
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面か ら とらえ るこ ととす る。この分析㈹ においては、全産業 を情報通信

サー ビス部 門(付 注8参 照)、 情報通信支援財部門(付 注9参 照)及 び非

情報通信関係部門(付 注10参 照)の3部 門に分 け、各部 門の構成 を第1-

3-39図 の とお りとした。

ア 我が国経 済 における情報化の進展

(ア)情 報通信産業の成長

昭和63年 において我が国経 済の国内生産額は743兆9 ,215億 円であ り、

その うち情報 通信 サー ビス部 門は35兆3,927億 円(我 が 国経 済全体 の

4.8%)、 情報通信支援財部 門は35兆6,730億 円(同4 .8%)で あった(第

1-3-40図 参照)。

第1-3-40図 情 報通信産業 と我が国経済の生産額の推移

昭和55年 における国内生産額 昭和63∫{におけ る国内 生産額

　襯 許 ヒス部門0311」1曙10億 円

聯::1:8　 癖 一 ■ 噺剛
「124%拡 ナこ1

我か国経済全体

〔37%す広大〕

郵 政 省資料 「産 業連 関 表」 〔総 務庁)、 「延 長産業 連 関表 」G由 商産 業 割 等 に 基つ き作成

11は 我 か 国経 済 全体 にIliめ る構 成比 を 表す.

(注)こ こでは、分析可能な最新の もの として昭和63年 の数値 を、比較の対象 とし

て昭和55年 の数値 を用いて分析を行 っている。1
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』この2部 門 を合 わせ た情報通信産 業の国 内生産額 は71兆657億 円であ

り、我が国経済 の9.6%を 占め ている(第1-3-41図 参照)。

また・昭和55年 と比較 する と、我が国経済全体は37.0%の 拡大であ る

のに対 して、情報通信産業は123 .7%と 大 きく拡大 してお り、我が国経済

に占め る割合 も3.8ポ イン ト上昇 している。

情報通信産業の うち特 に伸 びが大 きい部 門は有線放送 ソフ トウェア

業、情報サー ビス業、・電子応用装 置、電子計算機、VTR、 事務 用機器

賃 貸業、,半導体素子 ごIC等 の部 門であ り、これ らは国内生産額 が3倍

以上 に拡大 している。 まだ、非情報通信 関係部 門に属す る他の部 門 と比
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第1-3-41図 情報通信産業の国内生産額の推移
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その他の電気通信 49 95 0.1 1,939

放

送

公共放送
、
254 352 0.5 1,387
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「

3,461

情報関連サービス 10,799 22,606 31.8 2,093

支情
援報
財通
部信
門

情報通信機器製造業 12,820 32,434 45.6 2,530
≠

情報通信機器賃貸業 ?34 2,489 3.5 3,391

電気通信施設建設 641 750 1.1 1,17G
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咬して もこれ らの部 門は高い伸 び率 となっている。

(生産額1万 円当た りの通信 費用か らみた利用分野)

ここでは、各部 門にお ける生産額1万 円当た りに通信 費用が 占め る割

合を比較 し、単位生産 当た りの通信費用 の大 きな分野 についてみ ること

とす る。'

昭和63年 にお いて、生産額1万 円当た りに 占め る通信 費用の大 きい産

業 を示 した ものが第1-3-42図 であ る。全産業 の平均 では1万 円の

第1-3-42図 国内生産額1万 円当たりの通信費用の大きい産業

1、800
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1,000
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200 平

均円
　　o

国 一 第 民 公 研 保 有 広 金 商 第 対 公 新 情 円
際 ユ ニ 間 共 究 険 線 告 融 業 一 事 務 聞 報、
電1種 放 放 放 業 種 業ー サ
気 ス 電 送 送 送 電 所1

通 供 気 気 サ ビ
信 給 通 通1ス
等 信 、 信 冥 業

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等に基づき作成
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財 ・サー ビスの うち、74円 を通信料 金の費用が 占めてお り、昭和55年 の

値(65円)か ら9円 上昇 している。情報通信サー ビス部 門に属 す る各部

門は、 その産出す るサー ビスが情報 にかかわ るものであ るため㍉全般的

に通信費用の 占め る割合は大 きな値 となってい る。特 に、 国際電気通信

(1,770円)、 ニュー ス供給等(837円)、 第二種電気通信(714円)、 民商放

送(676円)、 公共放送(455円)、 有線放送(266円)、 広告業(228円)等

にお いて通信 は多 く利用 され ている。情報通信サー ビス部 門以外では、

研究(417円)、 保険(355円)、 金融(207円)、 商業(183円)等 の産業 に

おいて大 きい値 となっている。

(イ)組 織内情報通信部門め拡 大

情報通信活動 には、市場にサー ビスを提供す る産業 としての活動 と、

第1-3-43図 情報通信の視点からみた経済構造
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企業 内部 で 自家消費され るものが ある。 ここでは、 この ような観 点か ら

情報通信支援財部 門及 び非情 報通信関係部 門において組織 内情報通信部

門(付 注11参 照)を 特 に独立 した部 門 として取 り上げ合計5部 門として、

我が国経済におけ る情報通信 活動 の進展状況 をみることとす る(第1-

3-43図 参照)。

情報通信活動 とは、情報通信 サー ビス部門 と情報通信サー ビス部門以

外の部 門で行われている組織内情報通信部 門の活動 を合 わせ たものであ

る。昭和63年 におけ る組織内情報通信部門の生産額は85兆1,110億 円であ

り、情報通信サー ビス部 門の生産額 と合 わせ た情報通信活動に よる生産

額の合計 は120兆5,040億 円 となる。 これは、組織 内情報通信部門の生産

額 を加 えた我が国経済全体㈲ の生産額の14.5%を 占め ている。また、昭

和55年 にお いては情報通信活動が経済全体 の9.7%で あ り、8年 間で4.8

ポイン ト上昇 してい る。組織 内情報通信部 門は、昭和55年 及 び63年 にお

いて ともに情報通信活動の約7割 を占めてお り、市場 におけ る情報化 と

産業内部 におけ る情報化 が同 じテ ンポで進展 した こ とが うかが われ る

(第1-3-44表 参照)。

(情報化係数)

情報化係数 とは、各部門が財 ・サー ビス を生産す るときの総費用の う

ち、,情報通信 関連費用の比率 を示す指数 であ り、 この情報通信関連費用

は、情報通信サー ビス購入のための費用(情 報通信サー ビス費用)及 び

情報通信支援 財 の うち部 品以外 の ものの購 入費用(情 報 通信 支援財費

弔)、 直接他の産 業か ら購入 されない情報通信 にかかわ る労働者の費用

(注)こ こでは組織内情報通信部門を仮設部門 として、あたか も独立 した部門 とし

て取 り上げ、 この部門で生産 されるサー ビスを情報通信支援財部門及び非情報

通信関係部門が、購入す ることとしている。そのため、市場に現れない部分の

金額(組 織内情報通信部門の生産額)が 、計算上我が国経済の国内生産額に加

えられている。
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第1-3-44表 情報通信経済からみた産業連関表(昭 和63年)

(単位:10億 円)

サ情
1報

麺

ll信

。塁

綴潜

報の支情
通組援報
信織財通
部内部信
門情門

蓄潔
報

離

報の 非
通組閥情
信織係報
部内部通
門情門信

中
間
需
要
計

家
消
費計

支
出

消喪

隻馨
出

総

簿
成

他
最
終の

需
要

最
終部

需門
要
計

薗
内
生
産
額

情報通信サー ビス部門 7,699 一 1,097 } 21,841 30,607 4,788 一 = 一1 4,786

1

35,393

情報通信支援財部門 218 9,365 88 2,461 2,319 14,451 2,139 一 11,799 7,284 21,222

1

35,673

占

情報通信支援財部門の
組織内情報通信部門 一 5,559 一 一 一 5,559

「

一 一 一 一

層

一

1

5,559

非情報通信関係部門 7,902 10,243 775 282,6諭 11,051 312,610 210,134 33,839 981061 三8,212 360.2砺

1

672,鰯

非情報通信関係部門の
組織内情報通信部門 　 } 一 79,551 一 79,551 一 一 一 一 一 79,551

中 間 投 入 計 15.789' 25,167 1,959 364,651 35,212 442,778 217,061 33,839 109,鴎9 25,494 386,254

1

紹9,〔能

雇
用
者

所
得

情 報 労 働 者 6,374 一 .1,526 一 34,577 42,478
ρ

郵政省資料、「産業関運衷J(総務庁}、「延畏産業連関
表」(通産商業省)等に基づき作成

(注)1.10億 円単位に四捨五入したため、合計額が
一致しないものがある。
2.雇 用者所得の分割は.職業を情報職業およ

び非情報職業に分類して行った。
3,資 本減耗引当の分割は、以下の方法により

情報資本財の比率を計算して行った。

情報資本財の比率

情報通信支援財

非 情 報 労 働 者 4,545 4,453 『 145,6お 一 154.6η

資
本

減

耗

引

当

情 報 資 本
2,091 }

「

2,073

一

9,762 13,927

非 情 報 資 本
564 1,240 一 36,414 一 38,218

他 の 付 加 価 値 6,030 4,813 皿 126,118 　 136,961

付加 価値 部 門計 19,604 10,506 3,600 308.烈〕5 44,339 386.2騒
=

塗投資顧一〔建設+木製晶・家具+畿雛製品}

国 内 生 産 額 計 35,393

I
I35

.67315,559
1

672、8防 79,551 829,〔腿

'

(情報労働 費用)及 び情報通信関連設備 の減価償却費(情 報 資本 .費用)の

四つに大別 され る。 『一一

昭和63年 の主要 な産業部 門の情報化係数は、第1-3-45図 の とおり

である。産業全体の情報化係数 は14.8で あ り、 その内訳は、情報労働費

用が47.4%、 情報通信サー ビス費用が34.1%、 情報資本 費用 が15.5%、

情報通信支援財 費用が2.9%で あった。また、昭和55年 の情報化係数 は9.1

であ り、8年 間 で5.7ポ イン ト上昇 してい る。情報化係数 の各費用 の構成

比 を昭和55年 と昭和63年 で比べ ると、わずか な動 きであ り、 この期 間に
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第1-3・-45図 主 な産業 における情報化係数(昭 和63年)
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.本 業 器設 ス 年ヘ ロ`悔 報通信サービス部門 情報通信支援財部門 非情報通信関係部門

郵 政 省 資料 、 「産 業 連 関表 」(総 務 庁)、 「延 長産 業 連 関 表」(通 商産 業省)等 に 基づ き作 成

L

おける情報化 は費用面でみる と、各費用 とも伺 じテンポで進展 したこと

が う・かがわれる㈹ 。

昭和63年 の情報化係数 を部 門別にみ ると、情報通信サー ビス部 門に含

まれ る産業 には情報化係数 の大 きい部 門が 多 く、広告業(情 報化係 数

(注)名 目価格 での比較であるため、相対価格の変化は考慮されていない。
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76.9)、 ソ フ トウ ェ ア業(同74.1)、 第 二種 電気 通 信(同69.7)、 国 際 電 気

通信(同65.3)、 電 子計 算機 器 賃 貸 業(同63.4)、 情 報 サ ー ビ ス業(同60.6)、

第 一 種 電 気 通 信(同56.41、 出 版(同56.0)、 民 間放 送(同55.2)、 郵 便(同

50。6)の 各部 門では、情報化係数 が50を 超 えてお り、総費用の過 半数が

情報通信関連費用 である。 また、情報通信 サー ビス部 門以外 で情報化係

数の大 きい部 門は、研究(同37.4)、 対事 業所 サー ビス(同36.5)、 公務
し

(同32.4)、 金 融(同30.8)、 保険(同26.2)等 であ る。

イ 情報通信産業 と我が国経済 とのかかわ り

産業分 野におけ る情報化 の進展 は、情報通信 サー ビスや情報通信機器

等 の需要拡大 をもた らし、情報通信産業 の発展 を促 して いる。ここでは、

情報通信産業 の発展が我が国経済に及ぼす影響 を、波及効果の面か らみ

るこ ととす る。

(情報通信産 業の生産誘発効果)

情報通信産業の昭和63年 の生産誘発効 果 は1.41(昭 和55年 は1.54)で

あ り、 この部 門が71兆657億 円の生産 を行 うこ とに よ り他 の部 門に29兆
ヒ

4,165億 円め生産誘発 をもた らした(第1-3-46表 参照)。

機器製造業 を含む情報通信支援財部 門は中間投入比率1注)が高 いため、

生産誘発効果 は1.61で あ り、サー ビスを提供す る情報通信 サー ビス部門

の1.36よ りも大 きい。 また、情報通信サー ビス部 門の生産誘発効果 を産

業別 にみ る と、広告(2.32)、 出版(2.23)、 第二種 電気通信(1。94)、 新

聞(1.93)等 の 中間投入比率 の高 い部 門において大 きい。設備集約型の

第一種電気通信及 び国際電気通信、労働 集約 型の ソフ トウェア業、ニ ュー

ス供給等、情報サー ビス業、郵便等 は、 中間投 入比率 が低 いため波及効

(注)中 間投入額 とは、各部門の生産活動に必要 な原材料、燃料等の財 ・サービス

の購入費用をい う。中間投入額をその部門の国内生産額 で除 した割合が 中間投

入比率である。
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第1-3-46表 昭和63年 情報通信産業の生産誘発効果

生産誘発効果 国内生産額 生産誘発額 中間投入比率

情報通信産業 1.41 71,066 100,482 0,500

情報通信サービス部門 1.36 35,393 48,266 0,446

通信 1.35 8,208 11,114 0,234

放送 1.78 1,811 3,231 0,478

情報ソフ ト 1.61 2,767 4,446 0,399

情報関連サービス 1.56 22,606 35,279 0,526

情報通信支援財部門 1.61 35,673 57,385 0,605

情報通信機器製造業 1.63 32,434 52,854 10,634

情報通信機器賃貸業 1.40 2,489 3,490 0,242

電気通信施設建設 1.96 750 1,468 0,540

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、 「延長産業連関表」(通商産業省)等 に基づ き作成

(注)1.国 内生産額及び生産誘発額の単位は10億 円である。

2.生 産誘発効果は、逆行列係数の該当産業の列和をその列の該当産業の逆行列係数

で除すことにより求められる。

,生産誘発効果=i{[1-(1一 血')A']-1(1-1軌')A。}+1

1:単 位行列

血':輸 入係数の対角行列から当該部門を除いたもの

A':投 入係数行列から当該部門を除いたもの

A。:当 該部門の投入係数から自部門投入部分を除いたもの

i:エ レメントが1の 行ベクトル

果は小 さい。

(情報通信機器 への設備 投資 による波及効果)

産業分野が行 う情報通信 機器へ の設備 投資は、情報通信機器 製造業の

生産活動 を直接誘発 し、 さらにその生産が他産業部門へ生産 を誘発す る

とい うか たちで、我 が国経済全体及 び海外 にその効 果が波及 してい く。

昭和63年 におけ る産業分 野の情報通信機器への投 資額 は11兆483億 円

(昭和55年 は3兆5,416億 円)で あった。 これは国内総 固定資本形成全体

の10.1%に 相当す る規模 であ り、昭和55年 の割合(4.7%)と 比較す ると
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5.4ポ イン ト拡大 している。こ の投資は、投資額 の2.14倍(昭 和55年 は2・12

倍)の23兆5,982億 円の国内生産 、99万7千 人の雇用 を誘発 し、 さ らに、

1兆1,501億 円の輸入 を誘発 し、海外へ も影響 を及ぼ してい る(第1一3

-47図 参照) 。

第1-3-47図 昭和63年 における情報通信機器への投資 によ る生産波及効果
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郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、 「延長産業連関表」(通商産業省)等 に

基づき作成 ・


